
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 28 年中の東京消防庁管内の火災状

況は第 1-1表のとおりで、火災件数は、前

年と比べて 451件（10.2％）減少しており、

火災による死者は 12 人（12.6％）減少し

ています。 

これらの火災に出場した消防職員、消

防団員及び主な消防車両等の延べ数は、

第 1-2 表のとおりとなります。 

また、過去 10 年間の火災件数、焼損床

面積及び火災による死者の推移は第 1-1図

のとおりです。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 平成 28 年 前年比 

火災件数 3,982 件 ▲451 件

建物 2,766 件 ▲156 件

林野 1 件 ▲2 件

車両 275 件 ▲21 件

船舶 3 件 1 件

航空機 1 件 ▲2 件

その他 934 件 ▲270 件

治外法権 2 件 ▲1 件

管外からの延焼火災 0 件 － 

火災による死者 83 人 ▲12 人

火災による負傷者 853 人 26 人

焼損床面積 17,529  ▲3,221 

焼損棟数 3,107 棟 ▲283 棟

り災世帯数 2,133 世帯 ▲280 世帯

損害額 4,924,408,207 円 998,739,328 円

 

 

区 分 出 場 延 べ 数 区 分 出 場 延 べ 数 区 分 出 場 延 べ 数

ポ ン プ 車 19,649 台 指 揮 隊 車 4,267 台 消 防 艇 47 艇

化 学 車 1,511 台 は し ご 車 2,293 台 消 防 職 員 125,242 人

救 助 車 2,183 台 消防ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ 35 機 消 防 団 員 5,674 人

災害予防 第 1 章 

第１節 災害の現況と最近の動向 

火災の状況 １－１ 

消火活動 写真 38

火災の状況 第 1-1 表 

消防職員、消防団員及び主な消防車両等の火災出場状況 第 1-2 表 



 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 28 年中の火災による死者及び負傷

者の状況は第 1-3 表及び第 1-4 表のとおり

です。 

火災による死者(自損行為を除く。)と

高齢者（65 歳以上）の死者の推移を示し

たものが第 1-2 図となります。  

自損行為を除く火災による死者は、前

年と比較して 11 人（13.9％）減少してお

り、内訳として高齢者は 7人（13.2％）減

少し、高齢者以外(年齢不明を含む。)は 4

人（15.4％）減少しています。 

火災による負傷者は、前年と比較して

26 人（3.1％）増加しています。

 

 

 

 死者 負傷者 

自 損 行 為 を 除 く 68 人（▲11 人） 842 人（  26 人）

自 損 行 為 15 人（▲ 1 人） 11 人（   0 人）

合 計 83 人（▲12 人） 853 人（  26 人）

 

 

 平成 28 年 前年比 

重 篤 21 人 ▲4 人

重 症 99 人 0 人

中 等 症 191 人 13 人

軽 症 542 人 17 人

合 計 853 人 26 人
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の状況 

１—２ 

過去 10 年間の火災件数、焼損床面積、火災による死者の推移 第 1-1 図 

火災による死者及び負傷者数 第 1-3 表 

（人） 

（件） （） 

火災による負傷者の受傷別程度内訳 第 1-4 表 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 28 年中の主な出火原因は、第 1-3

図及び第 1-5表のとおりで、最も多いのが

「放火（疑いを含む。）」です。 

前年に比べ 146件（14.2％）減少し、全

火災に占める割合は、22.1％となり、昭

和 52 年以降 40 年連続で出火原因の第１位

となっています。 

過去 10 年間の主な出火原因の状況は第

1-6 表のとおりで、上位 3 位の順位変動は

ありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出 火 原 因 平成２８年 前年比 

放 火 （ 疑 い を 含 む 。 ） 881 件 ▲146 件

た ば こ 586 件 ▲78 件

ガ ス テ ー ブ ル 等 363 件 ▲94 件

大 型 ガ ス こ ん ろ 110 件 ▲8 件

電 気 ス ト ー ブ 85 件 10 件

差 し 込 み プ ラ グ 64 件 17 件

コ ー ド 61 件 4 件

コ ン セ ン ト 59 件 6 件

ロ ウ ソ ク 48 件 8 件

屋 内 線 41 件 ▲5 件

蛍 光 灯 41 件 ▲1 件

放火

（疑いを含む。）

881件

22.1%

たばこ

586件

14.7%

ガステーブル等

363件

9.1%

大型ガスこんろ

110件

2.8%

電気ストーブ

85件

2.1%

差し込み

プラグ

64件

1.6%

コード

61件

1.5％

コンセント

59件

1.5％

ロウソク

48件

1.2%

屋内線

41件

1.0%

蛍光灯

41件

1.0%

その他

1643件

41.3% 火災件数

3,982件
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火災による死者（自損行為を除く。）と高齢者（65 歳以上）の死者の推移 第 1-2 図 

（人） 

主な出火原因（上位 10 位） 第 1-5 表 

出火原因の状況 １－３ 出火原因の状況 第 1-3 図

※その他には治外法権火災が含まれています。

,



 
 

 平 成

1 9 年 

平 成

2 0 年

平 成

2 1 年 

平 成

2 2 年

平 成

2 3 年

平 成

2 4 年

平 成

2 5 年

平 成

2 6 年 

平 成

2 7 年 

平 成

2 8 年

1 位 放 火

（疑いを含む。） 
放 火

（疑いを含む。）

放 火

（疑いを含む。） 
放 火

（疑いを含む。）

放 火

（疑いを含む。）

放 火

（疑いを含む。）

放 火

（疑いを含む。）

放 火

（疑いを含む。） 
放 火

（疑いを含む。） 
放 火

（疑いを含む。）

2 位 た ば こ た ば こ た ば こ た ば こ た ば こ た ば こ た ば こ た ば こ た ば こ た ば こ

3 位 ガステーブル等 ガステーブル等 ガステーブル等 ガステーブル等 ガステーブル等 ガステーブル等 ガステーブル等 ガステーブル等 ガステーブル等 ガステーブル等

4 位 火 遊 び 火 遊 び 火 遊 び 火 遊 び 電気ストーブ 電気ストーブ 電気ストーブ 大型ガスこんろ 大型ガスこんろ 大型ガスこんろ

5 位 大型ガスこんろ 電気ストーブ 大型ガスこんろ 大型ガスこんろ 火 遊 び 火 遊 び 大型ガスこんろ 電気ストーブ 電気ストーブ 電気ストーブ

 

 

火災、交通事故、水難救助事故及び山

岳事故などから人命を救うため、消防救

助機動部隊、特別救助隊、水難救助隊及

び山岳救助隊を配置し、迅速に活動でき

る体制を整備しています。 

平成 28 年中の救助件数及び救助人員の

事故種別の状況は第 1-4 図及び第 1-5 図の

とおりです。「建物・工作物」、「交通」

の区分の合計が救助件数及び救助人員の 9

割以上を占めています。 

過去 10 年間の救助件数及び救助人員の

状況は第 1-6 図のとおりです。平成 28 年

中の救助件数及び救助人員は前年と比べ

てどちらも減少（救助件数 0.4％、救助人

員 1.4％）しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過去 10 年間の主な出火原因(上位 5 位)の状況 第 1-6 表 

救助活動の状況 １－４ 

救助件数の事故種別状況 第 1-4 図 救助人員の事故種別 第 1-5 図

救助活動 写真 39

建物・工作物

15,586件

70.9%

交通

4,481件

20.4%

墜落

314件

1.4%

水難

255件

1.2%

機械

171件

0.8%

山岳

162件

0.7%

火災

139件

0.6%

ガス

56件

0.3%

崩壊

13件

0.1%

その他

803件

3.7%

救助件数

21,980件

建物・工作物

11,827人

62.4%

交通

5,880人

31.0%

墜落

176人

0.9%

水難

174人

0.9%

山岳

141人

0.7%

火災

127人

0.7%

機械

113人

0.6%

ガス

39人

0.2%

崩壊

8人

0.0% その他

473人

2.5%

救助人員

18,958人



 

 

 

 

 

 

危険排除等とは、危険物や毒物劇物等

の化学物質などが流出した場合に、火災

の発生防止及び人的被害の軽減を図るた

めの必要な措置を行うことや、自然現象

による危険を除去するなどの消防活動の

ことです。 

活動内容は「危険排除」、「応急措

置」、「警戒」等に分けられ、平成 28 年 

中の危険排除等の活動については第 1-7

図のとおりです。また、出場件数の約 6割

を占める危険排除の要因は第 1-8図のとお

りで、約 8割を「危険物」、「ガス」が占

めています。 

これらの危険排除等を含む様々な消防

活動には第 1-7表のとおり、ポンプ車、指

揮隊車、救急車、化学車などで 64,425 人

が出場しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過去 10 年間の救助件数及び救助人員 第 1-6 図 

危険排除等の状況 １－５ 

活動内容別出場件数の内訳第 1-7 図 要因別危険排除件数の内訳第 1-8 図
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救助件数（件）

救助人員（人）

危険排除

3,549件

61.5%

警戒

203件

3.5%

応急措置

194件

3.4%

その他

1,827件

31.6%

出場件数

5,773件
危険物

2,134件

60.1%
ガス

691件

19.5％

電気

259件

7.3%

火気取扱

172件

4.8%

毒物劇物

147件

4.1%

異臭等

145件

4.1%
ＲＩ

1件

0.0%

危険排除

3,549件



 
 
ポンプ車 指揮隊車 救急車 化学車 救助車 はしご車等 消防艇 ヘリ その他 出場人員

6,882 4,247 1,374 894 431 162 3 3 566 64,425

 

 

 

救護活動（ＰＡ連携）とは、必要に応

じてポンプ小隊等が救急現場に出場し、

救急小隊と連携して傷病者の救出、救護

処置を行う活動のことです。 

平成 28 年中は、救急出場の 4.9 回に 1

回の割合でポンプ車等が出場しました。 

救護活動（ＰＡ連携）の区分を見ると、

第 1-9 図のとおり、「救命」、「搬送困

難」、「直近地域」の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

迅速で高度な救急サービスを提供する

ため、全ての救急隊に救急救命士を配置

して、適切な応急処置と迅速な搬送に努

めています。さらに平成 28 年 6 月には救

急隊の現場までの到着時間を短縮する新

たな取組として救急機動部隊を設立しま

した。 

このような状況の中、平成 28 年中の救

急出場等は第 1-8表のとおりで、前年に比

べ 17,580件（2.3％）の増加、搬送人員は

18,278 人（2.7％）の増加となっています。 

救急隊１隊の１日あたりの平均出場件

数は 8.5 件で、41 秒に１回の割合で救急

出場があり、都民 17.3 人に 1 人の割合 

 

（管内人口あたり）で救急要請している

こととなります。 

救急出場件数等の過去 10 年間の推移は

第 1-10 図のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

車両別出場状況 第 1-7 表 

救護活動(PA 連携)の状況 １－６ 

救急出場状況 １－７ 

救急活動 写真 40

救護活動（PA 連携）の区分
別内訳 第 1-9 図

救命

126,133件

79.6%

搬送困難

22,707件

14.3%

直近地域

3,622件

2.3%

繁華街等

3,010件

1.9%

傷害事件等

1,560件

1.0%
遅延

1,435件

0.9%

出場件数

158,467件



 

 

 

 

 平成 28 年 前年比 

救 急 出 場 時 間 777,382 件 17,580 件

搬 送 人 員 691,423 人 18,278 人

１ 日 の 平 均 出 場 件 数 2,124 件 42 件

 

 

 

 

事故種別をみると、第 1-11 図のとおり

「急病」が最も多く、次いで「一般負

傷」、「交通事故」となっています。こ

れらの合計が事故種別全体の 9割以上を占

めています。 

搬送人員の程度別（収容医療機関の医

師による初診時程度別）の分類は第 1-9表

のとおりで、搬送人員の 9割以上は、「軽

症」と「中等症」で占められています。 

過去 10 年間の程度別搬送人員の推移は

第 1-12 図のとおりです。 

平成 28 年中の搬送人員は過去 10 年間で

最高値となっています。 

 

 

 

 

 平成 28 年 前年比 

死  亡
5,399 人 

（0.8%） 
▲36 人

重  篤
13,648 人

（2.0%） 
94 人

重  症
29,190 人

（4.2%） 
▲804 人

中 等 症
263,854 人

（38.2%） 
3,716 人

軽  症
379,332 人

（54.9%） 
15,308 人

合  計
691,423 人

（100%） 
18,278 人

 

 

 

691,549 

653,260 655,631 

700,981 
724,436 

741,702 749,032 757,554 759802
777382

623,012 
583,082 581,358 

617,819 
638,093 649,429 

655,925 664,629 673145
691423
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出場件数(件) 搬送人員(人)

急病

457,692人

66.2%

一般負傷

121,305人

17.5%

交通事故

48,403人

7.0%

転院搬送

43,217人

6.3%

加害事故

5,694人

0.8%

運動競技

5,390人

0.8%

労働災害

4,692人

0.7%

自損行為

3,710人

0.5%

自然災害

10人

0.0%

火災

787人

0.1% 水難事故

523人

0.1%

搬送人員

691,423人

過去 10 年間の救急出場件数及び搬送人員の推移 第 1-10 図 

救急出場等の状況 第 1-8 表 

搬送人員の状況 １－８ 

事故種別搬送人員 第 1-11 図 程度別搬送人員の状況 第 1-9 表
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年齢別の搬送人員は第 1-13 図のとおり

です。70 歳以上の高齢者が全搬送人員の

43.1％、65 歳以上の高齢者は全搬送人員

の 50.1％を占めています。 

また、65 歳以上の高齢者における過去

10 年間の搬送人員及び全搬送人員に占め

る割合は第 1-14 図のとおりで、搬送人員、

割合ともに年々増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0-2歳

25,007人

3.6%

3-5歳

12,110人

1.8%

6-14歳

17,597人

2.5%
15-19歳

15,038人

2.2%

20-29歳

62,014人

9.0%

30-39歳

56,172人

8.1%

40-49歳

63,187人

9.1%
50-59歳

61,148人

8.8%

60-64歳

32,447人

4.7%

65-69歳

48,729人

7.0%

70歳以上

297,974人

43.1%
搬送人員

691,423人
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過去 10 年間の程度別搬送人員の推移 第 1-12 図 
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339,860 329,516 

339,062 
347,035 343,538 338,197 344,981 364,024 379,332 
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100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

平成19年平成20年平成21年平成22年平成23年平成24年平成25年平成26年平成27年平成28年

軽症

中等症

重症

重篤

死亡

649,429 655,925 664,629
673,145

623,012
583,082 581,358

617,819

(人)

638,093

691,423

過去 10 年間の高齢者（65 歳以上）の搬送人員と搬送割合の推移 第 1-14 図 

年齢別搬送人員 第 1-13 図

, 



  

 

都民等が実施した処置の合計は第 1-15

図のとおり 25,084 件となり、その処置内

容は「観察・測定等」が最も多く、次い

で「胸骨圧迫（心マッサージ）」、「体

位管理」、「止血・創傷処置」の順と

なっています。 

 応急手当は第 1-16 図のとおり 17,648 人

が実施しており、その実施者は「家族」

が最も多く、次いで「医療従事者」、

「第三者（通行人等）」、「福祉関係者」

の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京消防庁では、真に救急車を必要と

する都民の方々に対して適切かつ効果的

に救急隊が対応できる体制を構築するた

め、平成 19 年 6 月 1 日に東京消防庁救急 

相談センターの運用を開始しました。東

京消防庁救急相談センター受付状況を対

応別に示すと第 1-10 表のとおりとなりま

す｡救急相談センター受付件数中の救急相

談の内訳は第 1-17 図のとおりです。 

 

 

 計 
医療機関 

案内 
救急相談 

相談前救急

要請 注 1

かけ直し 

依頼 

その他 

注 2 

平成 24 年 321,355 件 238,257 件 82,075 件    506 件   512 件  5 件

平成 25 年 314,737 件 224,511 件 89,617 件    101 件   506 件  2 件

平成 26 年 330,865 件 226,123 件 103,688 件     87 件   964 件  3 件

平成 27 年 375,458 件 224,844 件 145,554 件    232 件  4,823 件  5 件

平成 28 年 378,776 件 225,879 件 152,145 件    535 件  215 件  2 件

注１ 「相談前救急要請」とは、利用者の要請や聴取内容等に応じて、救急相談を担当す

る看護師に電話を接続する前に救急要請に至った件数を表します。 

注２ 「かけ直し依頼」とは、救急相談を担当する看護師が相談対応中により、新たな相

談に対応することができないことから、利用者に対してかけ直しを依頼した件数を表

します。 

 

過去 5 年間の救急相談センターの受付状況 第 1-10 表 

都民等による応急手当の実
施状況 

１—９ 

東京消防庁救急相談セン
ターの受付状況 

１—１０ 

応急手当実施状況(処置別)第 1-15 図 応急手当実施状況(実施者別)第 1-16 図

観察・測定等

5,027件

20.0%

胸骨圧迫

（心マッサージ）

4,331件

17.3%

体位管理

2,693件

10.7%

止血・

創傷処置

2,403件

9.6%
AED装着

1,502件

6.0%

保温・冷却

1,264件

5.0%

医師による

医療処置

1,237件

4.9%

移動

1,085件

4.3%

人工呼吸

816件

3.3%

在宅療法処置

582件

2.3%

異物除去

391件

1.6%

除細動

387件

1.5%

固定処置

307件

1.2%

気道確保

266件

1.1%

その他

2,793件

11.1%

都民等が実施

した処置の合計

25,084件

家族

4,393人

24.9%

医療従事者

4,342人

24.6%
第三者

（通行人等）

2,527人
14.3%

福祉関係者

2,209人
12.5%

集客施設等関

係者

1,578人

8.9%

職場・学校関係者

1,052人
6.0%

友人･近隣者

770人
4.4%

警察官

317人
1.8%

消防職員･消防団員

196人
1.1%

その他公的機関

72人
0.4% その他

192人
1.1%

応急手当

実施者合計

17,648人



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

江東航空センター及び多摩航空セン

ターの 2 ヶ所を拠点に、第 1-11 表のとお

り 8 機（大型機 4 機、中型機 4 機）に加

え、救助車、ポンプ車、救急車等を配備

し、各種消防業務に従事しています。ま

た、平成 28 年 1 月には航空消防救助機動

部隊が発隊し、迅速な空からの救助・救

急活動体制を強化しました。過去 5年の航

空隊の年別活動件数は第 1-12 表のとおり

です。 

 

 

愛   称 機       種 運用開始年月 

ち ど り ＡＷ１３９型「－」 平成 29 年 4 月
か も め ＡＳ３６５Ｎ３型「ドーファンⅡ」 平成 21 年 4 月
つ ば め ＡＳ３６５Ｎ３型「ドーファンⅡ」 平成 22 年 4 月

おおたか（総務消ヘリ） ＡＳ３６５Ｎ３型「ドーファンⅡ」 平成 18 年 4 月
ひ ば り ＡＳ３３２Ｌ１型「スーパーピューマ」 平成 13 年 6 月
ゆ り か も め ＥＣ２２５ＬＰ型「－」 平成 20 年 4 月
こ う の と り ＥＣ２２５ＬＰ型「－」 平成 26 年 3 月
は く ち ょ う ＥＣ２２５ＬＰ型「－」 平成 26 年 4 月

 

 

 

項目 

 
火災 救急

救難 

非常時災害 
演習 調査

警戒

広報

試験

検査
訓練

養成 

教育 
その他 合計 

平成 24 年 81 件 425 件 64 件 46 件 54 件 3 件 282 件 476 件 93 件 74 件 1,598 件

平成 25年 102 件 442 件 92 件 40 件 25 件 4 件 316 件 363 件 124 件 59 件 1,567 件

平成 26年 66 件 430 件 74 件 23 件 59 件 5 件 275 件 400 件 209 件 58 件 1,599 件

平成 27年 35 件 343 件 37 件 23 件 20 件 6 件 229 件 497 件 159 件 42 件 1,391 件

平成 28年 35 件 391 件 48 件 35 件 24 件 6 件 244 件 639 件 54 件 39 件 1,515 件

発足以来 

の 累 計 

4,795

件 

10,015

件

2,444

件 

1,897

件

2,798

件

3,438

件

8,612

件

12,236

件

4,444

件 

3,887

件 

54,566

件

 

当庁のヘリコプター（平成 29 年 4 月 1 日現在） 第 1-11 表 

航空隊の年別活動件数（過去 5 年） 第 1-12 表 

航空隊の現況 １－１１

救急相談の内訳 第 1-17 図 

発熱（小児）

11,666件

7.7%

頭部外傷（小児）

8,226件

5.4%
腹痛

7,151件

4.7%

四肢・顔面外傷

6,268件

4.1%

発熱

5,754件

3.8%

嘔吐・吐き気（小児）

5,065件

3.3%頭痛

4,791件

3.1%
めまい・ふらつき

4,763件

3.1%
胸痛

3,425件

2.3%
嘔吐・吐き気

3,046件

2.0%

その他

91,990件

60.5%

平成28年中

救急相談

152,145件

救急相談センター 写真 41



 

 

臨港消防署、高輪消防署及び日本橋消

防署に第 1-13 表のとおり 9 艇（100 トン

級 1 艇、30 トン級 3 艇、10 トン級 1 艇、

10 トン級未満 4 艇）の消防艇が配備され、

東京港の安全を守っています。平成 28 年

中の消防艇活動状況は第 1-14 表のとおり

です。 

 

 

消   防   艇 

100 トン級 30 トン級 10 トン級 10 トン級未満 計 

1 3 1 4 9

 

 

 

 

 

 

建築物の火災を予防し、火災から人命

や財産を守るためには、建築物の計画段

階から消防機関が、防火に関する規定に

基づいて審査を行い、必要により指導を

行うことが重要となります。 

このため、「消防法」及び「建築基準

法」では、建築主事又は指定確認検査機

関が建築確認を行う場合、防火地域、準

防火地域以外の区域に建築される一部の

住宅等を除き、あらかじめ消防長又は消

防署長の同意を得なければなりません。 

平成 28 年中の消防同意の工事種別ごと

の件数は第 1-15 表のとおりです。また、

過去 10 年間の消防同意事務処理状況の推

移は第 1-18 図のとおりです。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災出場 その他出場 演習・その他 出場等総回数 

47 327 948 1,322

45,471 45,511 
43,051 

51,535 50,677 52,931 
57,502 

51,861 
51,065 51,864

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

消防艇の活動状況 第 1-14 表 

港湾体制の現況（平成 29 年 4 月 1 日現在） 第 1-13 表 

過去 10 年間の消防同意事務処理状況の推移 第 1-18 図 

港湾消防の現況 １－１２

消防同意事務処理状況 １—１３ 

（件） 



 
 
工 事 種 別 消防同意件数 前年比 

新 築 48,982 件 669 件

増 築 2,035 件 97 件

改 築 40 件 7 件

移 転 40 件 10 件

修 繕 4 件 ▲2 件

模 様 替 17 件 3 件

用 途 変 更 622 件 28 件

そ の 他 124 件 ▲13 件

合 計 51,864 件 799 件

 

 

東京消防庁では、稲城市を除く東京都

全域について、消防法で規定される危険

物規制事務を実施しています。 

平成 28 年度の危険物製造所等の事務処

理件数は、前年度と比べて 125 件（3.0％）

減少しており、事務処理区分ごとの件数

の内訳は第 1-16 表のとおりです。 

また、危険物製造所等の事務処理状況

の推移は第 1-19 図のとおりです。

 

 

区分 事務処理件数 前年比 

許可 
設置 337 件 1 件

変更 659 件 0 件

完成検査 
設置 218 件 ▲55 件

変更 602 件 ▲38 件

仮使用承認 479 件 ▲8 件

譲渡引渡届 105 件 ▲8 件

品名、数量の倍数変更届 117 件 ▲15 件

廃止届 362 件 12 件

資料提出 1,173 件 ▲14 件

合計 4,052 件 ▲125 件

 

 

 

 

 

5,617 5,551 
5,211 

4,345 4,584 

6,076 

4,607 
4,106 4,177 4,052 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

平成19年度平成20年度平成21年度平成22年度平成23年度平成24年度平成25年度平成26年度平成27年度平成28年度

消防同意の工事種別ごとの件数 第 1-15 表 

危険物製造所等の事務処理状況の推移 第 1-19 図 

危険物製造所等の事務処理
状況 

１—１４ 

危険物製造所等の事務処理件数 第 1-16 表 

（件） 



 

 

 

消防法令で定める防火対象物の管理権

原を有する者は、資格を有する者の中か

ら防火管理者、防災管理者を選任して、

防火防災管理上必要な業務を行わせなけ

ればなりません。 

また、火災予防条例で定める防災セン

ターには、自衛消防技術認定証を有し、

かつ、防災センター要員講習（防災セン 

 

 

ター技術講習及び防災センター実務講習）

を修了した者を置かなければなりません。 

過去 10 年間における防火防災管理講習

の修了証交付者数及び防災センター要員

講習受講者数の推移は第 1-20 図のとおり

です。平成 28 年中の防火防災管理講習の

修了証交付者数は 42,896 人で、前年と比

べ 1,439 人（3.2％）減少しています。 

また、平成 28 年度中の防災センター要

員講習受講者数は前年度と比べて 1,385人

（9.8％）減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

42,947 42,427 

52,240 
47,474 

42,168 42,401 41,948 
45,693 44,335 42,896 

7,703 8,475 7,529 

12,084 11,911 11,486 11,846 12,814 14,145 12,760 
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防火防災管理講習修了証交付者数

防災センター要員講習受講者数

過去 10 年間の防火防災管理講習修了証交付者数及び防災センター要員講習
受講者数の推移 

第 1-20 図 

防火防災管理・防災セン
ター要員講習実施状況 

１—１５ 

（人） 

注 1 防火防災管理講習修了証交付者数は各年中の数値となっています。 

注 2 防災センター要員講習受講者数は各年度中の数値となっています。 



 

 

日常生活における火災等の災害防止と

地震時における都民の防災行動力の向上

を図るため、各町会・自治会などを中心

に起震車等を活用して出火防止、初期消

火、救出・救助、応急救護等の訓練を

行っています。 

平成 28 年度中の防火防災訓練実施状況

は第 1-21 図及び第 1-22 図のとおりです。

訓練対象別にみると「町会･自治会」が最

も多く、「防災市民組織」、「女性防火

組織」と続いています。また、訓練種目

別では「初期消火訓練」が最も多く、 

「避難訓練」、「応急救護訓練」と続い

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 東京消防庁では、防火防災対策として、

消防職員がご家庭を訪問し、火災予防等

を指導する防火防災診断を地域の関係機

関の皆様と連携し実施しています。 

また、希望されるご家庭には、消防職 

員が居室内に入り、火災・地震の災害や

家庭内事故による被害の発生危険などに

ついてチェックし、その改善方法のアド

バイスを行っています（総合的な防火防

災診断）。平成 28 年中の防火防災診断等

の実施件数は 156,111 件です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住まいの防火診断 １－１７ 

防火防災訓練実施状況 １—１６ 

防 火 防 災 訓 練 対 象 別 参 加
人員 

第 1-21 図 第 1-22 図
防 火 防 災 訓 練 種 目 別 参 加
人員 

初期消火訓練 写真 42

総合的な防火防災診断 写真 43 防火防災診断結果お知らせ 写真 44

町会・自治会

612,576人

28.7%

防災市民組織

31,761人

1.5%

女性防火組織

4,139人

0.2%

その他の団体

1,482,877人

69.6%
参加人員

2,131,353人

初期消火訓練

929,073人

22.6%

応急救護訓練

630,139人

15.3%

避難訓練

814,634人

19.8%

身体防護訓練

354,580人

8.6%

出火防止訓練

281,064人

6.8%

通報連絡訓練

159,521人

3.9%

救出・救助訓練

130,851人

3.2% その他の訓練等

817,150人

19.8%

参加延べ人員

4,117,02人



 

 

 

東京消防庁では、東京消防庁管下で震

度 6強以上の地震が起きた際や大規模な自

然災害や事故が発生した際に、東京消防

庁管内で行う消防活動の支援を行うボラ

ンティアを募集しており、現在約 15,000

人の方が登録して活動をしています。 

１ 災害時の活動 

 〇 応急救護活動 

 〇 消火活動の支援 

 〇 救助活動の支援 

 〇 災害情報収集活動 

〇 後方支援活動 

 

２ 平常時の活動 

 〇 地域の防災リーダーとして、地域の防

火防災訓練での指導 

 〇 災害時の活動に備え、各種訓練への参

加 

 〇 チームリーダー以上を目指す人を対象

とした講習への参加 

 〇 消防出初式等の各種行事への参加 

 〇 その他、登録消防署の要請による活動 

 

３ 登録要件 

原則として東京消防庁管内に居住、勤務

または通学する15歳以上（中学生を除く）

で、以下のいずれかの要件を満たす方 

⑴ 応急救護に関する知識を有する方（普

通救命講習等） 

⑵ 過去に消防団員、消防少年団員として

1年以上の経験を有する方 

⑶ 震災時等、復旧活動時の支援に必要と

なる資格、技術等を有する方 

 

４ 登録方法 

居住、勤務または通学されている地域を  

管轄する消防署に事前に登録します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京消防庁災害時支援ボラ
ンティア 

１－1８ 

放水訓練 写真 45 応急救護訓練 写真 46



 

 

 

平成 28 年中の東京消防庁管内の火災状

況は 3,982 件（治外法権火災 2 件を含む。。）

で前年に比べ 451 件減少し、焼損床面積は

17,529 ㎡で 3,221 ㎡の減少となりました。 

また、火災による死者は 83 人で、前年と

比較して 12 人の減少となりました。傷者は

853 人で前年に比べ 26 人の増加となりまし

た。 

平成 28 年中の大規模な火災として、1 月に

5 階建ての工場から出火、延焼拡大し 2 階か

ら 5 階の 1,200 ㎡を焼損した火災がありま

した。 

消防隊による救助があった火災として、   

2 月に 3 階建ての住宅から出火し 2 棟 54 ㎡

を焼損した火災で、火元建物より要救助者

を 2 階から 3 名、3 階から 1 名救出した火

災がありました。 

 火災以外の災害としては、7 月に神奈川

県相模原市で発生した救急事象において、

消防相互応援協定に基づき特別応援で救急

隊 11 隊を出場させ対応した災害がありま

した。 

緊急消防援助隊として 4 月に熊本県で発

生した地震災害に際して熊本県に 2 日間延 

べ 6 名の職員を派遣し、また 8 月に岩手県

で発生した台風 10 号による豪雨災害に際 

しては岩手県へ 11 日間にわたり延べ 19 人

を派遣しました。 

 

 

このように、様々な災害が発生していま

すが、消防隊は日々実災害に即した訓練を

積み重ねるなど、都民の安全と安心を守る

ため万全を期しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 災害から都民を守るために 

炎に立ち向かう消防隊 写真 47

救助する消防隊 写真 48



 

 

１ 出場体制 

 東京消防庁における出場体制は、火災、

救助、救急及び危険排除等の災害区分に

応じて、普通出場、特別出場、特命出場

により対応しています。 

⑴ 火災 

普通出場…… 市街地の一般火災及

び大規模又は特殊な対象物の火災が発

生した場合、火災の規模に応じて第 1 

出場から第 4 出場に区分して運用して

います。 

特別出場…… 高速道路上の火災、

危険物の火災及び大規模な災害で普通

出場では対応し難い場合に、火災の規

模に応じて第 1 出場から第 3 出場（大

型航空機の墜落、列車の火災等大規模

災害の場合ついては、第 1 出場から第

 4  出場）に区分して運用しています。 

特命出場…… 火災の規模に応じて

消防部隊の増強を必要とする場合又は

小規模の火災等に対応する場合に、消

防小隊を指定して運用しています。 

⑵ 救助 

特命出場…… 救助事象に応じて必

要な消防小隊を指定して運用していま

す。例えば、車両同士の衝突事故等に

対しては、傷者の救護及び火災等を考

慮し、救急小隊とポンプ小隊等を同時

に指定して運用しています。 

特別出場…… 大規模な救助事象が

発生し又は発生するおそれのある事態

が生じ、複数の救助部隊を一度に投入 

して救助活動を実施する必要がある場

合に、災害の規模に応じて第 1 出場か

ら第 2 出場に区分して運用しています。 

また、多数の傷病者が発生し、傷病

者の救出救護、誘導等で人的支援が必

要な場合に、支援特別出場として第 1 

出場から第  4 出場に区分して運用し

ています。 

⑶ 救急 

普通出場…… 救急事象が発生した

場合に、救急車の位置情報（GPS）を活

用して要請場所の直近の救急小隊を運

用しています。 

特別出場…… 多数の傷病者が発生

し又は発生するおそれのある事態が生

じ、救急普通出場では対応し難い場合

に、傷病者の人数に応じて第 1 出場か

ら第 4  出場に区分して運用しています。 

特命出場…… 救急小隊の増強を必

要とする場合又は災害現場において複

数の傷病者が発生した場合に、必要な

救急小隊を指定して運用しています。 

⑷ 危険排除 

特命出場…… 危険物の流出、ガス

の漏洩、化学災害等の火災又は公共危

険の発生並びに人命危険等が予測され

る場合、その危険要因を排除するため、

災害事象に応じて消防救助機動部隊、

化学機動中隊等、消防小隊を指定して

運用しています。 

⑸ 緊急確認 

特命出場…… 火災と紛らわしい火

煙又は自動火災報知設備等が作動した

旨の通報があった場合、緊急に現場を 

出場体制等 ２－１ 



確認するため、消防小隊を指定して運用

しています。 

 

２ 災害の応援体制 

 市町村は、消防組織法第 6 条により自

ら消防の責任を果たさなければならない

ことになっていますが、境界周辺につい

ては消防組織法第 39 条に基づき、市町村

相互間で災害の応援体制を確立していま

す。このため、東京消防庁では次の市町村

等と消防相互応援協定を締結し、ポンプ

車及び救急車はもとより、ヘリコプター

による応援も実施しています。 

 また、東京港の海上災害に対応するた

め、海上保安庁東京海上保安部と業務協

定を、川崎市、千葉市、横浜市及び市川

市との間には、各都市の港内及びこれに

関連する沿岸施設等における大規模災害

に対応するため東京湾消防相互応援協定

を結んでいます。 

 さらに、地震等による大規模な災害が

発生した場合、消防相互応援協定以外の

市町村に対しても、消防組織法第 44 条に

より、緊急消防援助隊を出動させること

になっています。 

 

 

 

都 県 市 町 村 等 締結年月日 都 県 市 町 村 等 締結年月日 

東 京 都 

 稲  城  市 

〇大  島  町 

〇新  島  村 

〇八  丈  町 

〇利  島  村 

〇神 津 島 村 

〇三  宅  村 

〇御 蔵 島 村 

〇青 ヶ 島 村 

昭和 45. 5.18

 〃 63. 6. 2

平成元. 3. 1

 〃  . 6. 1

 〃  . 6. 1

 〃  . 6. 1

 〃  . 6. 1

 〃  . 6. 1

 〃  . 6. 1

千 葉 県

 市  川  市 

 浦  安  市 

 松  戸  市 

昭和 42. 3. 7

平成 18.12.13

 〃 18.12.15

埼 玉 県

 三  郷  市 

 草加八潮消防組合 

川  口  市 

 秩父広域市町村圏組合 

 朝霞地区一部事務組合 

 戸  田  市 

埼玉西部消防組合 

昭和 40. 1.23

平成 28. 4. 1

 〃 42.11.21

平成 3. 2.19

 〃 10.10. 1

 〃 18.12.15

 〃 25. 4. 1

神奈川県 

 相 模 原 市 

 川  崎  市 

 横  浜  市 

 大  和  市 

昭和 39.12.22

 〃 43. 8. 2

 〃 51. 6.30

 〃 54. 1.23

山 梨 県

 上 野 原 市 

 大  月  市 

 東山梨行政事務組合 

平成 2. 4.25

 〃  8. 6.28

 〃 18.12.10

（注 1）〇印は、消防応援協定を締結しているもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

相互応援協定 第 2-1 表 



 
 

県 市 町 村 等 締結年月日 県 市 町 村 等 締結年月日 

神奈川県 相 模 原 市 昭和 44. 9. 1

山 梨 県

大 月 市 

上 野 原 市 

富 士 河 口 湖 町 

西 桂 町 

富士五湖広域行政事務組合 

昭和 44. 9. 1
山 梨 県 

富 士 吉 田 市 

都 留 市 
昭和 44. 9. 1

 

 

県 市 町 村 等 締結年月日 県 市 町 村 等 締結年月日 

神奈川県 
川 崎 市 消 防 局 

平成 2. 5.29 千 葉 県
千 葉 市 消 防 局 

平成 2. 5.29
横 浜 市 消 防 局 市 川 市 消 防 局 

 

 

県 市 町 村 等 締結年月日 県 市 町 村 等 締結年月日 

神奈川県 
川 崎 市 消 防 局 

平成 7. 3.29

宮 城 県 仙 台 市 消 防 局 平成 8. 1.22

横 浜 市 消 防 局 愛 知 県 名古屋市消防局 平成 8. 1.31

千 葉 県 千 葉 市 消 防 局 兵 庫 県 神 戸 市 消 防 局 平成 18.12.26

 

航空消防相互応援協定 

 大阪市消防局 昭和 53 年 3 月 25 日締結 

 

業務協定 

 海上保安庁東京海上保安部  

昭和 44 年 8 月 7 日締結 

  

国土交通省東京国際空港事務所 

 昭和 46 年 7 月 31 日締結 

 

その他の消防相互応援協定 

 米空軍第 374 空輸団 

 平成 24 年 10 月 30 日締結 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中央高速道路富士吉田線相互応援協定 第 2-2 表 

東京湾消防相互応援協定 第 2-3 表 

航空機消防相互応援協定 第 2-4 表 



３ 国民保護対策 

武力攻撃事態等における国民の保護の

ための措置に関する法律（国民保護法）

では、消防は、その施設及び人員を活用

して、国民の生命、身体及び財産を武力

攻撃による火災から保護するとともに、

武力攻撃災害を防除し、及び軽減しなけ

ればならないと規定されています。 

また、市町村長は、市町村の職員並び

に消防長及び消防団長を指揮し、避難住

民の誘導を行わなければならないことと

規定されています。 

東京消防庁は、国民保護対策における

関係機関の連携の重要性を踏まえ、東京

都及び区市町村がそれぞれ作成した国民

保護計画に基づき実施する避難誘導など

の国民保護措置及び国民保護訓練などの

各種対策に関して、東京消防庁国民保護

対策基本方針に基づき適切な対応を図っ

ています。 

また、東京都が主体となって実施する

国民保護訓練に関係各局とともに参加し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 東京消防庁国民保護対策基本方針 

⑴ 基本的な考え方 

東京において、武力攻撃災害や緊急

対処事態における災害が発生した場合、

被害の軽減を図り都民を守ることは、

消防に課せられた重大な責務です。 

東京消防庁は、この責務を果たすた

め、消防職員及び消防団員の安全を確

保しつつ、災害に対する消火、救助・

救急、避難誘導等の活動を実施します。 

また、都民や事業所の十分な協力が

得られるよう、国、東京都、区市町村

及び関係機関との連携を強化するなど、

国民の保護に関する総合的な対策を推

進し、首都東京の安全確保に取り組ん

でいます。 

⑵ 基本的対策 

前⑴の基本的な考え方を踏まえ、次

に掲げる基本的対策を策定し、これに

基づく国民保護対策を推進しています。 

ア 対応体制の確立 

 ・警防本部等機能強化対策 

  ・情報運用対策 

 イ 活動態勢の確立 

 ・消防活動対策 

 ・避難誘導対策 

 ・消防団の活動対策 

  ・教育訓練対策 

ウ 地域の安全の確保 

 ・事業所及び都民指導対策 

 



  

 

 

平成 28 年中の火災件数は、3,982 件

（治外法権火災 2 件を含む。）で、前年

と比較して 451 件の減少となっていま

す。 

火災種別でみると、建物火災が 2,766

件で前年と比較して 156 件の減少、車両

火災が 275 件で 21 件の減少、その他火

災が 934 件で 270 件の減少などとなっ

ています。 

焼損床面積は 17,529 ㎡で前年と比較 

して 3,221 ㎡の減少となり、損害額は 

49 億 2,440 万円で前年と比較して約 9

億 9,873 万円の増加となっています。 

また、焼損棟数 3,107 棟、り災世帯

2,133 世帯、り災人員 4,123 人となって

います。 

火災による死者は 83 人で、前年と比

較して 12 人減少しており、火災による

負傷者は 853 人で前年より 26 人増加し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物火災

2,766件

69.5%
車両火災
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6.9%

船舶火災

3件

0.08%

林野火災

1件

0.03%

航空機火災

1件

0.03%
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23.5%
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平成 28 年中の火災件数 第 2-1 図 

火災件数と火災による死者の発生状況（平成 24 年～平成 28 年） 第 2-2 図 



  

１ 火災の調査 

消防機関は、消火活動を行うとともに、

火災の原因及び火災又は消火のために受

けた損害の調査も行っています。 

火災の調査は、消防法に定める権限に

基づき実施するもので、どのような原因

によって火災が発生したかについて現場

を見分し、関係者の供述を得るとともに、

科学的な分析と鑑定を行い原因を判定し

ています。 

さらに、消防用設備等の作動、活用状

況、延焼拡大の要因、避難状況などを調

査して、火災の予防施策に反映させてい

ます。 

 

 

 

２ 出火原因 

平成28年中の出火原因で最も多いのは、

「放火（放火の疑いを含む、以下同じ。）」

881 件で前年と比較して 146 件の減少、全

火災に占める割合は 22.1％と前年の

23.2％と比較し、1.1 ポイントの減少と

なっています。 

以下、2 位「たばこ」586 件（前年比 78

件減少）、3 位「ガステーブル等」363 件

（前年比 94 件減少）、4 位「大型ガスこん

ろ」110 件（前年比 8 件減少）、5 位「電気

ストーブ」85 件（前年比 10 件増加）と

なっています。 
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注 治外法権火災２件を除く 

平成 28 年中の主な出火原因 第 2-3 図 

火災原因調査の様子 写真 49 



 

 

１ 救助体制 

消防の救助業務は、昭和 23 年自治体消

防発足当初、一般建物火災の人命救助を

主たる任務として活動していましたが、

昭和 30 年代の後半から産業経済の進展

に伴い、各種災害の様相が複雑多様化し、

人命を損なう事故が続発してきたため、

東京消防庁では、より高度な救助技術と

資器材を装備した特別救助隊を昭和 46

年から順次整備するとともに、阪神・淡

路大震災の教訓を踏まえて、平成 8 年に

は震災時や大規模な特異災害に対応する

消防救助機動部隊（ハイパーレスキュー）、

平成 28 年には航空消防専門部隊として

航空消防救助機動部隊（エアハイパーレ

スキュー）を発足しました。 

一方、昭和 61 年に消防法及び消防組織

法の一部改正による救助隊の法制化、昭

和 62 年には国際緊急援助隊の派遣に関

する法律の施行、平成 7 年には阪神・淡

路大震災の教訓を踏まえ国内の消防応援

に関する消防組織法の一部改正、緊急消

防援助隊要綱の制定、平成 15 年には消防

組織法の一部改正による緊急消防援助隊

の法制化などにより、国内及び海外にお

ける消防活動の応援体制が順次、整備さ

れてきました。 

東京消防庁では特別救助隊、消防救助

機動部隊及び航空消防救助機動部隊の他、

山岳救助隊、水難救助隊等の充実を図り、

陸、海、空が一体となった救助体制を確

立して救助活動を推進しています。 

平成 16 年 7 月新潟・福島の豪雨災害及

び同年 10 月の新潟県中越地震、平成 20

年 6 月には、岩手・宮城内陸地震、平成

23 年 3 月には、東北地方太平洋沖地震、

平成 26 年 9 月には御嶽山噴火災害、さら

に平成 27 年 9 月には関東・東北豪雨災害

にそれぞれ消防救助機動部隊を中心とし

た部隊を派遣し、人命救助及び消火活動

を行いました。 

また、海外でも大規模な自然災害等が

発生した際には、被災国の要請に基づき

国際消防救助隊を派遣し、高度な救助技

術等を駆使して国際貢献を果たしていま

す。 

東京消防庁において過去 19 回の派遣

実績があり、最近では平成 23 年 2 月に発

生したニュージーランド南島地震、さら

に平成 27 年 4 月に発生したネパール地

震にも救助チームを派遣し、献身的な救

助活動を行っています。 

 

２ 救助隊の現況 

火災をはじめ一般的な災害における救

助事象に対しては、直近の消防署から救

助隊が出場し救助活動を行っています。 

一方、複雑な救助事象には、専門の教

育を受けた特別救助隊が、さまざまな救

助資器材を活用して対応し、さらに大地

震をはじめ建物の倒壊や土砂崩れなどの

大規模な災害には、大型重機等を備えた

消防救助機動部隊が出場して都民の尊い

生命の救護にあたります。 

また、東京湾をはじめ都内の河川等に

おける水難事故に対しては水難救助隊が、
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山岳事故に対しては山岳救助隊が、それ

ぞれ航空隊と連携を図りながら人命救助

活動を行っています。 

 

３ 安全管理体制 

災害現場における消防活動は、災害の

複雑多様化により、危険性や困難性を増

し、消防活動部隊の安全確保の徹底がま

すます重要になっています。 

都民の生命を守るためには、消防隊は

常に安全かつ効率的に消防活動を行わな

ければなりません。このことから、安全

器具、保護器具の改良、安全管理隊の活 

 

動により災害現場における消防隊員の安

全管理体制の充実強化を積極的に推進し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

救    助    部    隊    名 

装  備  部 航  空  消  防  救  助  機  動  部  隊 

 

 

 

方    面 救    助    部    隊    名 

第 二 方 面 第 二 消 防 方 面 本 部 消 防 救 助 機 動 部 隊 

第 三 方 面 第 三 消 防 方 面 本 部 消 防 救 助 機 動 部 隊  

第 六 方 面 第 六 消 防 方 面 本 部 消 防 救 助 機 動 部 隊 

第 八 方 面 第 八 消 防 方 面 本 部 消 防 救 助 機 動 部 隊 

第 九 方 面 第 九 消 防 方 面 本 部 消 防 救 助 機 動 部 隊 
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航空消防救助機動部隊の現況（平成 29 年 4 月 1 日現在） 第 2-5 表 

消防救助機動部隊の現況（平成 29 年 4 月 1 日現在） 第 2-6 表 



 
 

方    面 配 置 消 防 署 救   助   隊   名 

第 一 方 面 
麹     町 永 田 町 特 別 救 助 隊 

芝   芝   特 別 救 助 隊 

第 二 方 面 蒲     田 空   港 特 別 救 助 隊 

第 三 方 面 
目     黒 目   黒 特 別 救 助 隊 

世  田  谷 世 田 谷 特 別 救 助 隊 

第 四 方 面 
新     宿 新   宿 特 別 救 助 隊 

杉     並 杉   並 特 別 救 助 隊 

第 五 方 面 豊     島 豊   島 特 別 救 助 隊 

第 六 方 面 
足     立 足   立 特 別 救 助 隊 

上     野 上   野 特 別 救 助 隊 

第 七 方 面 

城     東 城   東 特 別 救 助 隊 

本     田 本   田 特 別 救 助 隊 

江  戸  川 江 戸 川 特 別 救 助 隊 

深     川 深   川 特 別 救 助 隊 

第 八 方 面 

武  蔵  野 武 蔵 野 特 別 救 助 隊 

東 久 留 米 東 久 留 米 特 別 救 助 隊 

府     中 朝   日 特 別 救 助 隊 

第 九 方 面 

八  王  子 八 王 子 特 別 救 助 隊 

町     田 町   田 特 別 救 助 隊 

青     梅 青   梅 特 別 救 助 隊 

多     摩 多   摩 特 別 救 助 隊 

第 十 方 面 

板     橋 板   橋 特 別 救 助 隊 

練     馬 練   馬 特 別 救 助 隊 

石  神  井 石 神 井 特 別 救 助 隊 

 

 

方    面 配置消防署 救   助   隊   名 

第 一 方 面 
日  本  橋 浜   町 水 難 救 助 隊 

臨     港 臨   港 水 難 救 助 隊 

第 二 方 面 大     森 大   森 水 難 救 助 隊 

第 六 方 面 足     立 綾   瀬 水 難 救 助 隊 

第 七 方 面 小     岩 小   岩 水 難 救 助 隊 

第 八 方 面 調     布 調   布 水 難 救 助 隊 

 

 

 

方    面 配置消防署 救   助   隊   名 

第 九 方 面 

八  王  子 八 王 子 山 岳 救 助 隊 

青     梅 青   梅 山 岳 救 助 隊 

秋     川 秋   川 山 岳 救 助 隊 

奥  多  摩 奥 多 摩 山 岳 救 助 隊 

 

特別救助隊の現況（平成 29 年 4 月 1 日現在） 第 2-7 表 

水難救助隊の現況（平成 29 年 4 月 1 日現在） 第 2-8 表 

山岳救助隊の現況（平成 29 年 4 月 1 日現在） 第 2-9 表 



 

 

東京では、昭和 11 年に 6 台の救急車で救

急業務の運用を開始し、その後、昭和 23 年 

3 月に自治体消防制度の発足とともに東京

消防庁が救急業務を所管し、平成 29 年 4 月 

1 日現在、251 隊の救急隊を配置しています。 

 この間、法制面では昭和 27 年 10 月「消

防関係救急業務に関する条例」が制定され、

消防機関の業務としての位置付けがなされ

ました。その後、昭和 48 年 3 月に、都民を

取り巻く生活環境の多様化に対応するため、

「救急業務等に関する条例」に改められ、

救急処置や医師の現場要請、応急救護知識

技術の普及などの事項について明確化され

ました。 

 平成 6 年 3 月には「救急業務等に関する条

例」の一部が改正されました。これは、救

急隊員の資格に救急救命士を加えるととも

に、救急事故現場等に居合わせた人（バイ

スタンダー）による応急手当が必要不可欠

であることから、都民一人ひとりに応急救

護の知識、技術を習得してもらうこと、ま

た、事業者に対して応急救護知識技術の普

及等を求めることができるようにしたもの

です。さらに、平成 16 年 10 月に都民生活

において生ずる事故を予防するため、事故

の状況を確認し、関係者に対して通知や、

公表することができるようになりました。 

近年の救急行政を取り巻く環境は、高齢

化の進展、疾病構造の変化、都民ニーズの

多様化など著しく変化しており、これらの

変化に的確に対応し、傷病者の救命効果の 

向上を図るため、救急隊の増強や救急資器

材の整備を推進してきました。しかし、救

急需要は年々増加の一途をたどり、平成 28

年中の救急出場件数は 777,382 件にも及ん

でいます。これは、救急業務が法制化され

た昭和 38 年（102,660 件）と比較すると約

7.6 倍の伸びとなっています。 

東京消防庁では、こうした救急需要に対

応するため、救急隊の増強をはじめ救急車

の適正かつ良識ある利用の普及定着、患者

等搬送事業者等との協働、医療機関との連

携強化など多角的な対策により、真に救急

車が必要とされる事案に適切に対応できる

ようにしています。 

平成 3 年に創設された救急救命士制度は

プレホスピタル・ケア（病院前救護体制）

に大きな成果をもたらしてきました。救急

救命士の処置範囲は拡大しており、包括的

指示下での除細動（心臓に電気的刺激を与

え正常なリズムに戻す処置）、気管挿管や薬

剤投与の実施が認められたことから、救急

業務の高度化に対応できる体制整備等を計

画的に推進しています。傷病者の更なる救

命効果の向上を図るため、平成 14 年 10 月

に東京都メディカルコントロール協議会が

設置され、救急活動の事後検証制度を導入

するなど、救急隊員の行う応急処置等の質

を確保するための体制の充実強化に取り組

んでいます。 

また、平成 16 年 7 月から一般市民等にも

自動体外式除細動器（AED）の使用が認めら

れるようになったことから、ポンプ隊員等

による自動体外式除細動器（AED）の使用や 
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自動体外式除細動器（AED）を含めた応急手

当講習等をさらに推進しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 

区分 

平成 

19 年 

平成 

20 年 

平成 

21 年 

平成 

22 年 

平成 

23 年 

平成 

24 年 

平成 

25 年 

平成 

26 年 

平成 

27 年 

平成 

28 年 

総 件 数 691,549 653,260 655,631 700,981 724,436 741,702 749,032 757,554 759,802 777,382

急 病 433,268 407,582 411,539 444,993 461,048 476,955 483,956 490,936 495,730 511,673

交通事故 74,653 67,799 66,481 66,274 66,001 61,890 58,886 55,219 52,674 51,019

そ の 他 183,628 177,879 177,611 189,714 197,387 202,857 206,190 211,399 211,398 214,690

救急医療

機 関 数 
338 330 326 326 322 320 322 324 325 320

（注）救急医療機関数は、毎年 4 月 1 日現在の数

１ 救急隊 

 救急隊は、救急隊長、救急員及び救急

機関員の 3 名で、救急ヘリコプターにつ

いては救急隊長及び救急隊員の 2 名で編

成されています。 

 救急隊員は、救急現場の傷病者の症状

を的確に判断し、心肺蘇生、止血処置な 

 

ど適切な救急処置を施しながら傷病者の

症状に適応した最も近い医療機関に搬送

することとしています。 

 このため、救急隊員には一定時間の研

修を義務づけているほか、救急医療の進

歩に合わせ、より高度な救急処置のため

の研修や病院実習などを実施しています。 

 

 

区  分 
特  別  区 受 託 地 区 合     計 

本 署 出張所 計 本 署 出張所 計 本 署 出張所 計 

救急隊数 67 112 179 25 47 72 92 159 251
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救急出場件数及び救急医療機関数の推移 第 2-10 表 

救急隊の配置状況（平成 29 年 4 月 1 日現在） 第 2-11 表 



２ 救急隊の行う主な救急処置 

救急隊員の行う主な救急処置としては、

人工呼吸や胸骨圧迫、止血、固定処置、

酸素吸入及び保温などのほか、経鼻エア

ウェイによる気道確保、喉頭鏡・鉗子等

による異物除去、ショックパンツによる

血圧保持等があります。 

また、救急救命士は、心肺停止状態に

陥った傷病者に対し、自動体外式除細動

器(AED) を用いた除細動や、乳酸リンゲ

ル液を用いて静脈の流れを確保する処置

を行い、呼吸が止まった状態の人に対し

てはラリンゲルチューブ等を用いて気道

を確保する処置などを行っています。 

救急救命士の処置範囲拡大については、

救命効果の向上を目指し、平成 15 年 4 月

から包括的指示下（医師の同時進行性の

指示を要しない）での除細動の実施、平

成 16 年 7 月から気管挿管の実施、平成

18 年 4 月からは薬剤（アドレナリン）の

投与、平成 21 年 12 月からは自己注射が

可能なアドレナリン製剤（エピペン）の

投与が可能となり、更に、平成 26 年 4 月

からは、心肺機能停止前の傷病者に対す

る静脈路確保及び輸液並びに血糖測定及

び低血糖発作症例へのブドウ糖溶液の投

与が可能となりました。 

 

３ 救急活動 

平成 28 年中の救急出場件数は、

777,382 件で前年に比較して 2.3％増と

なっており、これは、都民 17 人に 1 人の

割合で救急車を利用していることになり

ます。1 日あたりの平均出場件数は 2,124

件で、1 隊の 1 日平均出場件数は 8.5 件

となっています。 

救急出場件数を事故種別ごとにみると、

急病によるものが 511,673 件と最も多く

総件数の 65.8％を占めています。 

また、救急ヘリコプターによる出場件

数は、391 件となっており、傷病者搬送の

迅速性や後遺症の軽減を含めた、さらな

る救命効果の向上等を目指し、救急ヘリ

コプターによる搬送体制の充実強化を

図っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

４ ポンプ隊と救急隊との連携活動 

救命効果の向上を図るため、救命活動

を必要とする救急事故及び高層建物、地

下街、狭隘な場所等で発生した救急事故

から早期に傷病者を医療機関へ搬送す

ることを目的として、救急隊と同時にポ

ンプ小隊を出場させ、マンパワーを確保

した効率的な救護活動を行う、ファイ

ア・クイック・エイド（ポンプ小隊等と

救急小隊の連携による救出・救護活動＝

ＰＡ連携）を平成 12 年 4 月 1 日から開

始し、平成 28 年中の出場件数は 158,467

件となっています。 

平成 16 年 7 月に、自動体外式除細動器

（AED）の使用が認められたことから、ポ

ンプ隊員に対し所定の講習を実施すると

ともに、全消防署所にポンプ隊用の自動

体外式除細動器（AED）を整備しました。 

次の場合に、救急現場にポンプ隊が出 

場します。 

○ 通報の内容から傷病者が重症以上で

直ちに傷病者の救出・救護が必要であ

ると判断した場合 

○ 救急隊のみでは傷病者の搬送が困難

となることが認められる場合 

○ 傷害事件等で傷病者及び救急隊員を

保護する必要が認められる場合 

○ 円滑な救急活動に支障が生じる恐れ

がある繁華街等で、署隊長が指定する

地域及び時間帯に救急出場があった場

合 

○ 署所の直近地域で救急事象が発生し、

直ちに傷病者の救出・救護が必要であ

ると判断した場合 

○ 救急隊の現場到着が大幅に遅延する

と予想され、直ちに傷病者の救出・救

護が必要であると判断した場合 

 

※それぞれの数値は四捨五入しているため 

 合計が合わない場合があります。 

転院搬送 43,692 件 

加害 7,136 件 

自損行為 5,091 件 

労働災害事故 4,789 件 

運動競技事故 5,423 件 

火災事故 3,425 件 

資器材等輸送 504 件 

水難事故 950 件 

医師搬送 229 件 

自然災害事故 17 件 

その他 9,177 件 

平成 28 年中の救急出場件数 第 2-4 図 



５ 簡易携帯電話機（PHS）による口頭指

導と傷病者情報の聴取 

 応急手当実施率を向上させ、更なる救

命効果の向上を図るため、平成 14 年 4 月

から救急隊は出場途上に簡易携帯電話機

（PHS）による傷病者情報の聴取や付近に

いる方に対する応急手当の口頭指導を行

うとともに、傷病者及び家族等関係者に

救急車が向かっている安心感を与えてい

ます。 

 

６ 救急医療機関との連携 

東京都は、救急医療体制について、｢突

発不測の傷病者が、いつでも、だれでも、

その症状に応じ、必要かつ適切な医療が

受けられる救急医療体制の整備｣を基本

方針とし、これに基づいて救急告示医療

機関制度を基本対策として、さらに休日・

全夜間診療事業等の補完対策を実施して

います。 

平成 21 年 8 月 31 日、東京都では、迅

速・適切な救急医療の確保に向け、「救急

医療の東京ルール」が運用開始となりま

した。その中で、災害救急情報センター

に、東京都福祉保健局の非常勤職員であ

る救急患者受入コーディネーターを配置

し、都内全域での搬送先の調整を行って

います。 

東京消防庁では、東京都福祉保健局や

東京都医師会等と協働して、医療機関選

定困難事案の解消に向けたこの取組みを

進めています。 

また、救命救急センター等との間に直

通電話を設置するなどして緊密な連携を

図るとともに、救急医療機関等の診療情

報をはじめ各種診療事業当番施設情報を

病院端末装置等から収集し、救急隊によ

り搬送される傷病者の収容医療機関の選

定や都民及び医療機関からの問合せに活

用することにより、救急業務の効率化に

努めています。 

なお、災害救急情報センター及び多摩

災害救急情報センターには 24 時間体制

で救急隊指導医が勤務しています。救急

隊指導医とは、傷病者の救命率を向上さ

せるために現場の救急隊員に対して医学

的見地から指示助言を与える医師で、平

成 29 年 4 月 1 日現在、34 医療機関等か

ら 268 名が登録しています。 

 

 

病    院 （316 施設） 診療所(4 施設) 

施
設
総
数 

国  立 ・ 公 的 機 関 
私
的
・
法
人

個
人
等 

市
町
村 

そ
の
他 

国 

東
京
都 

地
方
独
立

行
政
法
人

市
町
村 

日
赤 

そ
の
他
の

公
的
病
院

15 7 1 8 3 2 280 0 4 320 

救急医療機関の開設主体別現況（平成 29 年 4 月 1 日現在）※東京消防庁管内第 2-12 表 



７ 救急車の適正な利用 

救急出場件数は、近年増加の一途を

辿っており、平成 28 年においては

777,382 件と過去最高の件数を記録し、

依然として高い件数で推移しています。 

救急車が出場してから現場に到着する

までの時間は、平成 28年は 7分 30秒と、

前年と比較して 15 秒短くなりました。 

今後、人口の高齢化や、不要不急な救

急車の利用などの理由により、救急出場

件数が増加し、それに伴い救急隊の到着

も延伸することで、救える命が救えなく

なるおそれがあります。 

このことから東京消防庁では、緊急に

医療機関で受診する必要がある傷病者の

搬送手段としてのマナーを守った救急車

の利用を呼びかけるとともに、ホーム

ページによる医機関案内や医療機関への

交通手段を紹介する東京民間救急コール

センターの利用推進など、真に救急車を

必要とする都民の方々に対して、適切か

つ効果的に救急隊が対応できるよう様々

な取組を行っています。 

 

８ 東京消防庁救急相談センター 

急な病気やけがをした場合に、｢救急車

を呼んだほうがいいのかな？｣、｢今すぐ

病院に行ったほうがいいのかな？」など

と迷った際の相談窓口として、平成 19 年

6 月 1 日より｢東京消防庁救急相談セン

ター｣を開設しています。 

東京消防庁救急相談センターでは、こ

れらの相談に、救急相談医療チーム（医

師、看護師、救急隊経験者等の職員）が、

24 時間年中無休で対応しています。さら

に、緊急性の有無や医療機関受診の必要

性について自己判断ができる「東京版救

急受診ガイド」を東京消防庁ホームペー

ジ、携帯電話、スマートフォン及び冊子

により提供しています。 

また、東京都医師会、救急医学に関す

る専門医、東京都福祉保健局及び当庁で

構成する｢東京消防庁救急相談センター

運営協議会｣を設置し、東京消防庁救急相

談センターの業務内容の検討、プロト

コールの医学的検証、運営体制の改善等

について協議を行い、救急相談の質の確

保を図っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 救急搬送トリアージ 

東京都メディカルコントロール協議会

との連携により策定された「救急搬送ト

リアージ基準」に基づき、救急現場で明

らかに緊急性がないと判断された傷病者

に対しては、応急処置や医療機関案内な

どを行い、傷病者の同意を得た上で傷病

者自身による通院をお願いする、救急搬

送トリアージを実施しています。 
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トピックス １ 

 
 

区 分 東京消防庁救急相談センター 

特 別 区 
#7119 

03－3212－2323 

多摩地区 042－521－2323 

 

区 分 東京版救急受診ガイド 

パソコン､スマートフォン
ＵＲＬ 

http://www.tfd.metro.tokyo.jp/hp-kyuuimuka/guide/main/ 

携帯電話ＵＲＬ http://www.tfd.metro.tokyo.jp/hp-kyuuimuka/guide/m/00kiyaku.html 

 

 

 

 

東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会の開催等を見据え、増加が

予測される都内の外国人が、安心して滞在できる環境を整備するため、平成 26 年

4 月から英語対応救急隊を 13 隊（8 署）指定し、運用開始しました。平成 28 年

４月からは新たに 23 隊（６署）を指定して、36 隊（14 署）で運用しています。  

 

☆ 英語対応救急隊 
※ 英語対応力を備えた救急隊員により、外国人傷病者の円滑な容態把握や関係 

者等への対応を行い、適切かつ迅速に外国人傷病者を搬送する救急隊を英語対応

救急隊という。  

 

※ 英語対応力＝救急活動に必要な英語能力、外国の生活習慣等に応じた接遇等の技術 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

英語対応救急隊の概要 

外国人傷病者 

容態把握等 

関係者等への対応

適切かつ 

迅速な搬送 

外国人が 

安心して 

生活できる 

英語対応力を備

えた救急隊員 

英語による 

対応や接遇 

東京消防庁救急相談センターの電話番号 第 2-13 表 

東京版救急受診ガイドのＵＲＬ 第 2-14 表 



10 応急手当の普及 

傷病者を救命するためには、救急隊到

着までの救急現場に居合わせた人（バイ

スタンダー）による応急手当が極めて重

要です。 

また、震災時等において、多数の傷病

者が発生するような場合に備るために

は自主救護能力の向上も大切であるこ

とから、都民を対象として応急手当の知

識・技術の習得を目標に積極的な普及業

務を推進しています。 

 

平成 28 年 7 月からは、「JRC 蘇生ガイド

ライン」及び「救急蘇生法の指針」の改正

に伴い、応急手当の方法の見直しや、新た

な講習制度として 45 分の救命入門コース

を開始するなど、改正内容に準拠した講習

を実施しています。 

なお、応急手当講習の一部は公益財団法

人東京防災救急協会に業務を委託して実施

しています。このほか、患者等搬送乗務員

や 119 番自動通報の現場派遣員に対する講

習を行っています。 

 

講習名 時 間 講習内容 

応急救護講習 

応 急 救 護 講 習 任意 

心肺蘇生、自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用方

法、止血法及び外傷の応急手当要領等について、受

講者の希望に応じ任意の時間で実施する講習 

救 命 入 門 コ ー ス 
45 分 救命講習の受講が困難な都民及び小学校 4 年生以

上を対象にした、胸骨圧迫とＡＥＤの使用方法が中

心のコース 90 分 

救 命 講 習 

普 通 救 命 講 習  3 時間 
心肺蘇生（成人）、ＡＥＤの使用方法、窒息の手当、

止血の方法などを学ぶコース 

普通救命（自動体外

式除細動器業務従事

者）講習 

 4 時間 

普通救命講習の内容に、知識の確認と実技の評価

が加わったコース（一定の頻度でＡＥＤを使用す

る可能性がある方が対象） 

普 通 救 命 再 講 習 
2 時間

20 分 
技能認定の継続を希望する方が受講するコース 

普 通 救 命 

ステップアップ講習 
 2 時間 

過去 12 ヶ月以内に「救命入門コース（90 分）」を受

講した受講生で、救命技能認定を希望する方が受講

する講習 

上 級 救 命 講 習  8 時間 
普通救命（自動体外式除細動器業務従事者）講習の

内容に、心肺蘇生(小児・乳児)、けがの手当、傷病

者管理、搬送法などを加えたコース 

上 級 救 命 再 講 習  3 時間 技能認定の継続を希望する方が受講するコース 

上 級 救 命 

ステップアップ講習 
 5 時間 

過去 12 ヶ月以内に「普通救命講習」「普通救命再講

習」を受講した方で、上級救命技能認定を希望する

方が受講する講習 

応急手当普及員講習 24 時間
事業所の従業員などを対象とした応急手当の指導

者を養成するコース 

応急手当普及員再講習  3 時間 技能認定の継続を希望する方が受講するコース 

応急手当講習の種別 第 2-15 表 



講習に関する問合せや申込みは、公益

財団法人東京防災救急協会、最寄りの消

防署、消防分署、消防出張所で行ってい

ます。 

 

11 ｢中・高生に命の尊さを伝えるメッセー 

ジの発信｣事業 

東京都生活文化局所管事業「心の東京

革命」の一環として、東京消防庁では平

成 14 年 7 月 1 日から中学校及び高等学

校を対象とした「中・高生に命の尊さを 

伝えるメッセージの発信」事業を実施し

ています。 

これは、救急救命士等の消防職員が、

職務を通じて得た人命救助等の貴重な経

験を授業を通じて生徒に伝え、｢命の尊

さ｣や｢助け合う気持ちの大切さ｣などの

理解を得ることにより、次代を担う青少

年の健全な心身の成長助成と効果的なバ

イスタンダーの育成を図ることを目的と

しています。 

平成 28 年中は、中学校 429 校 39,738

名、高等学校等 149 校 20,157 名に対して

救命講習を実施したほか、中高生あわせ

て 207 校 33,134 人に対して応急救護講

習を実施しました。 

 

12 患者等搬送事業者に対する認定及び指

導 

民間による患者等搬送事業は、緊急性

の認められない転院搬送、入退院、通院

等に際し、寝台又は車椅子を備えた車両

により搬送を行う事業です。高齢社会の

進展等に伴い需要が年々増加する傾向に

あります。 

東京消防庁では、都民が安全に安心し

て利用できる患者等搬送事業者を育成す

るため、平成 19 年 10 月 1 日から患者等 

搬送事業者に対する認定表示制度の条例

化を図り、認定制度、認定事業者の責務、

認定表示、認定事業所の公表、報告及び

確認等について定め、一定の基準に適合

する事業者を東京消防庁認定事業者とし

て認定しています。平成 29 年 3 月末現

在、244 社 264 事業所 372 台を認定して

います。 

また、患者等搬送事業者の利用を促進

し、救急車の適正な利用を推進するため、

平成 17 年 4 月に公益財団法人東京防災

救急協会に東京民間救急コールセンター

が設置されました。現在、コールセンター

では、患者等搬送事業者の車両待機状況

を管理することで、一元的な案内を行う

とともに、平成 17 年 9 月には、自力歩行

ができる患者を対象にしたサポート Cab

（タクシー）の案内を開始するなど、利

用者の利便性の確保を図っています。 

さらに、平成 18 年 3 月には、東京民間

救急コールセンターに登録する事業者で

組織する｢東京民間救急コールセンター

登録事業者連絡協議会｣が設立されまし

た。東京消防庁では、大規模災害により

多数の傷病者が発生し、救急車等の搬送

車両が不足する場合に対応するため、東

京民間救急コールセンター登録事業者連

絡協議会との間で｢震災等大規模災害時

における傷病者の搬送業務に関する協

定｣を締結するとともに、年間を通じて訓

練を行い、連携強化を図っています。 

 



13 応急手当奨励制度 

救命効果を向上させるためには、救急

現場に居合わせたバイスタンダーによる

迅速、適切な応急手当が重要です。 

事業所や商店街、町会、自治会等（以

下「事業所等」という。）では、効果的な

応急救護体制を築き、自主救護能力を高

めるとともに、来訪者及び地域住民の安

全確保を推進するため、積極的に救命講

習等を受講する必要があります。 

このことから、平素より積極的に救命

講習を受講し、実行性のある応急救護体

制づくりに貢献している事業所等に対し

て、救命講習受講優良証を交付すること

により、救命講習に対する積極的な取組

みを奨励する制度です。 

平成 28 年末現在、1,382 事業所に対し

て救命講習受講優良証を交付しています。 

【制度の内容】 

１ 優良証交付対象 

東京消防庁管内にある事業所、商店

街、町会、自治会、教育機関等の団体、

同一の経営形態で同種の商品等を扱う

チェーン店のほか、社会貢献が期待で

きると救急部長が認めた団体 

２ 交付要件 

救命講習等の普及活動を行っている

応急手当普及員を１名以上有する次の

団体であること。 

⑴ 従業員総数の 30 パーセント以上の

者が有効な救命技能認定証を保有し

ている事業所（チェーン店及び商店街

を除く） 

⑵ チェーン店等（東京消防庁管内にあ

るものに限る。）全体の従業員総数の

30 パーセント以上の者が有効な救命

技能認定証を保有しているチェーン

店等 

⑶ 総店舗数の 30 パーセント以上の店

舗に有効な救命技能認定証を保有し

ている者が１名以上いる商店街 

⑷ 総世帯数の 30 パーセント以上の世

帯に有効な救命技能認定証を保有し

ている者が１名以上いる町会又は自

治会 

⑸ 構成員総数の 30 パーセント以上の

者が有効な救命技能認定証を保有し

ている事業所、町会又は自治会以外の

団体 

⑹ 救急部長が、救急講習の実施状況及

び応急救護体制の整備状況から総合的

に判断して応急手当の普及に対する取

組が優良であると認める事業所、町会、

自治会その他の団体 

３ 優良証交付事業所等の公表 

安全安心な事業所等であることを都民

に周知し、事業所等のステータスを向上

させて一層の意識高揚を図るため、当庁

ホームページで事業所等の名称を公表し、

Twitter、Facebookでも情報発信します。 

４ 優良マークの交付 

安全安心な事業所等であることを都

民に周知し、事業所等の応急手当に対す

る一層の意識高揚を図るため、当庁ホー

ムページで事業所等の名称を公表しま

す。 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14 応急手当普及功労賞 

 急病事故などに対する応急救護体制づ

くりに取り組んでいる事業所等を募集し、

効果的な取組について表彰するとともに、

奏功事例を広く紹介するなど地域の救護

力向上を目指すものです。 

⑴ 募集対象 

応急手当奨励制度により優良証の交

付を受けた団体（事業所、商店街、町

会、教育機関等） 

⑵ 募集テーマ 

ア 応急救護体制づくりのための救命

講習受講促進に関する取組 

イ 事業所等と地域が一体となった連

携強化に対する取組 

⑶ 審査 

東京都応急手当普及推進協議会で審

査 

⑷ 表彰 

救急医療週間中に実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15 東京都応急手当普及推進協議会 

消防総監の諮問機関である東京消防庁

救急業務懇話会の第 25 期答申（平成 17

年 3 月）において、効果的な応急手当の

普及を図るため、東京都応急手当普及推

進協議会の設立が提言されました。この

答申に基づき、平成 17 年 7 月に当庁や日

本赤十字社等官民 21 団体（平成 28 年 3

月現在、25 団体）が参画し「東京都応急

手当普及推進協議会」が発足しました。 

協議会の目標として、①バイスタン

ダーによる応急手当の実施率 50％を目

指し、平成 30 年度末までに 280 万人に対

して普及推進すること②目標達成後は、

救命講習技能認定証の有効期限内の認定

者数を維持することの 2 点が承認され各

参画団体がそれぞれの立場で目標に向

かって施策を反映させていくこととなり

ました。 

 

16 バイスタンダー保険制度 

バイスタンダーが不安なく応急手当を

実施できる環境整備の一つとして、平成

27年 9月にバイスタンダー保険が創設さ

れました。 

救命講習受講優良証 写真 53 
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保険の対象としては、東京消防庁管内

で発生し、東京消防庁の救急隊が出場し

た救急事故現場で、バイスタンダーが応

急手当を実施したことによりケガや血液

などに触れて感染の危険が生じた場合に、

東京消防庁がそのバイスタンダーの応急

手当や受傷などの状況を客観的に判断で

き、なおかつ、他の法令等に基づく災害

補償の対象とならないとき。あるいは、

バイスタンダーが実施した心肺蘇生処置

に対して損害賠償請求を提訴された場合

で、バイスタンダーが心肺蘇生処置を実

施した事実を当庁が客観的に判断できる

ときとしています。 

見舞金の種別には、死亡見舞金・後遺

障害見舞金・入院見舞金・通院見舞金・

感染検査見舞金・感染予防薬投与見舞金・

感染見舞金・法律相談見舞金があり、要

件を満たしていれば見舞金を種別に応じ

て定額支給するという制度です。 

 

 



 

 

１ 危険排除等 

 危険排除等として扱われている活動と

は、危険物やNBC（Nuclear（放射性物質）、 

Biological（生物剤）及び Chemical（化

学剤））等の危険性を有する物質が漏洩し

た場合に、火災の発生防止及び人的被害

の軽減を図るための必要な措置を行うこ

とや、自然現象による危険を排除するこ

となどを含む消防活動をいいます。 

平成 28 年中の危険排除等活動件数は

5,773 件で、特に危険物に係るもの 2,134

件（37.0％）、ガスに係るもの 691 件

（12.0％）、電気に係るもの 259 件（4.5％）

が多数を占めています。また、都内には

危険物や NBC 等の危険性を有する物質な 

どを貯蔵し取り扱っている施設が数万施

設あり、さらに車両によりこれらの物質

が多量に運搬されています。 

危険物や NBC 等の危険性を有する物質に

関係する災害に対処するため、質量分析装

置をはじめとする各種資器材を積載し、危

険物や NBC 等の危険性を有する物質に関す

る専門研修を修了した隊員により編成し

た第三及び第九消防方面消防救助機動部

隊並びに化学機動中隊 9 隊を配備していま

す。さらに危険物、毒・劇物、放射性物質

などの専門家と協定を結び災害現場にお

いてアドバイスを受ける体制を整備して

います。 
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危険排除等の推況 第 2-5 図 平成 28 年中の危険排除等
の件数

第 2-6 図
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２ 水 災 

東京には大小 127 の河川があり、また、

ゼロメートル地帯といわれている低地帯

があります。このため、洪水や高潮によ

る浸水等の危険性があるところは｢重要

水防箇所｣（国土交通省が管理する河川）

及び｢水防上注意を要する箇所｣（東京都

が管理する河川）として計 701 か所が指

定されています。 

東京都における水災は、昭和 49 年以降

幸いにも主要河川の決壊等大規模な水災

はないものの、集中豪雨等による中小河

川の護岸越水、低地浸水、急激な増水に

よる被害等、いわゆる｢都市型水害｣が多

くなっています。 

東京消防庁では、台風の進路及び降雨

量などの気象状況の変化に注目し、水災

の発生が予想される場合には直ちに水

防態勢などを整えて水災に対応できる

ようにしています。 

また、水災の早期警戒及び活動体制の 

確立などに反映させるため、東京都災害

情報システム及び防災情報提供システム

（気象庁提供）による気象情報や河川水

位情報等を受信する体制を整え、情報活

用体制の強化を図っています。 

大雨や台風などに関する気象状況、災

害状況に応じ、次の区分により水防態勢

及び水防非常配備態勢を発令し、水災に

対処しています。 

⑴ 水防態勢 

水防態勢は、次の基準により発令し、

水防情報を収集分析し、水防非常配備

態勢に備えるものです。 

⑵ 水防非常配備態勢 

 水防非常配備態勢は、次の基準により

発令し、勤務時間外の消防職員及び消防

団員を招集するなどして水防活動を実施

するものです。 

 

 

 

方   面 配 置 消 防 署 中  隊  名 

第 一 方 面 赤     坂 赤   坂 化 学 機 動 中 隊 

第 二 方 面 大     井 大   井 化 学 機 動 中 隊 

第 五 方 面 本     郷 本   郷 化 学 機 動 中 隊 

第 六 方 面 千     住 千   住 化 学 機 動 中 隊 

第 七 方 面 城     東 大   島 化 学 機 動 中 隊 

第 八 方 面 
三     鷹 三   鷹 化 学 機 動 中 隊 

東  村  山 東 村 山 化 学 機 動 中 隊 

第 九 方 面 福     生 福   生 化 学 機 動 中 隊 

第 十 方 面 志     村 志 村 坂 上 化 学 機 動 中 隊 

化学機動中隊の現況（平成 29 年 4 月 1 日現在） 第 2-16 表 



 

 

 

 

 

 

 

発 令 者 発  令  基  準 

警防副本部長 

 1  台風の進路が東日本に予想された場合において、情報収集体制の強

化を必要と認めたとき。 

 2  東京湾内湾に津波警報が発表されたとき。 

 3  気象状況その他の事象により情報収集体制の強化を必要と認めたと

き。 

方 面 隊 長 

 1  所管区域で大雨警報又は洪水警報が発表された場合において、情報

収集体制の強化を必要と認めたとき。 

 2  気象状況その他の事象により、情報収集体制の強化を必要と認めた

とき。 

署 隊 長 

 1  管轄区域に大雨警報又は洪水警報が発表されたとき。 

 2  気象状況その他の事象により、情報収集体制の強化を必要と認めた

とき。 

区 分 発  令  基  準 配 備 人 員 

水 防 第 一 

非常配備態勢 

 1  台風の進路が東日本に予想される場合又は東
京地方に高潮注意報が発表された場合におい
て、被害の発生が予想され、又は発生したとき。

 2  東京湾内湾に大津波警報が発表されたとき。
 3  気象状況その他の事象により、被害の発生が

予想され、又は発生したとき。 

 当番の職員及び発

令時に勤務している

所要の職員 

水 防 第 二 

非常配備態勢 

 1  台風が関東地方に接近すると予想される場合
又は高潮警報若しくは暴風警報が発表された場
合において、相当の被害の発生が予想され、又は
発生したとき。 

 2  気象状況その他の事象により、相当の被害の
発生が予想され、又は発生したとき。 

 当番の職員並びに

当番以外の職員のお

おむね  3 分の  1 及び

所要の消防団員（以

下「団員」という。）

水 防 第 三 

非常配備態勢 

 1  台風が東京地方に接近した場合又は高潮警報
若しくは暴風警報が発表された場合において、
大規模な被害の発生が予想され、又は発生したと
き。 

 2  東京消防庁管下区市町村のいずれかに大雨特
別警報、高潮特別警報又は暴風特別警報が発表
されたとき。 

 3  気象状況その他の事象により、大規模な被害
の発生が予想され、又は発生したとき。 

 当番の職員並びに

当番以外の職員のお

おむね半数及び所要

の団員 

水 防 第 四 

非常配備態勢 

 1  東京消防庁管下全域に大雨特別警報又は暴風
特別警報が発表されたとき。 

 2  気象状況その他の事象により、甚大な被害の
発生が予想され、又は発生したとき。 

 全職員及び全団員 

発令基準等 第 2-17 表 

警防本部長が発令するもの 第 2-18 表 



 

 
 

区 分 発  令  基  準 配 備 人 員 

水 防 第 一 

非常配備態勢 

 1  所管区域に大雨警報又は洪水警報が発表された

場合において、被害の発生が予想され、又は発生

したとき。 

 2  水道管の破裂、水門の故障等による出水により、

被害の発生が予想され、又は発生したとき。 

 3  気象状況その他の事象により、被害の発生が予

想され、又は発生したとき。 

 当番の職員及び発

令時に勤務している

所要の職員 

水 防 第 二 

非常配備態勢 

 1  所管区域に大雨警報、洪水警報又は土砂災害警

戒情報が発表された場合において、相当の被害の

発生が予想され、又は発生したとき。 

 2  河川の増水・越水、水道管の破裂、水門の故障等

による出水により、相当の被害の発生が予想され、

又は発生したとき。 

 3  気象状況その他の事象により、相当の被害の発

生が予想され、又は発生したとき。 

 当番の職員並びに

当番以外の所要の職

員及び団員 

 

 

区 分 発  令  基  準 配 備 人 員 

水 防 第 一 

非常配備態勢 

 1  管轄区域に大雨警報又は洪水警報が発表された

場合において、被害の発生が予想され、又は発生

したとき。 

 2  水道管の破裂、水門の故障等による出水により、

被害の発生が予想され、又は発生したとき。 

 3  気象状況その他の事象により、被害の発生が予

想され、又は発生したとき。 

 当番の職員及び発

令時に勤務している

所要の職員 

水 防 第 二 

非常配備態勢 

 1  管轄区域に大雨警報、洪水警報又は土砂災害警

戒情報が発表された場合において、相当の被害の

発生が予想され、又は発生したとき。 

 2  河川の増水・越水、水道管の破裂、水門の故障等

による出水により、相当の被害の発生が予想され、

又は発生したとき。 

 3  気象状況その他の事象により、相当の被害の発

生が予想され、又は発生したとき。 

 当番の職員並びに

当番以外の所要の職

員及び団員 

 

 

 

 

 

 

 

署隊長が発令するもの 第 2-20 表 

方面隊長が発令するもの 第 2-19 表 



 

３ 水防活動 

平成 28 年中、東京消防庁では水防態勢

を 13 回、水防第一非常配備態勢を 9 回、

水防第二非常配備態勢を 1 回（方面隊及

び署隊単位を含む。）発令し、水防活動を

実施しました。被害状況及び水防活動状

況については、第 2-21 表のとおりです。

水防活動に出場して被害の軽減に努めた

消防職・団員は、延べ 1,629 名です。 
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平成２８年 

月       日 
3 月 

28 日 

7 月 

14 日 

8 月 

2 日 

5:40 

8 月

2 日

11:04

8 月

10 日

8 月

16～

17 日

8 月

18 日

8 月

20 日

8 月

22 日

8 月 

23 日 

8 月

29～

30 日 

9 月 

8 日 

9 月

20～

21 日

合計

水 防 活 動 態 勢 
水防 

態勢 

水防 

第一 

水防 

態勢 
水防第一 

水防

第二

水防 

態勢 
水防第一  

発 生 （ 発 令 ） 事 由 大雨洪水警報等 
台風

7 号

大雨洪水 

警報等 

台風

9 号

大雨

洪水

警報

等 

台風 

10 号 

台風 

13 号 

台風

16 号
 

水 災 件 数 0 13 0 5 3 1 1 6 201 0 1 0 1 232

被 

害 

状 

況 

建
物
被
害 

 
 

（
棟
数
） 

床 上 浸 水  3  2 29    34

床 下 浸 水  3  4 2 1 109    119

地下階等浸水  3  1 2 11    17

全 壊       0

半 壊    1    1

一 部 損 壊    1 13  1  15

施
設
被
害 

（
箇
所
） 

道 路 冠 水  5  2 2 59    68

道 路 損 壊    1    1

が け 崩 れ    17    17

堤 防 決 壊       0

越 水    6    6

堤 防 損 壊    1    1

そ の 他  1  1 40    1 43

人
的
被
害
（
人
） 

死 者       0

行 方 不 明       0

傷 者    1    1

誘 導 人 員    3 16    19

救 助 人 員  1  2 2    5

水 

防 

活 

動 

状 

況 

作
業
状
況 

水 防 工 法    1 1 1 57    60

救 助 作 業  1  1 1    3

排 水 作 業  4  3 3 1 4 43    1 59

警戒区域設定    13    13

避 難 誘 導       0

流 水 障 害  1  5    6

交 通 障 害    2    2

他 機 関 協 力    10    10

そ の 他  6  1 1 1 30  1  40

出 場 車 両

（台） 
 27  9 3 1 1 11 206  1  2 261

出

場

人

員 

消 防 職 員  114  39 13 4 5 47 858  4  8 1,092

消 防 団 員    10 527    537

東京消防庁管内における水防活動（平成 28 年中） 平成 29 年 4 月 1 日集計 第 2-21 表 



 

 



 

 

１ 航空隊の歴史 

東京消防庁航空隊は、昭和41年 11月、

わが国ではじめての｢消防航空隊｣として

発足以来、組織及び装備を充実強化させ

ながら、火災、救急、救助等の災害から、

50年にわたり都民の安全を空から守って

います。 

年々増大する行政需要に対応するため、

江東区と立川市の 2 ヶ所に基地を構え、

平成 12 年度から 24 時間運航を開始し、

都内全域への迅速出場体制を確保すると

ともに、平成 19 年度より救急専門医を搭

乗させた｢東京型ドクターヘリ｣の運航を

開始、主に山間部及び離島地域で発生し

た傷病者に対し、患者搬送中に救命処置

を施し、救命率向上を図っています。 

また、他府県で発生した大規模災害に

対し、緊急消防援助隊として救助、救急、

消火活動、緊急物資輸送、情報収集等を

行っています。海外の大規模災害事象に

は国際消防救助隊として、バングラ

ディッシュサイクロン災害、インドネシ

ア森林火災、スマトラ・インド洋津波災

害に派遣されています。 

さらに、平成 28 年 1 月にヘリコプター

の機動性を活かして空から消火・救助・

救急活動を展開する部隊として、「航空消

防救助機動部隊」が発隊し、迅速な空か

らの救助、救急活動体制を強化していま

す。 

 

２ 航空隊の活動概要 

航空隊は、次の業務等を行っています。 

○ 災害時における上空からの人命救助 

〇 消火活動及びヘリコプターテレビ電

送システムによる情報収集並びに部隊

指揮 

○ 救急事案に対する傷病者搬送活動 

○ 上空からの警戒活動、広報活動、そ

の他の各種調査 

 

このような業務に加え、地上の消防部

隊の活動が制約される大震災時には、そ

の機動力を生かした活動を行っています。 

これまで航空隊は、緊急消防援助隊、

広域航空消防応援として、平成 16 年 10

月新潟中越地震、平成 23 年 3 月東日本大

震災、平成 25 年 10 月大島土砂災害、平

成 26 年 9 月御嶽山噴火災害、平成 28 年

4 月熊本地震、平成 28 年 7 月台風 10 号

に伴う東北豪雨災害などの大規模災害へ

の派遣され救助、救急活動や情報収集活

動を実施しています。 

また、関東及びその近県で発生した林

野火災における消火活動、調査活動に従

事し、特に平成 27 年 9 月関東東北豪雨

（常総市水害）では、延べ 6 機を派遣し、

94 名の救助活動を行いました。 

さらに、国際消防救助隊として、海外

で発生した大規模地震による津波災害や

林野火災の救援活動に成果をあげるなど、

国内外を通じてますますその機動力に対

する期待が高まっています。 

 

 

 

 

 

 

航 空 隊 ２－６ 

飛行する消防ヘリコプター 写真 57



 



 

 

東京の海の玄関である東京湾は、首都圏

4,000 万人の生活と産業を支える物流拠点

として、その重要性はますます高まってお

り、港湾施設の拡充が進められるととも

に、臨海副都心の整備など大規模な開発が

行われています。 

この地域は、海上輸送の総合的な物流拠

点であるほか、増大するクルーズ人口に対

応した新客船ふ頭の整備が計画されるな

ど、今後大きく変貌していきます。また、

観光や水辺のレクリエーションを通じた 

にぎわいの創出により、魅力ある水際の都

市空間としても変化しています。 

さらに今後は東京２０２０オリンピッ 

ク・パラリンピック競技大会の開催を控え、

周辺地域のさらなる開発や入港船舶需要の

増加が見込まれます。 

このような状況の中、当庁では、将来的

な臨海副都心の市街地化の進展や、行政需

要に合わせた消防署等の整備を計画してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

港湾消防 ２－７ 

航行する消防艇みやこどり 写真 58



 

１ 特別区の消防団体制 

⑴ 設置 

  消防団は、「消防組織法」及び「特別

区の消防団の設置等に関する条例」に

基づいて各消防署の管轄区域ごとに設

置されています。 

⑵ 任務 

消防団は「我が街は我が手で守る」と

いう精神に基づき、災害活動はもとよ

り、地域の防火防災訓練や応急救護訓

練指導、祭礼や催物の警戒など地域防

災力の要として重要な役割を果たして

います。 

また、震災や水災に対する災害活動に

も大きな期待が寄せられ、地域住民の安

全・安心を確保するため、消防署隊と連

携を図り、積極的に活動しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 活動体制 

 

  

○ 団本部                        ○ 分団（水災を除く） 

     副団長  団本部指揮担当      第○分団              消 火 班 

団本部員  局面指揮担当         第○分団        副分団長  情報収集班 

     副団長（局面指揮担当）       第○分団              住民指導班 

団本部員              第○分団   分団長        消 火 班 

団長   副団長（局面指揮担当）       第○分団        副分団長  情報収集班 

団本部員              第○分団              住民指導班 

          副団長（局面指揮担当）       第○分団             消防隊応援班 

団本部員              第○分団 

   

 (注) 特殊技能班を編成した場合は、副団長 1 名を特殊技 

能統括班長として指定し、特殊技能班を指揮及び統括 

させる。 

 

消 防 団 ２－８ 

消火活動の様子 写真 59

消防団の災害活動体制 第 2-7 図 



 

 

消防団 分団数 定 員 主 な 施 設 と 装 備 

58 439 16,000 

○ 可搬ポンプ       990 台 

○ 可搬ポンプ積載車    256 台 

○ 分団施設        990 棟 

○ 携帯無線機（400MHz） 1,728 台 

○ 簡易救助器具      990 組 

○ 油圧式救助器具     439 基 

 

⑷ 消防団活動体制の充実強化方策 

○ 消防団員の確保 

・居住地団員の確保を基本として、

事業所勤務者、大学生、女性等を対

象とした幅広い募集活動による消防

団員確保の推進 

・特別区学生消防団活動認証制度の

推進(大学、大学院、専修学校及び各

種学校の学生が特別区の消防団員と

して消防団活動を行った功績を東京 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防庁が認証し、「特別区学生消防

団活動認証状」を交付する制度で、

認証状を交付された学生は、就職活

動時に東京消防庁が証明する「特別

区学生消防団活動認証証明書」の交

付を受けて、企業等に提出すること

ができます。) 

・特別区の消防団協力事業所表示制

度の推進（特別区消防団に積極的に

協力している事業所等に対して、「消

防団協力事業所表示証」を交付する

制度で、地域の防災に貢献している

事業所として広報に活用できます。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防団現勢（平成 29 年 4 月 1 日現在） 第 2-22 表 

消防団協力事業所表示証 写真 61消防団募集のポスター 写真 60 



○ 分団本部施設等の充実強化 

消防団の活動拠点としての分団本部

施設等の整備 

 

 

 

 

 

 

○ 災害活動力の強化 

・可搬ポンプ積載車の増強整備 

・可搬ポンプの更新 

・救命胴衣の増強整備 

・団長、副団長及び分団長に対する受令

機の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 多摩・島しょ地域の消防団体制 

多摩地域の消防団については、東京都

消防訓練所や同地域内の各消防署が、ま

た島しょ地域の消防団については、東京

都消防訓練所が教育訓練を行っており、 

消防団員の資質及び技術の向上に努めて 

 

 

います。 

なお、多摩地域における消防団の災害

現場活動は、「消防組織法」に基づき消

防署長の所轄の下に行われています。 

 

 

種 別 

地域別 
基礎教育 専科教育 幹部教育 合 計 

多 

摩 

受 託 地 域 

回  数 3,656 459 437 4,552

時  間 7,717 1,210 854 9,781

人  員 69,209 17,858 7,265 94,332

受託外地域 

回  数 6 1 0 7

時  間 16 2 0 18

人  員 323 27 0 350

島しょ地域（受託外） 

回  数 130 27 13 170

時  間 377 131 31 539

人  員 3,215 322 297 3,834

分団本部施設 写真 62 可搬ポンプ積載車 写真 63

各市町村主催による教育訓練（平成 28 年度中）第 2-23 表 



 

 
 

種別 

区分 

専 科 教 育 
特別教育

幹  部  教  育 
合 計 

警防科 機関科 上級幹部科 指揮幹部科 初級幹部科 

回  数 1 1 3 1 1 1 8

団  数 34 36 68 36 36 34 244

人  員 49 53 153 105 51 50 461

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都消防訓練所が行っている集合教育訓練（平成 28 年度中） 第 2-24 表 

消防団員募集活動 

 消防団員の定員を確保するため、年間を通して消防団員募集活動を推進し、特

に１月から 3 月までは定年等による退職者を補うため、重点推進期間として様々

な募集広報活動を展開しています。また、1 月は１月 15 日の「Tokyo 消防団の

日」を中心に地域特性を活かした募集広報を、4 月は新入社員や新入学生を対象

とし募集広報を行うなど、消防団員募集強化月間と位置づけ取り組んでいます。 

トピックス ２ 

電車中吊り広告による募集広報 駅前大型ビジョンによる募集広報 

車体広告による募集広報 庁有車両による募集広報 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方

太平洋沖地震は、日本における地震観測史

上最大のマグニチュード 9.0 が観測されま

した。この海溝型地震が発生させた津波に

より、東北地方や関東北部の太平洋沿岸は

壊滅状態となり、2 万 8 千人を超える死傷

者及び行方不明者を発生させるなど未曽有

の被害をもたらしました。 

首都圏においても、地震発生当日は電車

が終日運転を見合わせ勤務先などから家に

帰れない「帰宅困難者」が多数発生すると

ともに、臨海部などでは「液状化」により

建物や道路に被害が発生し、消防水利の使

用不能、消防車両の通行障害等、消防活動

上の困難も発生しました。 

この震災は、「東日本大震災」と命名され、

我々に地震、津波災害の恐ろしさと震災対

策の重要性を改めて認識させることとな

りました。 

また、平成28年4月には、熊本県熊本地方

を震源とした最大震度7の平成28年(2016

年)熊本地震が発生し、死者（関連死含む。）

が200人を超えるなど大きな被害をもたら

しました。 

東京消防庁では、被災地における応援活

動や現地被害調査を通じて、多くの課題や

教訓が得られたことから、今後の首都直下

地震等への対策を見直すため、震災等対策

会議において今後当庁が推進すべき震災対

策の検討を行い、平成 23 年 12 月、震災等

対策会議等における審議結果及び東京都が 

 

策定した東京都防災対応指針を踏まえ、当

庁の震災対策の根幹をなす「東京消防庁震

災対策基本方針」の改定を行いました。現

在、本方針に基づいて具体的な施策を展開

しています。 

また、火災予防審議会の答申における提

言事項や、市街地状況調査、地域別出火危

険度測定・延焼危険度測定など各種調査研

究の結果は、消防力の充実強化、都民によ

る自助・共助体制の向上など、総合的に震

災対策を推進する上での基礎となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京消防庁では、総合的かつ一体的な震

災対策の推進を図るため、東京消防庁震災

対策基本方針に基づき、各種施策を推進し

ています。 

【東京消防庁震災対策基本方針】 

首都直下地震等の大地震による複合災害

から都民の生命、身体及び財産を守るため、

都民一人ひとりの自助対策の推進及び地域

特性に応じた共助体制の強化を図るととも

第３節 震災に備えて 

震災対策 ３－１

東日本大震災での活動 写真 64



に、公助として機動力のある総合的な消防

活動体制を整備し、東京都各局、区市町村

及び関係機関と連携した多面的な施策の展

開により、高度防災都市の実現を目指しま

す。 

このため、、これら｢自助｣｢共助｣｢公助｣の

理念を踏まえた ｢人命安全対策の推進｣、｢出

火防止対策の推進｣、｢初期消火対策の推進｣、

「地域防災体制の強化」、「要配慮者の支援体

制の強化」、「複合災害への対応力の強化」、

「総合的な消防活動力の充実強化」、「災害

情報の収集伝達体制の確立」、「関係機関と

の連携強化」及び「拠点機能の確保」の 10

の基本的対策に基づき、震災対策を推進し

ます。 

１ 人命安全対策の推進 

同時多発が危惧される人的被害を防止

及び軽減するため、長周期地震動等に対

する家具類の転倒・落下・移動の防止対

策、身体の安全確保、適切な避難行動、

応急救護等に関する知識技術の普及を図

るとともに、事業所の帰宅困難者対策を

推進します。 

○ 家具類の転倒・落下・移動防止対策

の推進 

○ 長周期地震動等に対する高層階の室

内安全対策の推進 

○ 身体の安全確保行動の普及 

○ 応急救護に関する知識技術の普及 

○ 適切な避難行動の啓発 

○ 事業所の帰宅困難者対策の推進 

 

２ 出火防止対策の推進 

同時多発が危惧される火災の発生を防 

止するため、電力・ガスの供給再開時を

含め、出火要因となる火気使用設備・器

具、電気器具、化学薬品及び危険物施設

の安全対策を推進するとともに、出火防

止行動の普及を図ります。 

○ 火気使用設備・器具、電気器具、化

学薬品等の安全対策の推進 

○ 危険物施設の安全対策の推進 

○ 出火防止行動の普及 

  

３ 初期消火対策の推進 

同時多発が危惧される火災を早期に消

火して延焼拡大を防ぐために、消火器、

住宅用火災警報器等の普及を図り、消防

用設備等の適正な維持管理を推進する

とともに、初期消火行動力の向上を図り

ます。 

〇 消火器、住宅用火災警報器等の住宅

用防災機器等の普及 

〇 消防用設備等の適正な維持管理の推

進 

〇 初期消火行動力の向上 

 

４ 地域防災体制の強化  

地域特性に応じた防災体制の強化を

図るため、消防団及び東京消防庁災害時

支援ボランティアと連携して、町会・自

治会等の防災指導や防災まちづくり、地

域連携体制づくり等を推進するととも

に、木造住宅密集地域等における水利を

活用した消火活動体制の整備を推進し

ます。 

〇 地域の危険性の把握及び共有化の

推進 



〇 町会・自治会、女性防火組織、消防

少年団等の指導の推進 

〇 地域の消火活動力、救助活動力及び

応急救護力の向上 

〇 まちづくり協議会への参画 

〇 町会・自治会、学校、事業所等の連

携体制づくりの推進 

〇 木造住宅密集地域等における水利を

活用した消火活動体制の整備推進 

 

５ 要配慮者の支援体制の強化 

人的被害の集中が危惧される要配慮者

の被害を軽減するため、要配慮者情報の

把握及び共有化、町会・自治会及び社会

福祉施設の協力体制づくり等を推進し

ます。 

〇 要配慮者情報の把握及び共有化の推

進 

〇 町会・自治会、社会福祉施設等の協

力体制づくりの推進 

〇 要配慮者の避難支援資器材等の普及 

 

６ 複合災害への対応力の強化 

地震、津波等による複合災害、NBC 災

害及び孤立地域に対する迅速かつ的確な

消防活動を実施するため、地域性･専門性

を持った消防救助機動部隊の整備及び空

からの部隊投入を考慮した航空消防活動

体制の整備を推進します。 

○ 地域性・専門性を持った消防救助機

動部隊の整備 

○ 空からの部隊投入を考慮した航空消

防活動体制の整備 

○ 緊急離着陸場等の確保 

７ 総合的な消防活動力の充実強化 

同時多発が危惧される火災及び救助救

急事象に対応するため、消防隊及び救急

隊の活動用装備資器材の拡充並びに消防

水利の整備及び確保を推進するとともに、

長期活動体制や緊急消防援助隊の受援体

制の整備及び消防団の災害対応力の充実

強化を推進します。 

○ 消防隊及び救急隊の活動用装備資器

材の拡充 

○ 多角的な消防水利の整備及び確保並

びに経年防火水槽の再生 

○ 消防団の災害活動用資器材の整備及

び消防団員の確保策の推進 

○ 災害時支援ボランティア制度の充実 

○ 長期活動体制の整備 

○ 緊急消防援助隊の受援体制の整備 

 

８ 災害情報の収集伝達体制の確立 

通信の途絶、輻そう等による情報の空

白及び混乱を解消し、迅速かつ的確な消

防活動を実施するため、地震被害判読シ

ステムや画像情報を活用した災害情報

の収集体制を充実強化するとともに、多

面的な通信ネットワーク及び都民に対

する情報伝達体制の整備を推進します。 

○ 緊急地震速報の活用 

○ ヘリコプターテレビ伝送システム、

高所カメラ等の画像情報を活用した災

害情報収集体制の充実強化 

○ 地震被害判読システム、震災消防活

動支援システム等の震災消防対策シス

テムの整備 

○ 衛星無線等の多面的な通信ネット 



ワークの整備 

○ 都民に対する情報伝達体制の整備 

 

９ 関係機関との連携強化 

高度防災都市を実現するため、木造住

宅密集地域等における水利確保、要配慮

者情報の共有化、地域に根差した防災教

育訓練の推進、医療との連携活動、傷病

者搬送体制の強化、迅速なり災証明の発

行等、関係機関との連携に基づく多面的

な施策を展開します。 

○ 建設局、水道局、区市町村等と連携し

た木造住宅密集地域等における消防水

利確保 

○ 福祉保健局、区市町村等と連携した

要配慮者情報の共有化の推進 

○ 総務局、教育庁、区市町村等と連携し

た防災教育訓練の推進 

○ 福祉保健局、東京DMAT及び患者等搬

送事業者との連携活動及び傷病者搬送

体制の強化 

○ 総務局、区市町村等と連携した、り災

証明発行体制の強化 

 

10 拠点機能の確保 

地震、津波等による庁舎の被害を防止

及び軽減し、活動拠点としての機能を確

保するため、消防庁舎、消防団施設等の

耐震化及び機能強化を推進します。 

○ 消防庁舎、消防団施設等の耐震化及

び機能強化並びに消防訓練場の整備 

○ 指令管制システムを含む警防本部等 

の機能強化 

 

 

 

地震火災による被害を軽減するために

は、地震時における地域ごとの出火や延

焼に関する危険要因などを解明して、そ

の実情に即した対策を講じる必要があり

ます。このため、次に示す調査研究等の

実施と結果の公表及び提供を行っていま

す。 

１ 出火する危険の高い地域 

当庁では、大規模な地震が発生した場

合を想定して、火気器具、電気関係、化

学薬品、工業炉、危険物施設等の出火要

因の分布状況や地盤データなどをもとに、

地域ごとの出火危険を予測する地域別出

火危険度測定を行っています。この調査

は、おおむね5年ごとに実施しており、最

近では平成29年4月に公表しました。 

本調査結果から区部では、地盤の影響

により揺れが大きく、大規模なオフィス

街や繁華街を有する中央区や台東区、木

造住宅が密集する墨田区、荒川区などで

出火危険が高くなっています。 

多摩地区では、区部に比べ全体的に出

火危険が低くなっていますが、住宅が集

まっている武蔵野市や府中市などでは出

火危険度が周辺に比べて高く、また、周

辺の台地に比べて揺れに弱い地盤のある

八王子市などでも、出火危険度が高い地

域が部分的に存在しています。 

 

２ 火災が拡大する危険の高い地域 

当庁では、地震時に発生する火災につ

いて、建築物や空地、道路等の市街地状

地震に関する研究 ３－２



況をもとに、地域ごとに延焼拡大危険を

予測する地域別延焼危険度測定を行って

います。この調査は、おおむね5年ごとに 

実施しており、最近では平成28年3月に公

表しました。 

測定結果から、区部では都心部を中心

としたドーナツ状に危険度の高い地域が

分布しています。特に、環状7号線沿いの

北区、中野区、杉並区及び品川区にかけ

ての地域や荒川沿いの地域では、木造住

宅が密集していることから危険度が高く

なっています。 

多摩地区では、東部の市街地に危険度

の高い地域が分布しているほか、JR中央

線や主要道路に沿った地域で危険度が高

くなっています。 

この測定に併せて、｢地域の延焼危険

度｣、｢消防水利の有効性｣、｢消防隊等の到達

性｣の3要素を加味した｢震災時の消火活

動困難度｣の測定を行っています。 

 

３ 地震災害に関する調査 

当庁では、平成7年の兵庫県南部地震、

平成16年の新潟県中越地震、平成23年の

東北地方太平洋沖地震、平成26年の長野

県北部を震源とする地震、平成28年の熊

本地震など大きな被害をもたらした地震

の現地調査を実施し、調査結果を震災対

策の推進に役立てています。 

 

 

東京消防庁では、消防水利を適正に配置

するため、平常時の火災に対しては、国が

定めている「消防水利の基準」に基づき、

水道事業者と連携を図りながら消火栓を

主体に整備を進めています。 

震災時については、消火栓が使えなくな

ることを考慮して、「同時多発火災」及び

「大規模市街地火災」への対応の考え方に

基づき、防火水槽等の整備や河川・海など

の自然水利の確保を進めています。 

｢同時多発火災」への対応としては、管内

を一辺250ｍの正方形の区域（以下「メッ

シュ」という。）に区分し、震災対策上重

要なメッシュや火災が延焼拡大する危険性

が高いメッシュには100以上の水量を、そ

の他のメッシュには40以上の水量を確保

することとしています。 

｢大規模市街地火災」への対応としては、

管内を一辺750ｍの正方形の区域に区分し、

区域内で想定される大規模市街地火災を消

火するために必要な水量を確保することと

しています。 

消防水利の整備については、当庁が独自

に防火水槽を設置するだけではなく、防災

まちづくり等の都市基盤整備事業に併せた

水利整備も行っており、消防水利開発補助

金交付制度を導入し、民間建物の建築に併

せた地中ばり水槽（建物の基礎ばりを利用

した水槽）の設置等を促進するとともに、

東京都水道局が管理している貯水池等の各

種水源についても消防水利としての活用を

図っています。 

さらに、河川を堰止める資材（貯水シー

ト）や生活用水等にも転用可能な震災時多

機能型深層無限水利（深井戸）を整備する

ほか、海や河川などの豊富な水量を有する

水源を活用できるように計画するとともに、

消防水利 ３－３ 



地域住民の方々が活用しやすい水利とする

ため、木造住宅密集地域内の公園内に設置

されている防火水槽の鉄蓋を、軽可搬ポン

プの吸管が容易に投入できるよう小蓋を併

設した「親子蓋」に順次交換しています。 

また、当庁が管理する戦時中に設置され

た経年防火水槽のうち、緊急輸送道路下に

設置されているものについては、埋め戻し

措置を施し道路機能を確保し、一般道路下

に設置されているものについては、防火水

槽内部に補強及び防水措置を施すことで今

後も活用できるよう再生しています。 

なお、当庁が消防事務を受託している多

摩地域については、消防水利施設の設置等

に関する事務を各市町村が行うこととなっ

ており、消防機関として円滑な消防活動を

行うため各市町村と連携を図りながら、効

果的な消防水利の整備促進に努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分 特 別 区 受託地区 区  分 特 別 区 受託地区 

消 火 栓 88,850 45,634 受 水 槽 1,775 699

防
火
水
槽
等

40 ㎥以上 21,678 11,955 プ ー ル 1,525 911

40 ㎥未満 678 394 河 川 ・ 溝 1,834 723

計 22,356 12,349 海 438 －

貯
水
池

40 ㎥以上 74 142 池 ・ 濠 200 156

40 ㎥未満 12 34 そ の 他 13 0

計 86 176 合 計 117,077 60,648

 

親子蓋 写真 66

震災時多機能型深層無限水
利(深井戸) 

写真 65

消防水利の現況（平成 29 年 4 月 1 日現在） 第 3-1 表 



 

 

近年の東京における防火対象物は、大規

模・高層化、深層化が進む一方、国際化、

ＩＴ化を背景に管理・営業形態の複雑・多

様化が進展し、また、防火・避難対策に消

防用設備等に係る新技術や性能規定等を適

用したものが増えるなど、予防行政を取り

巻く状況は日々大きく変化しています。 

こうした動向に的確に対応するため、防

火対象物の特性に応じた総合的な防火安全

対策を講じるとともに、業務体制を再構築

し、組織の機動力を最大限に活用した予防

行政を展開することにより、事業所におけ

る防火安全対策を積極的に推進しています。 

さらに、平成27年度から行われた火災予

防審議会人命安全対策部会において、東京

２０２０オリンピック・パラリンピック競

技大会における競技会場の防火・避難対策

について審議され答申がまとめられました。 

関連施設については、答申を踏まえた対

策を推進し、来場者が安心して利用できる

防火・避難体制を構築していきます。 

 

 

 

今後も、社会事情や法令改正の動向を的

確に捉え、積極的に防火安全対策の推進に

努めてまいります。 

 

 

１ 建物の消防同意等 

 建築物の火災を予防し、一旦発生した

火災から人命や財産を守るためには、建

築物の設計計画段階において消防の意見

を反映させることが重要となります。 

 このため、「消防法」及び「建築基準

法」では、建築主事又は指定確認検査機

関が建築確認を行う場合、防火地域、準

防火地域以外の区域内に建築される一部

の住宅を除き、あらかじめ消防長又は消

防署長の同意を得なければならないこと

になっています。 

 この消防同意制度を通じ、消防機関が

消防法、建築基準法をはじめとする各種

関係法令の防火に関する規定について審

査するとともに、防火の専門家という立

場から建築物の安全に関し具体的な指導

を行っています。 

  

第４節 火災を未然に防ぐために 

防火対象物の防火指導 ４－１

東京の街並み 写真 67 



 

 

用 途 別 処理件数 用 途 別 処理件数

劇場、映画館、演芸場、観覧場 51 停車場、発着場 148

公会堂、集会場 9 神社、寺院、教会 131

キャバレー・カフェ・ナイトクラ

ブ 
― 工場、作業場 224

遊技場、ダンスホール 19 映画スタジオ、テレビスタジオ 4

性風俗営業店 ― 車庫、駐車場 372

カラオケボックス、ネットカフェ

等 
2 格納庫 1

待合、料理店 1 倉庫 680

飲食店 267 事務所、銀行、その他の事業所 2,965

百貨店、マーケット 564 複合用途防火対象物（雑居ビル） 2,732

旅館、ホテル、宿泊所 165 地下街 ―

寄宿舎、下宿、共同住宅 8,490 準地下街 ―

病院、診療所 147 文化財建造物 ―

社会福祉施設 630 アーケード 3

幼稚園、特別支援学校 61 専用住宅 28,748

小・中学校、高等学校、大学 679 長屋 3,827

図書館、博物館、美術館 28 その他（非該当） 914

蒸気浴場、熱気浴場、公衆浴場 2 合計 51,864

２ 防火対象物の使用・変更等に係る届出 

等 

火災予防条例では、防火対象物の使用

変更等に際し、次の届出を義務付けてい

ます。 

○ 防火対象物の建築、修繕、用途変更

等に係る工事等を行おうとする者は、

当該工事等に着手する7日前までにそ

の内容を消防署長に届け出なければな

りません。 

○ 防火対象物又はその部分を使用しよ

うとする者は、使用を開始する7日前ま

でにその内容を消防署長に届け出て検

査を受けなければなりません。 

○ 防火対象物又はその部分を一時的に

不特定の者が出入りする店舗等として

使用しようとする者は、使用を開始す

る日の7日前までにその内容を消防署

長に届け出て検査を受けなければなり

ません。 

同意事務の現況（平成 28 年中） 第 4-1 表 



○ 厨房設備、温風暖房機、変電設備、

燃料電池発電設備などの火気使用設備

等で一定規模以上のものを設置しよう

とする者は、当該工事に着手する日の

7日前までに消防署長に届け出て検査

を受けなければなりません。 

また、防火対象物の防火安全性を一

層向上させるため、消防設備業、建築

設計業等に従事する者のうち次の業務

に従事する者は、防火安全技術講習の

受講に努めなければならないとされて

います。 

○ 防火対象物の避難の管理に係る計画

又は当該計画に基づく工事に関する業

務 

○ 火気使用設備等の設置に係る計画又

は当該計画に基づく工事に関する業務 

○ 消防用設備等の設置に係る計画又は

当該計画に基づく工事に関する業務 

 

３ 中間検査及び使用検査の適正な執行 

火災予防条例に基づき、防火対象物が

防火に関する規定に適合しているかにつ

いて中間検査及び使用検査を実施して厳

格に確認しています。 

 

 

 

１ 消防用設備等・特殊消防用設備等の設

置 

防火対象物の関係者（所有者、管理者、

占有者）は、消防用設備等（消防法施行令

で定める消火設備、警報設備、避難設備、

消防用水及び消火活動上必要な施設）に

ついて、これらが火災等の災害時に必要

とされる性能を有するように、消防法又

は火災予防条例で定める技術上の基準に

従って、設置及び維持しなければならな

いとされています。 

また、防火対象物の関係者は、総務大

臣の認定を受けた特殊消防用設備等につ

いて、消防用設備等に代えて設置するこ

とができるとされています。 

 

２ 消防用設備等・特殊消防用設備等の工

事に係る届出 

消防法又は火災予防条例では、消防用

設備等又は特殊消防用設備等の工事に際

し、次の届出を義務付けています。 

○ 消防用設備等又は特殊消防用設備等

の工事を行う場合は､当該設備に係る

工事に着手する10日前までに、その旨

を消防署長に届け出なければなりませ

ん。 

○ 消防用設備等又は特殊消防用設備等

の工事が完了した場合は、当該設備に

係る工事が完了した日から4日以内に、

その旨を消防署長に届け出て検査を受

けなければなりません。 

 

３ 消防用設備等・特殊消防用設備等の維

持管理 

消防用設備等又は特殊消防用設備等は、

設置した後も適切に維持管理されていな

ければならないことから、消防法では、

防火対象物の関係者に定期的な点検の実

施と、点検結果の消防署長への報告を義

務付けています。 

消防用設備等・特殊消防用
設備等に係る届出等 ４－２ 



⑴ 点検の実施時期 

○ 機器点検・・・6ヶ月に1回 

○ 総合点検・・・1年に1回 

⑵ 報告の実施時期 

○ 特定防火対象物（物品販売店舗、

ホテル、病院、飲食店など不特定多

数の人が出入りする建物）・・・1年

ごと 

○ 非特定防火対象物（工場、事務所、

共同住宅、学校、駐車場など）・・・

3年ごと 

 

 

４ 消防設備士等への指導 

消防法で定められている消防用設備等

又は特殊消防用設備等について、法令に

規定されている工事又は整備を行う場合

は、消防設備士の資格が必要となります。 

東京消防庁では、消防用設備等又は特

殊消防用設備等の工事、整備、点検等の

業務に従事する消防設備士等に対し、新

しい知識・技術に関する指導や、法令改

正の動向などについて情報提供を行って

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 

 

１ 防火管理制度 

学校、病院、工場、事業場、興行場、

百貨店、複合用途防火対象物その他多数

の者が出入りし、勤務し、又は居住する

防火対象物で収容人員が一定規模以上の 

ものの管理について権原を有する者（管

理権原者）は、防火管理者を選任し、防

火管理に係る消防計画の作成及びその計

画に基づく訓練の実施その他防火管理上

必要な業務を行わせることを義務付けら

れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 統括防火管理制度 

 高層建築物、一定規模以上の防火対象

物等でその管理について権原が分かれて

いるもの又は地下街でその管理について

権原が分かれているもののうち消防長若

しくは消防署長が指定するものの管理権 

原者は、協議して統括防火管理者を選任 

 

し、防火対象物の全体についての防火管

理に係る消防計画の作成及びその計画に

基づく訓練の実施その他防火対象物の全

体についての防火管理上必要な業務を行

わせることを義務付けられています。 

 

 

 

管 理 権 原 者 

防 火 管 理 者 消防署長

作成 届出 

防火管理者の選任・解任の届出 

選任・解任 指示

（主な業務） 

〇 防火管理に係る消防計画の作成 

〇 消火、通報及び避難の訓練の実施 

〇 消防用設備等の点検及び整備 

〇 火気の使用又は取扱いに関する監督 

〇 避難又は防火上必要な構造及び設備の維持管理 

〇 収容人員の管理 

〇 その他防火管理上必要な業務 

防火管理に係る消防計画

＝

職場の防火・防災管理 ４－３ 

防火管理制度のしくみ 第 4-1 図 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 防火管理技能者制度 

防災センターが該当するような大規模

な防火対象物の管理権原者は、火災予防

条例に基づき防火管理技能者を選任し、

防火管理業務計画を作成させ、防火管理

者及び統括防火管理者が行う防火管理業

務の補助を行わせることを義務付けられ

ています。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各 管 理 権 原 者 

統 括 防 火 管 理 者 
消防署長

作成 届出 
指示 

（主な業務） 

○ 防火対象物の全体についての防火管理に係る消防計画の作成 

○ 消火、通報及び避難の訓練の実施 

○ 廊下、階段、避難口その他の避難上必要な施設の管理 

○ その他防火対象物の全体についての防火管理上必要な業務 

防火対象物の全体についての

防 火 管 理 に 係 る 消 防 計 画 

＝

統括防火管理者の選任・解任の届出 

選任・解任 

管 理 権 原 者 

防 火 管 理 技 能 者 消防署長

届出 

防火管理技能者の選任・解任の届出 

選任・指示 

指示 

（主な業務） 

○ 防火管理業務計画の作成 

○ 防火管理業務の補助の実施 

○ 防火管理業務の補助の誠実義務 

○ 防火管理の業務に従事する者に対する必要な指示 

○ 防火管理業務の補助の実施記録の作成 

○ 防火管理技能再講習の受講義務 

防 火 管 理 業 務 計 画

＝

防火管理者・ 

統括防火管理者 

補助 

選任・解任

作成

統括防火管理制度のしくみ 第 4-2 図 

防火管理者技能制度のしくみ第 4-3 図 



４ 防災管理制度 

 南海トラフ巨大地震や首都直下地震等

の大規模地震の発生が危惧されているこ

とから、地震等の災害による被害の軽減

のため、大規模・高層の建築物等の管理

権原者は、防災管理講習修了者等一定の 

 

資格を有する者の中から防災管理者を選

任し、防災管理に係る消防計画の作成、

当該消防計画に基づく避難訓練を年 1 回

以上実施するなど、防災管理上必要な業

務を実施させることが必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 統括防災管理制度 

 大規模・高層で防災管理を要する建築

物等で、その管理について権原が分かれ

ているものの管理権原者は、協議して統

括防災管理者を選任し、建築物等の全体

についての防災管理に係る消防計画の作

成及びその計画に基づく訓練の実施、そ

の他建築物等の全体についての防災管理

上必要な業務を行わせることを義務付け

られています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管 理 権 原 者 

防 災 管 理 者 消防署長

作成 届出 

防災管理者の選任・解任の届出 

選任・解任 指示 

（主な業務） 

○ 防災管理に係る消防計画の作成 

○ 避難の訓練の実施 

○ その他防災管理上必要な業務 

防災管理に係る消防計画

＝

選任・解任 

各 管 理 権 原 者 

消防署長

作成 届出 

（主な業務） 

○ 防火対象物の全体についての防災管理に係る消防計画の作成 

○ 避難の訓練の実施 

○ 廊下、階段、避難口その他の避難上必要な施設の管理 

○ 建築物等の全体についての防災管理上必要な業務 

＝

建築物等の全体についての 

防 災 管 理 に 係 る 消 防 計 画 

統括防災管理者の選任・解任の届出 

指示 

統 括 防 災 管 理 者 

防災管理制度のしくみ 第 4-4 図 
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６ 自衛消防活動及び自衛消防訓練 

 防火対象物及びその存する敷地等で発

生した火災、地震その他の災害等による

人的又は物的な被害を最小限に止めるた

め、事業所では自衛消防の組織及び各種

の災害等に対応した自衛消防対策を事前

に消防計画に定めておくことが必要です。 

 防火管理者はこの消防計画に基づいて、

災害時に自衛消防の組織が有効に機能す

るよう従業員を教育し、自衛消防のため

の訓練を定期的に実施することが必要と

なります。 

 特に百貨店、病院、ホテル、劇場及び

地下駅舎など不特定多数の人が出入りす

る事業所では、消火訓練及び避難訓練を

年 2 回以上実施することが義務付けられ

ています。 

 また、防災管理が義務付けられる建築

物等の事業所については、避難訓練を年  

1 回以上実施することが義務付けられて

います。 

 自衛消防訓練は、災害等が発生した場

合の消防機関への通報、消防隊が現場へ

到着するまでの間の初期消火、人命の救

助及び避難誘導などの初動措置が円滑に

実施できるようにするため大変重要なも

のです。 

自衛消防訓練には、次のものがありま

す。 

○ 総合訓練 

  火災、地震その他の災害の発生又は

発見から消防隊到着までの一連の自衛

消防活動について、消火、通報、避難

の要素を取り入れて総合的に実施する

訓練です。 

○ 部分訓練 

 消火訓練、通報訓練、避難訓練など

を個別に行う訓練です。 

 

 

 

合 
 

計
（
延
回
数
）

総

合

訓

練

部 分 訓 練 そ

の

他

延

べ

訓

練

参

加

人

員

延

べ

指

導

出

向

人

員

通

報

消

火

避

難

135,287 回 90,499 回 2,426 回 9,897 回 20,690 回 11,775 回

 

7,965,000 

人 

56,412

人

 

  

自衛消防訓練の実施状況（平成 28 年中） 第 4-2 表 



７ 自衛消防組織の設置 

 一定規模以上の防火対象物の管理権原

者に火災、地震等の災害時における消火

活動、消防機関への通報、避難誘導等の業

務を行う自衛消防組織の設置が消防法で

義務付けられています。 

 この自衛消防組織は、組織を統括する

統括管理者と自衛消防業務を行う自衛消

防要員で構成します。 

  また、統括管理者及び統括管理者の直

近下位の内部組織を統括する一定の業務

の班長(告示班長)は、自衛消防業務講習

修了者等の資格者とする必要があります。 

 

８ 自衛消防活動中核要員の配置 

 大規模な事業所及び大量の危険物を貯

蔵している事業所等については火災予防

条例により、その規模に応じて定められ

た配置基準に従って自衛消防技術認定証

を有する自衛消防活動中核要員を配置し、

活動に必要な装備を配備することが義務

付けられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用  途  区  分 防火対象物数 用  途  区  分 防火対象物数

劇 場 ・ 映 画 館 等 48 車 庫 ・ 駐 車 場 39 

キャバレー・遊技場等 24 事 務 所 等 373 

待 合 ・ 飲 食 店 等 21 複 合 用 途 防 火 対 象 物 1,383 

百貨店・マーケット等 210 地 下 街 8 

旅 館 ・ ホ テ ル 等 187 高 層 建 築 物 193 

病 院 ・ 診 療 所 等 161 危険物施設及び指定可燃物貯蔵取扱所 156 

工 場 等 345 合      計 3,148 

 

９ 防災センターを中心とした自衛消防体

制 

 防災センターを有する大規模な防火対

象物では、防災センターを活用して、速

やかな情報収集と対応を行い、火災の未

然防止や災害発生から消火活動等の一連

の自衛消防活動を効率的に実施する必要

があります。 

 一定規模以上の防火対象物では、消防

用設備等又は特殊消防用設備等を防災セ

条例第 55 条の 5 の規定による自衛消防活動中核要員配置義務防火対象物の
現況（平成 28 年 12 月 31 日現在）

第 4-3 表 
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ンターで集中して管理することが義務付

けられており、防災センターにおいて、

これら設備の監視・操作を常時行えるよ

うに防災センター要員講習修了証の交付

を受け、かつ、自衛消防技術認定証を有

する者を置かなければなりません。 

 また、火災予防条例では、消防用設備

等又は特殊消防用設備等の集中管理に関

する届出を建物所有者等に義務付けてい

ます。この届出には、一定時間内に自衛

消防活動が実施できるか否かをシミュ

レーションにより予想し、この結果を基

に具体的な自衛消防体制を構築し、維持

していく方法を定めた「防災センター管

理計画」を添付します。 

 建物所有者等の管理権原者は、防火管

理者に指示して、これらの内容を消防計

画に反映させ、防災センターを中心とし

た自衛消防体制を確立しなければなりま

せん。 

 

10 防火対象物点検報告制度 

 防火対象物点検報告制度は、管理権原

者、防火管理者等が行っている防火管理

上必要な業務等を防火対象物点検資格者

が点検し、その結果を消防署長に報告す

る制度です。 

 防火管理義務対象物のうち、特定防火

対象物で一定規模以上又は一定の構造を

有するものの管理権原者は、 1 年に 1 回、

防火対象物点検資格者に防火管理上必要

な業務等が基準に適合しているかどうか

を点検させ、その結果を消防署長に報告

しなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 管理権原者の申請により「一定期間継続して消防法令を遵守している」と消防署長

が認定した場合は、3 年間点検と報告が免除される特例認定を受けることができます。

管理権原者 消防署長
点検結果の報告（ 1 年に 1 回） 

点検指示 

（主な点検項目） 

○ 防火管理者の選任の届出がされているか。 

○ 消火・通報・避難訓練を実施しているか。 

○ 避難階段に避難の障害となる物が置かれていないか。 

○ 防火戸の閉鎖に障害となる物が置かれていないか。 

○ カーテン等の防炎対象物品に防炎性能を有する旨の表示が付けられているか。 

○ 消防法令の基準による消防用設備等が設置されているか。 

＝ 

点検実施防火対象物点検資格者 

点検結果 

防火対象物点検報告のしくみ 第 4-6 図 



11 防災管理点検報告制度 

防災管理点検報告制度は、防火対象物

点検報告制度と同様、管理権原者が 1 年

に 1 回、防災管理点検資格者に点検させ、

その結果を消防署長に報告する制度です。 

管理権原者の申請により「一定期間継

続して消防法令を遵守している」と消防

署長が認定した場合は、3 年間点検と報

告が免除される特例認定を受けることが

できます。 

（主な点検項目） 

〇 防災管理者の選任の届出がされてい

るか。 

〇 自衛消防組織の設置の届出がされて

いるか。 

〇 防災管理に係る消防計画に定められ

た事項が適切に行われているか。 

〇 管理について権原が分かれている建 

築物については、消防庁長官の定める

事項が適切に行われているか。 

 

防火対象物点検報告の義務がなく、防

災管理点検報告の義務がある防火対象物

の管理権原者は、防火対象物全体が防災

管理点検を実施し適合している場合は、

防災基準点検済証を、防火対象物全体が

特例認定を受けている場合は、防災優良

認定証を表示することができます。 

防火対象物点検報告と防災管理点検報

告の双方が義務である防火対象物の管理

権原者は、防火対象物全体が双方の点検

を実施し適合している場合は、防火・防

災基準点検済証を、防火対象物全体が双

方の特例認定を受けている場合は、防火・

防災優良認定証を表示することができま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12 自動通報制度 

 東京消防庁では、火災予防条例第 61 条

の 2 に基づき、火災や救急などの緊急時 

に自動的に 119 番通報できる自動通報制 

度を実施しています。 

この制度を取り入れることによって、

社会福祉施設、ホテル等や休日・夜間に 

無人となる建物で自動火災報知設備が作 

動したとき、また、高齢者等が急病によ

り通報ボタンを押したときに、速く、確

実に 119 番へ自動的に通報することがで

き、防火安全対策や人命安全対策をより

一層充実させることができます。 

 

防災管理点検に係る表示 第 4-7 図 



⑴ 有人直接通報 

 社会福祉施設をはじめ、旅館、ホテ

ル、文化財、博物館、高齢者集合住宅な

どに設置してある自動火災報知設備が

作動したときに火災通報装置から自動

的に合成音声により、所在、名称など

が 119 番通報されるものです。 

⑵ 無人直接通報 

  休日・夜間等に無人となる建物に設

置してある自動火災報知設備が作動し

たときに、火災通報装置から自動的に

合成音声により、所在、名称などが 119

番通報されるとともに、建物関係者が

駆けつけるものです。 

⑶ 即時通報 

 休日・夜間等に無人となる建物に設

置してある自動火災報知設備が作動し

たときに、その信号を契約している登

録事業者の受信センターが受信し、119

番通報するとともに、現場派遣員が駆

けつけるものです。 

⑷ 緊急即時通報 

  本人や家族が急病等のため、ペンダ 

ントを押すと、その信号を契約してい 

る登録事業者の受信センターが受信し、

119 番通報するとともに、現場派遣員が

駆けつけるものです。 

  このほかにも、緊急通報システム、 

火災安全システムがあります。 

 

 

１ 消防設備士 

⑴ 消防設備士試験と免状の交付 

消防設備士試験は、消防用設備等の

設置及び維持に関して必要な知識と技

能について行うもので、試験の種類は

甲種（6 種類）、乙種（7 種類）に区分

されており、合格するとその区分の消

防設備士免状が交付されます。行政事

務の効率的執行を図るため、一般財団

法人消防試験研究センターに昭和 60

年 4 月 1 日から試験事務を委任し、昭

和 63 年 4 月 1 日から試験合格者に対

する免状の交付事務を、平成元年 4 月

1 日から書換・再交付にかかわる免状

作成事務を、平成 22 年 8 月 1 日から書

換・再交付にかかわる免状の交付事務

を委託しています。 

 

 

種別 

 

年度別 

甲     種 乙    種 合    計 

受験者 合格者 合格率 受験者 合格者 合格率 受験者 合格者 合格率 

27 9,968 人 3,230 人 32.4％ 8,860 人 3,688 人 41.6％ 18,828 人 6,918 人 36.7％ 

28 10,415 人 3,680 人 35.3％ 8,728 人 3,744 人 42.9％ 19,143 人 7,424 人 38.7％ 

（注）免状交付総数は、平成 29 年 3 月末現在 238,277 件である。 

   （参考：平成 28 年 3 月末現在 231,311 件である。） 

 
 

資格試験と講習 ４－４ 

消防設備士試験の状況 第 4-4 表 



⑵ 消防設備士講習 

消防設備士免状の交付を受けている

人が、工事整備対象設備等の工事又は

整備に関する講習として受講するもの

です。 

講習は免状の種類により指定区分ご

とに行われます。平成 9 年 4 月 1 日か

ら指定区分の第一種及び第二種が「消

火設備」に、第三種が「警報設備」に、

第四種及び第五種が「避難設備・消火

器」にそれぞれ移行しました。 

また、平成 18 年度から甲種特類の消

防設備士免状の交付を受けている人を

対象とした「特殊消防用設備等」を実

施しています。 

なお、この講習については、昭和 61

年 4 月 1 日から公益財団法人東京防災

救急協会に委託していますが、受付業

務及び講習修了者の証明事務は東京消

防庁で行っています。 

 

 

種別 

年度別 

特殊消防用 

設 備 等 
消火設備 警報設備 

避難設備 

消火器 
合計 

27 172 人 2,208 人 3,878 人 2,588 人 8,846 人

28 195 人 2,448 人 4,142人 2,864人 9,649人

（注）受講者総数は、平成29年3月末現在284,905人である。 

   （参考：平成 28 年 3 月末現在 275,256 人である。） 

 

２ 防火・防災管理及び自衛消防 

⑴ 防火管理講習及び防災管理講習 

消防法第 8 条第 1 項では、多数の人

を収容する防火対象物の管理権原者に

対して、火災の発生を防止し、かつ、

万一火災が発生した場合でもその被害

を最小限にとどめるために防火管理に

関する責任を課しており、その推進役

として一定の資格を有する者のうちか

ら防火管理者を選任し、防火管理上必

要な業務を行わせることが規定されて

います。 

東京消防庁では、消防法施行令第 3 

条第  1 項及び消防法施行規則第  2 条

の 3 に規定する防火管理講習を実施し、

防火管理者の養成に努めています。 

また、平成 21 年 6 月 1 日から防災管

理制度が施行され、消防法第 36 条第 1 

項で一定規模以上の建築物その他の工

作物の管理権原者に対し、一定の資格

を有する者のうちから防災管理者を選

任し、防災管理上必要な業務を行わせ

ることが規定されています。 

そのため、消防法施行令第 47 条第 1 

項及び消防法施行規則第 51 条の 7 第 

1 項に規定する防災管理講習を平成 21

年 4 月から実施し、防災管理者の養成

も行っています。 

消防設備士講習の受講状況 第 4-5 表 



なお、これらの講習については、平

成 4 年 4 月から公益財団法人東京防災

救急協会に委託していますが、受付業

務及び講習修了者の証明事務は東京消

防庁で行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度別 区   分 講習修了者 合  計 

27 

防火・防災管理新規講習 207 回 34,708 名

326 回 45,834 名

防災管理新規講習 16 回 1,717 名

乙種防火管理講習 60 回 3,635 名

防火・防災管理再講習 31 回 4,100 名

甲種防火管理再講習 12 回 1,674 名

28 

防火・防災管理新規講習 204 回 33,639 名

309 回 42,691 名

防災管理新規講習 14 回 1,404 名

乙種防火管理講習 50 回 3,287 名

防火・防災管理再講習 28 回 2,954 名

甲種防火管理再講習 13 回 1,407 名

 

⑵ 自衛消防技術試験と自衛消防技術認

定証の交付 

自衛消防技術試験は、自衛消防業務

に関して必要とする知識及び技術につ

いて行うもので、合格者には自衛消防

技術認定証が交付されます。 

なお、火災予防条例第 55 条の 5 の規

定による自衛消防活動中核要員は、よ

り高度な知識及び技術を確保していく 

必要があることから、自衛消防技術認 

定証の交付を受けていることを資格要件

としています。 

また、同条例第 55 条の 2 の 2 第 1 項の

規定による防災センターには、監視、操

作等の業務に従事し、災害発生時に自衛

消防活動を行う者として当該自衛消防技

術認定証を有している者を置くことを義

務付けています。さらに、同条例第 50 条

の 3 の規定による地下駅舎には、自衛消

防技術認定証を有する者のうちから、地

防火・防災管理講習の受講状況 第 4-6 表 

防火・防災管理講習の様子 写真 69



下駅舎の自衛消防組織の長又はこれに準

ずる者を定めることを義務付けています。 

 

 

 

種別
年度別 受 験 者 合 格 者 合 格 率 

27 8,425 人 5,756 人 68.3％ 

28 9,975 人 7,076 人 70.9％ 

（注）自衛消防技術試験の自衛消防技術認定証交付数は、平成 29 年 3 月末現在 118,524 件である。  

  （参考：平成 28 年 3 月末現在 111,448 件である。） 

⑶ 防災センター要員講習 

「防災センター要員講習」には、「防

災センター技術講習」と「防災センター

実務講習」があり、それぞれの講習を

修了した日以後における最初の4月1日

から5年以内に防災センター実務講習

を受講することが必要です。 

また、「火災予防条例」で定める防

災センターには、「自衛消防技術認定

証」を有し、かつ、「防災センター要員

講習」を修了した人を置かなければな

りません。 

なお、講習の実施については、平成8

年度から一般社団法人東京防災設備保

守協会を指定しています。 

 

 

⑷ 自衛消防業務講習 

自衛消防業務講習には、「自衛消防業

務新規講習」及び「自衛消防業務再講

習」があり、それぞれの講習を修了し

た日以後における最初の4月1日から5

年以内に自衛消防業務再講習を受講す

る必要があります。これ以外に、平成

21年6月1日までに旧消防法施行規則第

3条第10項に基づく防災センター要員

講習を修了した人が、消防庁長官が定

める「追加講習」を修了した場合につ

いては、修了した日から5年以内に自衛

消防業務再講習を受講する必要があり

ます。 

なお、東京では自衛消防業務講習を

防災センター要員講習と併せて実施し

ています。 

 

 

種別 

年度別 

｢防災センター要員講習」技術講習

自衛消防業務新規講習 

｢防災センター要員講習」実務講習 

自衛消防業務（追加・再）講習 
合 計 

27 6,518 人 7,627 人 14,145 人

28 6,514 人 6,246 人 12,760人

自衛消防技術試験の状況 第 4-7 表 

防災センター要員講習及び自衛消防業務講習の受講状況 第 4-8 表 



３ 危険物取扱者 

⑴ 危険物取扱者試験と免状の交付 

危険物取扱者試験は、危険物の取扱

作業の保安に関して必要な知識及び技

能について行うもので、試験の種類は

甲種、乙種（6種類）)、丙種に区分され

ており、合格するとその区分の危険物

取扱者免状が交付されます。 

消防設備士試験と同様の趣旨により、 

一般財団法人消防試験研究センターに

昭和60年4月1日から試験事務を委任し、

昭和63年4月1日から試験合格者に対す

る免状の交付事務を、平成元年4月1日

から書換・再交付にかかわる免状作成

事務を、平成22年8月1日から書換・再

交付にかかわる免状の交付事務を委託

しています。 

 

種別 

 

年度別 

甲  種 乙  種 丙  種 合  計 

受験者 合格者 合格率 受験者 合格者 合格率 受験者 合格者 合格率 受験者 合格者 合格率

27 
2,062 

人 

800 

人 

38.8 

％ 

27,879 

人 

13,202

人

47.4

％

816

人

418

人

51.2

％

30,757

人 

14,420

人 

46.9

％

28 
2,340 

人 

840 

人 

35.9 

％ 

28,086 

人 

12,930

人

46.0

％

864

人

444

人

51.4

％

31,290

人 

14,214

人 

45.4

％

（注）免状交付総数は、平成 29 年 3 月末現在 847,245 件である。 

   （参考：平成 28 年 3 月末現在 832,159 件である。） 

 

⑵ 危険物取扱者保安講習 

危険物取扱者で危険物施設において

危険物の取扱作業に従事している人が

受講するもので、危険物規制の趣旨、

法令改正等の周知徹底及び危険物施設

における保安管理の適正化を図るため

に行われています。 

なお、この講習についても、昭和 61

年 4 月 1 日から公益財団法人東京防災

救急協会に委託し、受付業務及び講習

修了者の証明事務は東京消防庁で行っ

ています。 

 

 

種別 

年度別 
第一区分 第二区分 第三区分 第四区分 第五区分 全区分 合 計 

27 2,053 人 1,494 人 249 人 1,378 人 724 人 460 人 6,358 人

28 2,117 人 1,588 人 326 人 1,210 人 616 人 616 人 6,473 人

（注）受講者総数は、平成 29 年 3 月末現在 390,953 人である。 

（参考：平成 28 年 3 月末現在 384,480 人である。） 

危険物取扱者試験の状況 第 4-9 表 

危険物取扱者保安講習の受講状況 第 4-10 表 



 



 
 

１ 防火査察等の実施 

火災の予防は、本来、都民一人ひとり

が自らの責任において行うべきものであ

り、一般住宅はもとより事業所などにお

いても自主的に実践しなければならない

ものです。 

このため、消防法では不特定多数の

人々が出入りする百貨店、劇場など、あ

るいは危険物貯蔵・取扱所及び大規模な

工場などに対し、防火管理や危険物の保

安管理などの自主管理に努めなければな

らないことを義務付けています。 

一方、消防機関は、防火対象物の用途、

規模、構造、設備、管理状況等の危険実

態に応じて防火査察を実施し、指摘した

法令違反が是正されない場合は、速やか

に警告や命令などの違反処理を行い、災

害発生防止及び人命安全対策を推進し、

都民の安全と安心の向上に努めています。 

さらに、伊豆七島など島しょ地区の危

険物施設の防火査察も実施しています。 

消防法では、消防本部及び消防署を置

く市町村以外の市町村の区域の危険物施

設の防火査察は都道府県知事の権限とさ

れており、島しょ地区については、東京

都知事の権限が東京消防庁消防総監の専

決とされています。 

東京消防庁では、島しょ地区の防火査

察については予防部査察課の分掌事務と

して指定しており、大島、八丈島をはじ

め、硫黄島、南鳥島まで全13島、431（平

成28年12月末現在）の危険物施設につい

て防火査察を実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 安全・安心情報の発信 

⑴ 優良防火対象物認定表示制度 

平成18年10月1日から運用開始した

「優良防火対象物認定表示制度」は、

管理権原者からの申請に基づき消防

署長が審査・検査し、その結果、防火

上優良な建物であると認定した場合

は、優良防火対象物認定証（通称：優

マーク）を建物等に表示できる制度で

す。建物を利用する方は、優良防火対

象物認定証を確認することで、防火上

優良な建物であるかどうか一目でわ

かります。 

また、防火上優良な建物として公的

機関の認定を受けることで、建物の管

理権原者による防火安全性の向上に

係る自主的・意欲的な取組の促進が期

待できます。 

平成28年10月には、制度開始から10

年目を迎え、制度の更なる利便性の向

上を図るため、階層単位での部分申請

を可能とし、また、縦横比を固定した

認定証サイズの自由化、説明文付きの

新たな認定証の規格化及び認定証へ

防火査察の様子 写真 70 

火災予防査察 ４－５ 



認定を受けた部分の名称を記載可能

とするなどの改正を行い、平成28年12

月21日から施行されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 違反対象物の公表制度 

平成 23 年 4 月 1 日から運用開始し

た「違反対象物の公表制度」は、消防

機関が防火査察を実施し、屋内消火栓

設備、スプリンクラー設備、自動火災

報知設備の設置義務違反や防火管理等

の繰返し違反がある建物を把握した場

合、火災予防条例に基づき、消防関係

法令違反のある建物を公表する制度で

す。この制度は、都民自らが建物の安

全に関する情報を入手し、当該建物の

利用について判断できるよう、都民に

情報を提供することを目的に制定され

ました。 

⑶ 安全・安心情報の発信 

優良防火対象物として認定されてい

る建物、公表制度の対象となる消防関

係法令違反のある建物及び消防法に基

づき命令を受けている建物については、

東京消防庁ホームページへの掲載や東

京消防庁本部又は管轄消防署等での閲

覧による情報提供を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

優良防火対象物認定証 写真 33 



３ 指定場所での「喫煙」「裸火使用」「危険

物品の持込み」の規制 

劇場、百貨店など大勢の人で混雑する

場所において火災が発生した場合は、多

数の死傷者が発生する恐れがあることか

ら、主に利用者が大勢出入りする場所を

指定場所として「喫煙」「裸火使用」「危険

物品の持込み」の各行為を規制し、人命

安全対策の強化を図っています。 

ただし、これらの行為は全面的に禁止

してしまうと、文化・経済活動や社会生

活に支障を来すことになるため、事前に

申請を行い、消防総監が定める基準に適 

合していると消防署長が認めたときは、

例外としてこれらの行為を行うことがで

きるとされています。 

指定場所は東京消防庁管内に平成 28

年 12 月末現在で、28,253 箇所あり、平

成 28 年中に 6,369 件の申請がなされて

います。このうち約 8 割が劇場等とテレ

ビスタジオ等における裸火などの使用に

ついての解除を求めるものです。 

なお、禁止される行為に応じて、次の

ような標識を建物入口など見やすい箇所

に設置しなければなりません。 

 

 

 

 

番号 処 理 基 準 項 目 警告件数 命令件数 特例認定 
取消件数 

１ 防火管理関係違反 100 件 5 件 6 件 

２ 消防用設備等の技術上の基準違反 101 件 9 件 ― 

３ 消防用設備等の点検報告関係違反 51 件 ― ― 

４ 防火設備・避難施設関係基準違反 27 件 118 件 ― 

５ 火気使用設備・器具、電気設備関係基準違反 24 件 1 件 ― 

６ 危険物施設等関係違反 1 件 3 件 ― 

７ その他の消防法令違反 11 件 ― ― 

合     計 315 件 136 件 6 件 

(注)特例認定取消件数は建物件数を表記しております。 

 

 

 棟数 

優良防火対象物の認定 904 件 

違反対象物の公表（重大違反及び複数管理義務違反の繰返しのあるもの） 136 件 

標識 第 4-8 図 

違反処理の状況（平成 28 年中） 第 4-11 表 

安全・安心情報の発信状況（平成 28 年中） 第 4-12 表 
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外国人旅行者等に対する安全安心の提供 

 東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会が開催されるにあたり、多

数の外国人旅行者等が駅・空港、競技施設、旅館・ホテルなどを利用することが想定

されることから、外国人旅行者等に安全・安心を提供するため、消防用設備・避難経

路図に関するピクトグラム（案内用図記号）及び多言語による表記を推奨していき

ます。 

消火器のピクトグラムの設置例 
ホテル・旅館又は宿泊所における 

多言語に対応した避難経路図の例 

サイズは９×９ｃｍ以上 

消火器を直接視認できる場合、「消火

器」と表示した標識は省略可能 

床
面
か
ら
概
ね 

ｍ
以
上
の
高
さ 

0.8 

<記載文例> 

◆従業員や非常放送により火災の発生状況

や避難の指示をします。落ち着いて行動

してください。 

The seriousness of the fire and the escape 

routes will be clarified by the hotel employee 

and/or the emergency broadcast. Keep calm 

and follow the instructions. 

◆エレベーターは使用しないでください。 

Do not use the elevator. 

○  消火器のピクトグラムは、多数の 

人が立ち入り又は通行する場所に設 

ける消火器に設置します。 

○ 「消火器」と表示する場合は、努 

めて英語などの言語を併記します。 

○ 避難経路図は、日本語表記のほか、 

努めて英語及び主な外国人利用者が 

使用する言語を併記します。 

凡例 

   現在位置           避難経路 

You Are Here           Escape Route 

  消火器             避難口 

Fire Extinguisher        Emergency Exit 

避難器具           消火栓 

Escape Ladder          Fire Hydrant 

避難経路図 ESCAPE ROUTE 

  



 

 

１ 危険物施設の規制 

ガソリン、灯油など「消防法」で定め

られている危険物を指定数量以上貯蔵し、

又は取り扱う施設を新たに設けたり、そ

の位置、構造、設備を変更しようとする

場合は、市町村長等の許可を受けるとと

もに、工事が完了したときには、市町村

長等が行う完成検査を受けなければなり

ません。また、貯蔵し、又は取り扱う危

険物の種類や数量を変更しようとする場

合も、市町村長等に届け出ることになっ

ています。（東京消防庁管内では、消防

総監がこれらの事務を行っています。） 

東京消防庁では、これらの許可申請や

届出に対する審査・検査を通じて、危険

物施設の安全を確保しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区     分 施 設 数 

製   造   所 75 か所 

貯 
 

蔵 
 

所 

屋    内 貯 蔵 所 1,762 か所 

屋 外 タ ン ク 貯 蔵 所 371 か所 

屋 内 タ ン ク 貯 蔵 所 1,147 か所 

地 下 タ ン ク 貯 蔵 所 2,911 か所 

簡 易 タ ン ク 貯 蔵 所 8 か所 

移 動 タ ン ク 貯 蔵 所 1,585 か所 

屋    外 貯 蔵 所 169 か所 

取 

扱 

所 

給油取扱所 
営 業 用 1,102 か所 

自 家 用 649 か所 

販 売 取 扱 所 325 か所 

移 送 取 扱 所 13 か所 

一 般 取 扱 所 2,514 か所 

合       計 12,631 か所 

（注）1 一般取扱所とは、ボイラー設備や塗装工場などで指定数量以上の危険物の消

費、吹付けなどを行うものをいう。 

  2 危険物施設の現況には、島しょ地域の施設数を含む。

危険物流出の安全対策 ４－６ 

地下タンク貯蔵所の検査の 
様子

写真 71

危険物施設の現況（平成 29 年 3 月 31 日現在） 第 4-13 表 



２ 危険物施設の保安管理 

危険物施設における事故原因をみると、

維持管理不十分、操作確認不十分等の人

的要因や劣化（腐食、疲労等）、破損等

の物的要因などから発生しています。こ

のような中、地下タンクの流出事故防止 

対策等を主な内容とする危険物の規制に

関する規則等の一部改正（平成23年2月1

日施行）を受け、地下タンクに対し、ガ

ラス繊維強化プラスチックによる内面ラ

イニングや電気防食等の措置を講ずるよ

う推進しています。 

「消防法」では、危険物施設の安全を

確保するため、｢危険物取扱者｣による危

険物の取扱いや施設規模等に応じて「危

険物保安統括管理者」「危険物保安監督

者」「危険物施設保安員」による危険物

取扱作業の管理・監督、施設の維持・管

理等の保安業務の実施を義務付けていま

す。 
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危険物施設における保安対策 第 4-9 図 



３ 危険物施設における地震対策の推進 

大規模な地震に備え、危険物施設の構

造や設備について、耐震性を増すなどの

ハード面の対策に加え、地震発生時にお

ける施設の点検、応急措置等に関するソ

フト面の対策を指導するなどして、地震

対策を推進しています。 

 

４ 大規模危険物事業所の共同防災体制 

東京都では、危険物を大量に貯蔵し、

又は取り扱う施設が港湾、河川の沿岸部 

に集中しています。これらの大規模危険

物事業所で事故が発生した場合は、一つ

の事業所内に止まらず被害が拡大する危

険性があることから、事業所はもとより

地域全体の防災体制についても考慮して

おかなければなりません。このため、都

内には35の大規模危険物事業所による

｢東京危険物災害相互応援協議会｣が組織

されており、事故発生時に消火薬剤や防

災資器材等を相互で応援する共同防災体

制が整備されています。東京消防庁では、

この協議会と覚書を締結し、協議会が実

施する災害対応能力の向上及び自主保安

管理体制の充実に向けた各種活動を積極

的に支援しています。 

 

 

 

 

 

 

５ 少量危険物又は指定可燃物の火災予防 

少量危険物貯蔵取扱所又は指定可燃物

貯蔵取扱所を設置しようとする場合には、

火災予防条例に基づき、10日前までに設

置場所周囲の状況、建築物、工作物及び

設備機器の構造等について所轄消防署長

に届け出て検査を受けることを義務づけ

ています。この制度を通じて、これらの

施設に対する火災予防対策の指導を推進

しています。 

 

６ 水素社会の実現に向けた危険物施設

の安全対策 

東京都では、2020年の東京オリンピッ

ク・パラリンピックレガシーとして、環

境にやさしい水素エネルギーの利用を進

めており、この取組の一つとして、圧縮

水素充塡設備（水素ステーション）の整

備を推進しています。東京消防庁では、

今後、増大が予想される圧縮水素充塡設

備設置給油取扱所に対する施設の安全対

策の指導を推進していきます。 
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１ 都市ガスの保安対策 

超高層建築物や地下街などにおける都

市ガスに起因する爆発事故などを未然に

防止するため、昭和54年3月「超高層建築

物における人命安全対策」及び「地下街

の消防対策」についての火災予防審議会

の答申を踏まえ、ガス事業者に対して都

市ガス施設の安全対策として、ガス漏れ

警報器及び緊急遮断装置の設備などにつ

いての指導を行ってきました。 

その後、昭和55年8月16日、静岡駅前

ゴールデン街のガス爆発火災を教訓とし

て、昭和56年1月「消防法施行令」が改正

され、地下街等には消防用設備等の一つ

としてガス漏れ火災警報設備が、また、

ガス事業関係法令も改正され、特定地下

街などに緊急遮断装置などの設備がそれ

ぞれ義務付けられるなど法制面の強化が

図られました。  

また、地下街などにおける都市ガス漏

えい時の自主防火管理体制の確立に努め

ています。 

 

２ 可燃性天然ガスの保安対策 

平成19年6月19日、東京都渋谷区の温泉

汲み上げ施設において爆発火災が発生し

ました。これを踏まえ、平成20年7月「消

防法施行令」が改正され、温泉汲み上げ

施設に対してガス漏れ火災警報設備の設

置が義務付けられるなど法制面の強化が

図られました。 

 

３ 液化石油ガスに対する消防の関与 

「液化石油ガスの保安の確保及び取引

の適正化に関する法律」により、3,000kg

以上の液化石油ガスを貯蔵するための貯

蔵施設又は特定供給設備の設置に係る都

道府県知事の許可を受けようとする者は、

許可申請にあたって、消防長又は消防署

長の意見書を添付することとなっていま

す。また、経済産業大臣又は都道府県知

事は、許可等を行ったときには、消防庁

長官又は消防長にその旨の通報をするこ

ととされています。 

一方、消防庁長官又は消防長は、液化

石油ガス販売事業者の液化石油ガスの貯

蔵施設供給設備若しくは充てん設備又は

販売若しくは充てんの方法が基準に適合

しない場合、その他、災害の予防のため

特に必要であると認める場合は、都道府

県知事に対し必要な措置をとるべきこと

を要請するなど、保安面について関与し

ています。 

 

４ 高圧ガス、毒物・劇物等の届出 

圧縮ガス、液化ガス、放射性同位元素、

毒物・劇物などを貯蔵し、又は取扱う事

業所においては、火災が発生した場合に

地域住民や消防隊に危険を及ぼすことか

ら、「消防法」又は「火災予防条例」によ

りあらかじめ品名、数量や貯蔵、取扱い

に関する必要な事項について届け出なけ

ればならないことになっています。 

 

都市ガス及び液化石油ガス
等の保安対策 

４—７ 



 

 

  

 

都民の災害時における防災行動力を高め

るためには、消防機関をはじめ各行政機関

と地域住民が強く連携し、地域ぐるみの自

主防災体制づくりを推進するとともに、都

民一人ひとりが、日頃から地元の町会・自

治会及び消防機関等の行う防火防災訓練に

積極的に参加することが大切です。 

 東京消防庁では、①住宅の防火防災診断、

住宅用防災機器等の普及などの住宅防火対

策、②要配慮者に対する地域協力体制づく

り、居住環境安全化の推進や通報手段の確

保等の防災福祉対策、③日常生活において

生じる事故の再発防止、未然防止を図るた

めの都民生活事故対策、④都民のニーズに

応じた防火防災訓練等、地域とともに進め

る安全対策を推進し、都民生活の安全確保

と災害に強い安心して住めるまちづくりに

努めています。 

 また、都民の防災行動力を高めるため、

池袋、本所、立川に都民防災教育センター

を設置し、地震や煙からの避難などの体験

を通した防災教育指導を行っているほか、

東京消防庁音楽隊の演奏活動や消防防災資

料センターの展示を通して防火防災知識の

普及に努めています。 

 

 

 

１ 防火防災意識及び防災行動力の向上 

日常生活における火災等の災害防止と

地震時における都民の防災行動力の向上

を図るため、各町会・自治会等の自主防

災組織を中心に、起震車等の訓練用資器

材を活用して、身体防護、出火防止、初

期消火、救出・救護等の訓練指導を行っ

ています。 

また、池袋・本所・立川の各都民防災

教育センターを活用して防災体験学習、

防災週間等の企画展示等を実施し、防火

防災意識の向上に努めています。 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５節 自主防災行動力を高めるために 

応急救護訓練 写真 73 

防火防災訓練 写真 74

都民に対する防災指導 ５－１



  
 

町会・自治会 防災市民組織 女性防火組織 その他の団体 合   計

防災訓練 
実施件数 9,403 件 1,128 件 227 件 9,812 件 17,779 件

参加人員 612,576 人 31,761 人 4,139 人 1,482,877 人 2,131,353 人

※一度の訓練に複数の団体が参加している場合があるため、各団体の実施件数の総和は合計と一致しない。 

 

 

池 袋 都 民 防 災 教 育 セ ン タ ー  75,505 人

本 所 都 民 防 災 教 育 セ ン タ ー  111,916 人

立 川 都 民 防 災 教 育 セ ン タ ー  101,007 人

来 館 人 員 合 計  288,428 人

２ 応急救護知識・技術の普及 

都民に対する応急手当の普及啓発は、

救命や震災対策を踏まえた自主救護能力

の向上を図る上からも極めて重要です。 

このことから、東京消防庁では都民に

応急手当の知識、技術を普及するため、

救命講習を中心に各種講習会を開催する

など、応急手当の普及業務を積極的に推

進しています。 

特に、心肺蘇生などの実施促進を図る

ために、公益財団法人東京防災救急協会

と連携し、より効果的な応急手当の普及

啓発に努めています。 

さらに、応急手当の普及業務を効果的

に推進するため、訓練用人形の整備や 

パンフレット、リーフレットの製作など、

普及用資器材の整備、充実を図っていま

す。 

 

３ 日常生活の安全 

 ⑴ 住宅防火対策 

住宅からの出火は、建物から出火し

た火災の約6割占めており、火災による

死者も住宅火災から数多く発生してい

ることから、関係行政機関・団体等と連

携し、防火意識の高揚、安全な火気器具

の使用、住宅用火災警報器をはじめと

する住宅用防災機器等の普及など、住

まいの安全を図るための総合的な対策

を行っています。 

 ⑵ 放火火災予防対策 

放火による火災を防ぐため、都民に

対し、物置など人のいない場所の管理

の徹底、可燃物の整理整頓、夜間照明の 

確保などを指導するとともに、放火さ

れにくい環境づくりを町会・自治会、関

係機関等と連携して推進しています。 

 ⑶ 生活用品からの事故防止対策 

エアゾール缶やカセットボンベ、エ

スカレーターなど、都民の日常生活に

は火災や救急事故の要因となる多くの

潜在危険があります。このため、事故の

防火防災訓練実施状況（対象別・防災館を除く）（平成 28 年度中） 第 5-1 表 

都民防災教育センターの利用状況（平成 28 年度中） 第 5-2 表 



 

原因や傾向などを調査分析して生活用

品の適正な使用方法などについて指導

しています。 

 ⑷ 都民生活事故防止対策 

救急活動等を通じて得た事故情報か

ら潜在危険の抽出及び分析を行い、都

民、事業者等に向け発信し、日常生活に

おいて生ずる事故の未然防止を図って

います。 

 

４ 要配慮者の安全確保 

超高齢社会の進展により、平成29年1月

現在、都内における高齢者人口は総人口

の22.5パーセントを占め、今後もその増

加が見込まれており、高齢者、障害者等

の特に配慮を要する人々（要配慮者）の

安全の確保はますます重要になっていま

す。 

⑴ 要配慮者に対する地域協力体制づく 

りと居住環境安全化の推進 

東京消防庁では、地域が一体となっ

た防火防災対策の推進による安全・安

心の実現を目標に掲げ、区市町村、社会

福祉協議会等の福祉関係機関、町会・自

治会等と積極的に連携を図り、要配慮

者の生活実態に応じた防火防災対策を

推進しています。具体的には、要配慮者

世帯を対象とした総合的な防火防災診

断の推進、要配慮者対応を取り入れた

防火防災訓練の促進、署住宅防火防災

対策推進協議会を中心とした区市町村

及び協力関係機関との緊密な連携によ

る協力体制づくり、要配慮者情報の共

有化及び有効活用の推進、要配慮者を

多数収容している社会福祉施設等と地

元町会・自治会、防災市民組織、事業所

等との災害時の応援協定締結と定期的

な訓練の実施等を図ることにより、地

域の実情に応じた効果的な要配慮者の

居住環境の安全化を進めています。 

⑵ 要配慮者の安全を確保する通報手段 

東京消防庁では、ファクシミリによ

る119番通報、携帯電話・スマートフォ

ンからウェブ機能を活用して通報でき

る緊急ネット通報を整備し、通報内容

により直ちに救急車やポンプ車を出場

させるなどして、要配慮者の安全確保

を図っています。 

また、東京都や区市町村と連携し、緊

急通報システムや火災安全システムを

整備しています。緊急通報システムは、

家庭内で急病などの緊急事態が発生し

た場合、専用通報機のボタン等を押す

ことにより東京消防庁に通報され、直

ちに救急車やポンプ車が出場するもの

です。対象となる方は、高齢者の一人暮

らしなどで病弱な方や18歳以上の一人

暮らしなどで障害程度が重い方などで

す。 

火災安全システムは、火災が発生し

た場合、屋内に設置された住宅用火災

警報器により火災を発見し、東京消防

庁に自動的に通報され、直ちにポンプ

車が出場するとともに、屋外警報装置

が作動することにより周囲に火災を知

らせるものです。なお、屋外警報装置は

設けないこともできます。対象となる

方は、防火等の配慮が必要な一人暮ら



しなどの高齢者、18歳以上の一人暮ら

しで障害程度が重い方などです。 

 

５ 災害時支援ボランティアの育成 

震災等の災害発生時、海外では民間人

による積極的なボランティア活動が行わ

れ、また、国内でも、平成7年1月に発生

した阪神・淡路大震災では、多くのボラ

ンティアが全国から駆けつけるなど、被

災者救援に大きな貢献をしました。 

地震等災害発生に伴う被害の軽減を図

るためには、既存の消防力に加え、ボラ

ンティアと協働することが重要であると

いう観点から、東京消防庁では、平成7年

7月に「東京消防庁災害時支援ボランティ

ア」制度を全国に先駆けて導入しました。 

この制度は、都民や都内に勤務、通学

する15歳以上（中学生を除く）の方で、

応急救護等の災害活動支援に必要な知

識・技術を有する方を対象とした事前登

録制の専門ボランティアです。また、平

成18年7月には、災害活動経験が豊富な当

庁職員退職者を登録する「ボランティア

マスターズ」制度を導入しました。 

活動としては、東京都内に震度6弱以上

の地震が発生した場合及び大規模な自然

災害や事故等が発生した時に都内の各消

防署に自主的に参集し、主に消防隊が行

う消防活動の支援や消防署内での後方支

援活動にあたります。 

災害時支援ボランティアには、約

15,000人の方が登録しています。各消防

署では、年間を通じてボランティア育成

講習や訓練を実施しています。さらに、

本庁主管課では、リーダー又はコーディ

ネーターを養成する講習やコーディネー

ターを目指すリーダーのための育成講習、

模擬倒壊家屋等を活用した実践的な合同

訓練を通して、支援活動能力の一層の向

上に努めています。 

 

６ 幼児期からの総合防災教育 

東京消防庁では、幼児期から社会人に

至るまでの児童・生徒等に対し、地震や

火災に関する防火防災教育や日常生活に

おける不慮の事故防止に関する教育を発

達段階に応じて実施しており、これを「総

合防災教育」と呼んでいます。幼児期か

ら継続的に総合防災教育を推進していく

ことは、地震、火災及び日常生活に生ず

る事故に対して児童・生徒等が自らの防

災行動力や危険回避能力を高めるととも

に、家庭や地域の防災行動力の向上及び

将来における地域防災の担い手の確保に

繋がります。総合防災教育は、主に学校

等の授業や行事の際に、消防職員・消防

団員を中心に地域の方々の協力を得て行

われており、発達段階に最も適した防災

教育教材や訓練資器材を活用した効果的

な防火防災教育を行っています。 

 

７ 自主防災組織等の育成 

東京消防庁では、次の自主防災組織等

に対して、組織活動を通じて防火防災意

識の高揚や防災行動力の向上を図るため

の指導を行っています。 

 



 

 
 

自主防災組織等 対 象 ・ 目 的 等 組織数・人員等 

防 災 市 民 組 織 

 地域社会の中で、町会・自治会をベースに、

地域の人々が協力し合って災害に立ち向かう

ことを目的として結成された組織 

6,884 組織、 4,009,879 人

（平成 28 年 4 月 1 日現在）

女 性 防 火 組 織 

 女性を対象とし、防火防災に関する知識、技

術を身に付け、地域住民に対する防火防災思想

の普及に寄与することを目的として結成され

た組織 

81 組織、16,157 人

（平成 29 年 4 月 1 日現在）

消 防 少 年 団 

 小学１年生から高校３年生までの児童及び生

徒を対象とし、防火防災に関する知識、技術を身

に付け、地域住民に対する防火防災思想の普及

に寄与することを目的として結成された組織  

80 団、4,640 人

（平成 29 年 5 月 1 日現在）

幼年消防クラブ 

 幼稚園・保育園を単位として、園長等が中心

となって防火防災教育を行うことを目的とし

て結成された組織 

1,564 クラブ、193,880 人

（平成 29 年 5 月 1 日現在）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

トピックス ４ 

総合的な防火防災診断 

  

東京消防庁では、地域が一体となった防火防災対策による安全・安心の実現を掲

げ、区市町村、町会自治会、地域包括支援センター、社会福祉協議会、民生児童委

員等の関係機関と積極的に連携して、要配慮者に対する各種防火防災対策を推進し

ています。 

その中の一つの事業である「総合的な防火防災診断」は、高齢者、障害者の方な

ど災害発生時に支援が必要な方のお宅を消防職員が戸別に訪問し、火災、震災、家

庭内事故等の危険性をチェックし、安全・安心な生活を送るためのアドバイスなど

を行うもので、東京消防庁管内の全消防署で実施しています。 

自主防災組織等の現況（東京消防庁管内） 第 5-3 表 



 

 

 

１ 広報活動 

消防広報は、消防の実態や各種施策を

正しく都民に伝え、理解と協力を得ると

ともに、都民の要望・意見等を消防行政

に反映するための活動です。そのため

に、広報紙、ポスター、パンフレット等

を作成しているほか、ホームページや

ソーシャルメディアを活用し、災害や防

火防災に関する消防情報を提供していま

す。 

また、新聞、ラジオ、テレビなどの報

道機関に対し、社会のニーズを捉えたタ

イムリーな情報提供、広報協力を積極的

に行うとともに、各種イベント、展示会、

キャンペーン、火災予防運動等を通じた

防火防災思想の普及など、積極的な広報

活動を展開しています。 

特に、東京消防庁では、消防行政に関

わる各種施策を実現するために、都民の

意識や行動に働き掛ける政策広報を組織

が一体となって、強力に推進しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 消防音楽隊及びカラーガーズ隊による 

広報活動 

東京消防庁音楽隊は、昭和 24 年 7 月

16 日に日本初の消防音楽隊として発足

し、今年で創立 68 年を迎えます。 

平成 2 年から開催している定期演奏会

「都民と消防のふれあいコンサート」や

昨年 900 回目を迎えた日比谷公園小音楽

堂での「金曜コンサート」をはじめ、当

庁の行事やコンサート、地域からの要請

消防広報・広聴 ５－２ 
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によるイベントなど、年間約 200 回以上

の演奏活動を通じて防火、防災への備え

と協力を呼びかけ「世界一安全安心な都

市・東京」を目指し、思いやりのある心

温まる社会の実現に貢献しています。 

また、カラーガーズ隊は、昭和 61 年

4 月に発足し昨年 30 周年を迎えました｡

当庁に勤務する女性職員で編成され、音

楽隊とともに消防出初式や各種イベント

等に参加し規律ある爽やかなフラッグ演

技を披露し、多くの都民の皆様に親しま

れています。 

 

 

区 分 庁 内 関 係 
庁  外  関  係 

合 計
都 関 係 官公庁関係 一 般 

演 奏 回 数 116 回 35 回 35 回 71 回 257 回

聴 衆 人 員 41,505 人 39,430 人 33,750 人 354,500 人 469,185 人

３ 消防博物館を通した広報活動 

東京消防庁消防防災資料センター（通

称「消防博物館」）では、消防に関する歴

史的資料の展示等を通じた防火防災教育

により、あらゆる年代の都民の防火防災

への興味を喚起し、消防への理解を深め、

防火防災知識及び防災行動力の向上を

図っています。 

平成 28 年に世界最大の旅行口コミサ

イト「トリップアドバイザー」のエクセ

レンス認証 2016 を 2 年連続で受賞し、28

年度来館者数は、平成 4 年 12 月の開館以

来過去最高の 212,932 人を記録し、その

うち外国人は初めて 1 万人を超えました。 

 

４ 消防施設等における体験学習 

東京都の「わく（Work）わく（Work）

Week Tokyo（中学生の職場体験）」事業

や、「こころの東京革命行動プラン」事 

業の一環として、消防署等の施設見学や

体験学習を通して、社会奉仕や命の尊さ

を伝え、児童・生徒の心の育成を図ると

ともに、併せて防火防災思想の普及啓発、

防災行動力の向上、消防への理解浸透を

図っています。 

 

５ 防火・防災及び救急に関する主な行事 

⑴ 防災とボランティアの日と防災とボ

ランティア週間 

平成 7 年 1 月 17 日に発生した阪神・

淡路大震災では、全国から駆けつけた

多くのボランティアが被災者の支援に

重要な役割を果たしました。 

1 月 17 日の「防災とボランティアの

日」、1 月 15 日から 21 日までの「防災

とボランティア週間」には、各消防署

で行事等が行われ、都民に対し災害時

におけるボランティア活動への理解と

災害への備えの充実強化を図っていま

す。 

消防音楽隊の演奏活動（平成 28 年中） 第 5-4 表 



 

 

⑵ Tokyo消防団の日 

広く都民に対して消防団の存在や活

動を紹介し、併せて、消防団員の確保

による各消防団の組織力や活動体制の

充実強化を図るため、1月15日を「Tokyo

消防団の日」と定めています。 

⑶ 文化財防火デー 

1月26日の「文化財防火デー」を中心

として、先人の残した貴重な文化遺産

を火災等の災害から守るため、文化財

等の消防用設備等の点検や消防演習な

どを実施しています。これは、昭和24

年1月26日の法隆寺金堂火災を教訓と

して始められたもので、関係者や周辺

地域住民に対して文化財を守るための

防火防災体制の充実強化や文化財に対

する防火意識の高揚を図っています。 

⑷ 火災予防運動 

毎年、春は車両・船舶等の乗物火災、

山火事及び建物火災の予防を目的とし

て、3月1日から3月7日までの一週間、

秋は建物火災の多発期を前に火災への

警戒を呼びかけるため、11月9日から11

月15日までの一週間、それぞれ火災予

防運動を実施しています。 

この運動は、各消防署がそれぞれの

地域で防火防災講演会や消防訓練・演

習などを展開し、都民の防火防災意識

の高揚と防災行動力の向上を図るもの

で、平成28年中は延べ281万人の都民が

参加しました。 

⑸ はたらく消防の写生会 

毎年4月から5月末にかけて、東京消

防庁管内の小中学校の児童・生徒を対

象に消防車両等の写生会を実施してい

ます。これは、消防隊員や消防車両な

どの写生画、火災予防や地震対策など

を表現するポスター及び未来の消防イ

メージ図画を描くことにより、消防の

仕事への関心を高め、防火防災意識の

育成・向上を図るために行っているも

のです。また、作品の展示を通して、

広く防火防災思想の普及を図っていま

す。 

⑹ 水の消防ページェント 

5月中旬に東京港の開港を記念して

行われる「東京みなと祭」に併せ、「水

の消防ページェント」を開催していま

す。船舶の火災予防や水難事故の防止

を呼びかけ消防艇と消防ヘリコプター

等による船舶火災の消火や水難救助の

消防演技などを実施し、東京港の安全

を守る消防の仕事や消防装備を広く紹

介しています。 

⑺ 危険物安全週間 

平成2年度から、毎年6月の第2週を

「危険物安全週間」としています。危

険物関係事業所における自主保安体制

を確立し、危険物に係る火災や流出事

故などを未然に防ぐことを目的に、期

間中関係事業所の自衛消防訓練、危険

物保安監督者等に対する講習、危険物

災害を想定した消防演習などを行って

います。 

また、都民に対し身の回りの危険物

品の性状や正しい取扱いなどをお知ら

せしています。 

 



 

 

⑻ 防災の日と防災週間 

大正12年に関東大震災が発生した9

月1日「防災の日」を中心として、8月

30日から9月5日までの「防災週間」に

おいては、関係機関の協力や多くの都

民の参加を得て、防災行動力の向上を

図るための総合的な防災訓練や防災イ

ベント等を実施しています。 

⑼ 救急の日と救急医療週間 

9月9日の「救急の日」及びこの日を含

む一週間を「救急医療週間」とし、都

民の方々に、救急医療及び救急業務に

対する理解と認識を深めていただくた

め、応急手当や救急車の適正な利用な

どについての講習会や講演会を開催し

ています。 

⑽ 119番の日 

昭和62年から11月9日を「119番の日」

と定め、秋の火災予防運動に併せ、消

防業務への正しい理解と携帯電話を含

めた適切な119番通報要領の普及を

図っています。 

⑾ 東京消防庁防火防災標語の公募 

都民とともに防火防災を推進してい

くことを目的として、東京が抱える消

防行政上の課題をテーマに、毎年度都

民から標語を募集しています。 

平成27年度は「家族や地域を災害か

ら守る防災標語」、「危険物災害の防

止に関する危険物安全標語」、平成28

年度は「住宅からの火災を防ぐ防火標

語」、「大切な命を救う救急標語」の公

募を行いました。 

 

６ 広聴活動 

⑴ 都民相談窓口 

当庁では、都民の意見や要望等を広

く消防行政に取り入れるため、広報課

のほか、各消防署・分署・出張所に都

民相談窓口を設けています。 

平成28年中の広聴件数は7,502件（前

年に比べ636件減）で、「感謝」が2,793

件と最も多く、広聴件数全体の37.2％

を占めています。 

また、種別ごとの広聴件数は「感謝」

に次いで多い順に「問合せ」1,257件（全

体の16.8％）、「要望」1,109件（14.8％）、

「相談」817件（10.9％）、「苦情」759

件（10.1％）、「意見」363件（4.8％）、

「情報」205件（2.7％）、「その他」199

件（2.7％）です。 

平成28年10月受付分から、当庁ホー

ムページ（情報公開ポータルサイト）

において、件数及び対応事例を毎月公

表しています。 

⑵ 消防に関する世論調査・インター

ネット調査 

都民の消防行政や防災に関する認識、

防災に関する平素の備えの実態及び消

防行政に関する意見や要望を把握し、

消防行政へ反映するため、平成元年か

ら当庁管内在住の男女を対象に毎年１

回世論調査を、平成16年からは年5回程

度インターネットモニターに対するア

ンケート調査を実施しています。調査

項目は、地震に関すること、火災予防 

に関すること、自主防災に関すること、

救急に関すること、災害時に支援が必



 

 

要な方に関すること等です。 

⑶ イベント会場におけるアンケート 

出初式をはじめとする各種イベント

等の来場者から感想や意見などを伺い、

より多くの都民に親しまれる催しとす

るための基礎資料として活用していま

す。 

⑷ 東京消防庁ホームページ 

当庁では、消防への理解と協力を求

めるため、東京消防庁ホームページア

ドレス(http://www.tfd.metro.tokyo.jp）を

設け、各種施策をはじめ、優良防火対

象物の認定一覧、災害情報、生活安心

情報、行事案内、採用案内、救急病院

案内、電子図書館、電子学習室、キッ

ズコーナーなど、消防行政に関する

様々な情報を都民に提供しています。

また、インターネットメールで、消防

に対する意見や要望等を幅広く受け付

けています。 

平成28年中には、東京都の公式ホー 

 

 

 

ムページ作成に関する統一基準に基づ

き、ホームページのデザイン統一を図

りました。 

また、都民が求める情報の内容と量

の拡大、都民目線での使いやすさ・使

い勝手の良さを考慮し、トップページ

の更新及び情報公開ポータルを開設し

ました。 

平成 28 年中における東京消防庁

ホームページへのアクセス延べ件数は、

52,263,767 件となっており、今後も都

民のニーズに合わせた情報発信を行っ

てまいります。 
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トピックス ５ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 当庁における行政広報の更なる推進を図るため、即時性があり、都民に対してより

広い情報伝達が期待できるソーシャルメディアを活用した情報提供として、Twitter

（ツイッター）や、Facebook（フェイスブック）ページを運用しています。 

 

【ツイッター】      

http://twitter.com/Tokyo_Fire_D 

● アカウント名 Tokyo_Fire_D  

（Tokyo と Fire と D の間はアンダーバー） 

米国ツイッター社の認証済みアカウントマーク  

を取得済み 

● ユーザー名 東京消防庁 

 

【フェイスブックページ】 

http://www.facebook.com/TokyoFireDepartment 

● アカウント名 東京消防庁 

東京消防庁ソーシャルメディア 

 時節に応じた情報や、イベント情報などを発信していま

したが、中でも救助（救命）協力者の捜索や救急機動部隊

発隊式の様子に多くの「いいね！」が集まりました。 

ツイッターでは、災害の速報が注目され、フェイスブッ

クではイベントの案内に人気が集まりました。 

今後も、より都民の皆さまに寄り添い、理解を深めてい

ただくための広報活動を推進してまいります。 

事例 

紹介 
 28 年中、反響が大きかった投稿記事！ 



 

 

市町村の消防事務は、消防組織法に基づ

いて、各市町村が自ら責任をもって行うこ

とになっています。 

しかしながら、多摩地域の急速な市街地

化に伴い、行政需要が著しく増え、市町村

が独自に消防責任を果たすよりも一体的に

処理することが消防行政上望ましいと考え

られ、昭和 35 年以降逐次、東京消防庁へ消

防事務が委託されました。 

また、平成 20 年 3 月 31 日、東京都にお

いて｢東京都消防広域化推進計画｣が策定さ

れ、未受託地域であった東久留米市及び稲

城市の 2 市が広域化対象とされ、平成 22 年

4 月 1 日に東久留米市が東京消防庁へ消防

事務を委託しました。 

一方、島しょ地域の消防は、町村の責任

において実施されていますが、東京消防庁

では、危険物行政やヘリコプターによる救

急活動などの行政の補完を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多摩地域の消防は、かつては特別区と一

体的に処理されていましたが、昭和 23 年

｢消防組織法｣の施行に伴い、自治体消防と

して分離独立し市町村がそれぞれ消防責任

を負うことになりました。 

一方、特別区は、その特殊性から 23 区が

一つの市とみなされ、一体的に消防責任を

有することとなり、東京都においては特別

区の消防及び多摩地域における市町村消防

の二つの体制から出発しました。 

その後、特別区と多摩地域との間に行財

政面において格差が生じてきたため、各市

町村から消防事務の統一的処理を望む声が

強くなり、次のような理由から消防力の強

化に関する陳情がなされました。 

○ 東京都の消防は、昭和 23 年まで警視庁

消防部により一括管理されていたこと。 

○ 自治体ごとの単独消防組織では、消防

力の有機的機能が発揮できないこと。 

○ 消防本部未設置市町村との消防相互応

援協定が困難なこと。 

○ 多くの市町村には、国有、都有の消防

対象物が多数存在するため、市町村のみ

に消防責任を負わすことに不合理があ

ること。 

○ 各市町村とも財政負担の増大に伴い

財政難であること。 

○ 市町村間の人事交流が不可能なため、

士気が停滞していること。 

第６節 多摩と島しょ地域の消防体制 
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しかしながら、現行法は、市町村が消防

責任を果たすことを規定しており、した

がってこの枠内で消防事務の広域処理の方

法を検討した結果｢事務委託方式｣が適当で

あるということになり、昭和 35 年から消防

事務（消防団事務及び消防水利事務を除く。）

の受託がはじまりました。 

 

 

 

 

 

受託年月日 受 託 市 町 村 
受 託 時 の 消 防 力 

署所 職員 ポンプ車 化学車 はしご車 救急車 救助車

昭和 35 年 4 月 1 日

立川市   昭島市 

国立市   小平市 

国分寺市  小金井市

三鷹市   田無市 

武蔵野市  保谷市 

調布市   府中市 

日野市   町田市 

八王子市  青梅市 

16 市 31 666 43 － － 7 －

昭和 45 年 4 月 1 日 東村山市 1 市 1 65 3 － － 1 －

昭和 48 年 4 月 1 日
福生市   羽村町 

瑞穂町 

1 市

2 町
3 99 4 1 － 1 －

昭和 49 年 4 月 1 日

狛江市   東大和市

武蔵村山市 清瀬市 

秋川市   日の出町

五日市町  檜原村 

奥多摩町 

5 市

3 町

1 村

10 413 14 2 2 6 －

昭和 50 年 8 月 1 日 多摩市 1 市 1 100 3 1 1 2 －

平成 7 年 9 月 1 日
あきる野市 

（秋川市と五日市町が合併）
1 市 － － － － － － －

平成 13 年 1 月 21 日
西東京市 

（保谷市と田無市合併）
1 市 － － － － － － －

平成 22 年 4 月 1 日 東久留米市 1 市 2 132 2 － 1 2 1

計 25 市  3 町  1 村 48 1,475 69 4 4 19 1

増   強   数 34 3,116 63 8 19 54 8 

航 空 隊 2 112 0 0 0 0 0

第 八 消 防 方 面 本 部 消 防 救 助 機 動 部 隊 1 63 0 1 0 0 1

第 九 消 防 方 面 本 部 消 防 救 助 機 動 部 隊 1 63 1 0 0 1 1

消 防 署 所 の 増 強 等 30 2,878 62 7 19 53 6

現有数（平成 29 年 4 月 1 日現在） 82 4,591 132 12 23 73 9

１ 救助車の現有数は、第九消防方面本部消防救助機動部隊に配置する救助車（震災対策
用）を現有数に計上する。消防力とは別に、第八消防方面本部消防救助機動部隊に救助車
（震災対策用）が1台、救助車（航空機積載用）が2台ある。 

２  職員数は平成29年4月1日現在の数値を示す。なお、航空隊については、2拠点（江東・多
摩）を一体として運用していることから、署所及び職員数を特別区と受託地区で分けるこ
とができないため、航空隊に配置されている総数を計上した。 

３ 第九消防方面本部消防救助機動部隊の非常用救急車は救急車として計上している。 

受託外市

（25市 3 町 1 村）

稲城市

特

別

区

受託消防推移と現況（受託市町村 ２５市３町１村） 第 6-1 表 

受託地域 第 6-1 図



 

 

 

 

１ 消防の概要 

島しょ地域は、大島町をはじめ2町7村

からなっています。近年、これらの地域

においても消防の常備化が促進され、現

在、大島町、八丈町及び三宅村には消防

本部が置かれていますが、そのほかの所

では未整備となっています。 

東京消防庁では、島しょ地域の危険物

の許認可事務等を処理するとともに消防

職・団員の教育訓練に対する支援及び協

力を行っています。 

 

２ 救急活動等 

島しょ地域で発生した救急事案のうち、

島の医療施設で重症患者等の受入れが困

難で専門治療が必要な場合には、ヘリコ

プターにより高度医療設備が整った医療

機関に搬送する必要があります。 

東京消防庁では、島しょ地域（伊豆諸

島）の救急業務を補完するため、昭和57 

年4月1日に締結した「島しょにおける救

急患者等の搬送業務の役割分担に関する

協定」に基づき、島しょ町村長の要請に

基づく支庁からの通報等により、ヘリコ

プターによる救急患者の搬送を実施して

います。伊豆諸島における夜間の救急患

者搬送については、平成13年度から順次

開始し、平成15年度には伊豆諸島全域で

可能となりました。 

さらに平成19年度から島しょ地域のメ

ディカルコントロール体制が整備され、

高度な救命処置をする救急体制が確立さ

れました。 

また、平成19年12月1日より「東京型ド

クターへリ」を運用し、島しょ地区の救

急体制を充実・強化しています。 

平成26年12月には、島しょ地域からの

救急患者搬送件数が累計7,000件に達し

ました。 

なお、昭和55年4月より「行政ヘリコプ

ター運航要綱」に基づき、物資の緊急輸

送なども行っています。 

 

 

区 分 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

件数 人員 件数 人員 件数 人員 件数 人員 件数 人員

総 数 425 318 442 325 430 318 343 263 391 282

大 島 
神 津 島 
利 島 
三 宅 島 
式 根 島 
新 島 
御 蔵 島 
八 丈 島 
青 ヶ 島 
そ の 他 

93 
43 
3 

56 
12 
27 
2 

22 
4 

163 

92 
42 
3 

54 
12 
26 
2 

22 
4 

61 

78 
39 
3 

46 
9 

33 
3 

39 
4 

188 

73
39
3

44
8

31
3

37
4

83

88
33
4

56
5

18
2

49
6

169

84
30
3

52
4

18
2

44
6

75

73
23
4

60
15
19
2

31
1

115

68 
19 
4 

55 
15 
19 
1 

28 
1 

53 

69 
23 
8 

42 
5 

24 
2 

51 
2 

165 

67
20
7

39
5

23
2

46
2

71

 

島しょ等における救急患者等の搬送状況（過去５年間の出場件数及び搬送人員
の推移） 

第 6-2 表 

島しょ地域の消防事情 ６－２ 



 

 

 

 

東京消防庁では、あらゆる災害に対処で

きるよう組織的な体制づくりを進めていま

す。 

災害に関する情報を受信し、即時に消防

部隊を出場させるための消防通信体制の充

実をはじめとして、消防署所等においては

災害に備え実戦的な訓練、演習を実施し、

精強な消防部隊の育成を図っています。 

消防技術安全所では、本庁各部が災害活

動、予防業務等に関する各種施策を構築す

るにあたり、科学的見地に立脚した技術改

良及び各種検証を行い、得られた成果を活

用して消防部隊、職員等に対し技術、情報

等の提供を行っています。 

また、装備工場では、災害に対応する様々

な車両や機械器具の維持管理が独自に行え

るようにしています。 

また、質の高い行政サービスを提供する

ためには、職員一人ひとりの知識、技術を

向上させなければなりません。このため、

消防学校では、新規採用の職員に対する初

任教育をはじめ、幹部教育や各種の専門教

育を行っており資質の高い消防職員の育成

に努めています。震災等大災害が発生した

場合に、その初動体制を確立するため、消

防職員待機宿舎を整備しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 消防通信 

刻一刻と変化する災害に迅速かつ適切

に対応するため、また、多岐にわたる行

政事務を効率的に進めるために、消防通

信は重要な役割を果たしています。 

東京消防庁では、震災等の非常時でも

消防通信が確保できるよう、信頼性•安全

性・確実性の向上を基本理念とする災害

に強い通信網を構築しています。 

⑴ 有線通信系 

〇有線通信回線 

有線通信回線には、都民から火災、

救急等の災害通報を受信する消防通

報用電話(119 番）)、消防部隊へ出場を

指令する指令電話、消防業務上の事務

連絡に使用する消防電話及び加入電

話などがあります。 

⑵ 無線通信系 

○ 固定通信系 

固定通信系には、本部庁舎と中継 

所等を結び、消防電話回線や基地局

無線機の遠隔制御などに使用する多

重無線、本部庁舎から方面本部・消防

署所へ各種情報を伝達する同報無線

などがあります。 

○ 移動通信系 

移動通信系には、災害現場の消防

部隊と警防本部を結ぶ車載無線、災

害現場における指揮命令及び情報伝

達に用いる携帯無線、山岳救助活動

第７節 災害に備える体制づくり 

災害救急情報センター 写真 79 

情報通信体制 ７－１



 

等の現場指揮本部と警防本部を結ぶ

可搬無線などがあります。 

○ 映像伝送 

ヘリコプターにはテレビカメラ及

び映像電送装置が搭載され、災害映

像をリアルタイムで警防本部へ送る

ことができます。また、現場指揮本部

でも可搬型受信機により、上空から

の映像を確認することができます。 

⑶ 衛星通信 

震災等により有線通信系や無線通信

系が途絶した場合でも、通信衛星を活

用して通信を確保します。 

本部庁舎と方面本部間には消防電話

のほか、映像伝送及びテレビ会議を行

うことができる高度衛星通信ネット

ワーク、本部庁舎と他の防災機関との

間で音声や映像の送受信ができる地域

衛星通信ネットワークなどがあります。 

このほか、各方面本部・消防署には、

衛星携帯電話を整備しています。 

 

２ 指令管制システム 

平成 27 年 2 月に、これまで運用されて

いた災害救急情報システムと部隊運用装

置を統合更新し、指令管制システムとし

て運用を開始しました。 

本部庁舎（特別区）及び立川消防合同

庁舎（多摩地区）の 2 か所に設置された

災害救急情報センターにおいて、それぞ

れの地区の 119 番通報の受信、災害の種

別や規模などに応じた、出場計画又は

GPS(位置情報システム）による出場部隊

の編成、消防署所及び消防部隊への出場

指令等を行うための機能を有しており、

消防署所、消防部隊、救急相談センター

等に配置された機器と連動し、複雑多様

化する災害や増大する救急需要等に対処

するため消防活動の支援を行っています。 

 

３ 総合情報処理システム 

東京消防庁では、増大する消防行政需

要や各種災害に、より迅速・的確に対応す

ることを目的として、昭和 51 年の本部庁

舎の完成に合わせて汎用コンピュータを

導入し、「災害救急情報システム」の運用

を開始しました。その後、消防対象物等の

建物情報をシステム化した「総合予防情

報システム」や「事務管理システム」等を

開発し、情報社会の進展に対応するシス

テム構築を行っています。 

平成 21 年には、災害救急情報システム

と分離し、独立したサーバ等機器及び広

域イーサネットを活用したネットワーク

により、総合情報処理システムとして全

面的な更新を行い、システムの Web 化や

情報セキュリティの強化などの整備を行

いました。 

平成 27 年には、消防電話ネットワーク

と統合し、ネットワークの冗長化を図る

ことにより信頼性を高め、安定した行政

運営を担う情報基盤を整備しています。 

これからも、消防業務の効果的な推進

と行政サービスの充実に向けたシステム

の開発を進めていきます。 

なお、主な情報処理システムは、次のと

おりです。 

 



 

⑴ 総合予防情報システム 

ア 都民サービスの向上 

総合予防情報システムは、建物情

報等の管理と各種届出や講習受付等

の事務をオンライン化することによ

り、窓口サービスの迅速化を実現し

ています。 

イ 災害発生時における消防活動支援 

指令管制システムと連動して建物、

危険物施設等の情報を災害現場で活 

動する消防部隊へ迅速に提供し、消

防活動を効率的かつ効果的に支援し

ます。 

 

 

 

 

⑵ 事務管理システム 

総務、人事、警防、救急等の体系づ

けられた約 20 の情報処理システムを

運用し、都民や庁内に対して各種情報

の提供を行うとともに、消防行政推進

のための各種調査、分析等の統計処理

及び行政施策に係る意志決定支援など

に活用しています。 

また、各々の情報処理システムにつ

いては、許可された職員以外に対するア

クセス制限を設け、厳格な監視下におい

て運用する等、情報セキュリティの強化

を図っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指令管制システムの概要 第 7-1 図 



 

  

 

複雑多様化する都市型災害の状況を踏ま

えて、火災、救助及び地震等の各種自然災害

などの状況を的確に把握して、投入した消防

力を組織的かつ効率的に運用するためには、

実災害に即した訓練は不可欠です。 

 このため、災害現場における濃煙、熱気、

高所及び暗所等の実災害に近い環境におい

て、保有する消防車両、装備、資器材等の能

力を最大限に発揮するため、日々、消火活動

訓練、救助活動訓練、ＮＢＣ災害対応訓練な

どを行っています。このような訓練を通じて、

安全、確実、迅速な人命救助や消火を行うた

めの気力と体力を養い、高度な消防活動技術

を備えた精強な消防部隊を育成しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

訓 練 ７－２ 

訓練の様子 写真 80



 

 

消防技術安全所では、災害が複雑多様化

するなかで、都民の安全を守り、安心を支

えるとともに、災害現場における消防隊員

の安全確保と効果的な活動を行うため、科

学的見地に立った技術改良と検証を実施し

ています。 

また、特異災害が発生した場合には、消

防部隊として災害現場へ出場し、現場指揮

本部に対する災害活動、安全管理について

の助言及び採取した試料の分析等の活動支

援を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
  

 

 

 

 

長周期地震等に伴う室内安全
に関する検証 

写真 81 延焼する室内に対する効果的
な放水方法の検証 

写真 82

濃度等の異なる危険物の性質
に関する検証 

写真 83 
消防活動時における効果的な
休息に関する検証 

写真 84

災害現場における活動支援 写真 85 災害現場における活動支援 写真 86

技術改良・検証 ７－３ 



技術改良・検証体制 

 消防技術安全所は、消防技術課、装備安全課、危険物質検証課及び活動安全課から構成

され、主な技術改良・検証業務は次のとおりです。 

 

 

技術改良・検証実施体系 事   業   名 

都民生活の安全

化に関する技術

改良・検証 

生活空間における火災、その他

災害危険の把握及びその安全化

に関する技術改良・検証 

○ 生活用品、材料・素材等の燃焼評価及び安

全化に関する技術改良・検証 

○ 地震等の振動に対する安全化に関する技

術改良・検証 

消防用設備等に関する技術改

良・検証 

○ 消火、警報、避難設備等に関する技術改良・

検証 

火気使用設備・器具の安全に関

する技術改良・検証 

○ 厨房、暖房等の設備・器具の安全化に関す

る技術改良・検証 

災害活動の効率

化、安全化に関

する技術改良・

検証 

消防装備に関する技術改良・ 

検証 

○ 個人装備品の安全性及び作業性に関する

技術改良・検証 

○ 放水器具、吸水器具に関する技術改良・検

証 

○ 消防車両等の構造等に関する技術改良・検

証 

消防隊員の活動に関する技術改

良・検証 

○ 消防隊員の安全管理及び生理・心理に関す

る技術改良・検証 

災害実態の分析 

・把握に関する

技術改良・検証 

火災性状、その他各種災害性状

に関する技術改良・検証 

○ 火災性状等に関する技術改良・検証 

○ 危険物、毒劇物等の災害防除に関する技術

改良・検証 

火災鑑定及び各

種業務 

火災鑑定業務 
○ 火災鑑定 

○ 火災鑑定手法の検証 

危険物に関する業務 
○ 危険物判定試験 

○ 危険物流出事故等の原因調査に係る分析測定

火災予防条例に基づく業務 

○ 対震安全装置性能試験の確認 

○ 危険物確認試験 

○ 住宅用火災警報器の性能調査 

各所属等の申請に基づく改良検

証業務 
○ 臨時改良検証 

災害現場における活動支援業務
○ 消防活動に対する助言・技術的支援及び試

料収集・分析測定 

消防機器等の考案審査 
○ 職員から申請された消防機器等の考案、改

良に関する審査等 

技術改良・検証実施体系 第 7-1 表 



 

 

装備工場は、大正10年に設立され、消防

部隊が使用する車両、器具等を常に最良の

状態に保つための点検、整備等を実施して

います。 

また、災害現場等で発生した車両、器具

等の故障や不具合に対し、災害現場に迅速

に出場し早急に修復することにより、円滑・

迅速な消防活動に寄与し、災害から都民の

生命・身体及び財産を守るための災害活動

組織として重要な位置付けとなっています。 

平常時は、ポンプ装置やはしご装置等を

有する消防車及び救急車等、約2,000台の車

両及びそれに積載してある消防器具を法令

等で定める点検と整備を実施しています。 

消防車両等に緊急のトラブルが発生した

場合は、昼夜を問わず災害現場や消防署へ

急行し、緊急整備を行うなど24時間体制で

消防隊をサポートしています。 

さらに、緊急消防援助隊として部隊が出

場する場合は装備工場工作隊を編成し、災

害現場にて整備活動等を実施しています。 

◇ 主な業務内容 

 装備工場では次のような業務を行って

います。 

○ 昼夜休日を問わない災害活動現場等

での消防車両等に対する緊急整備 

○ 法令及び内部基準に基づいた車両・

器具の点検・整備 

○ はしご装置やポンプ装置等の特殊装

置の点検・整備 

○ 消防機器の安全性、操作性向上のた

めの改造整備 

○ 呼吸用保護器具の定期点検整備及び

空気ボンベの充てん 

○ 点検・整備技術向上のための技術指  

導 

 

 

装備工場 写真 87 技術指導の様子 写真 88

装備工場 ７－４ 



 

 

１ 学校教育 

消防学校では、新しく採用された職員

の教育訓練をはじめ、幹部教育、各種の

専門教育を実施し、消防の担い手として

高度専門化する業務に的確に対応し、都

民の期待に応えられる消防職員の育成に

努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 教育内容 

⑴ 初任教育 

新たに採用した消防職員に対して、

職務上必要な基礎知識、技能の修得を

はじめ、強靱な気力・体力の練成、 

 

 

 

 

 

 

 

 

モラル、マナーの涵養等、実践的な知

識・行動力と豊かな人間性のある職員

の育成を目指した教育訓練を行ってい

ます。 

⑵ 管理者研修・幹部教育研修 

人格の陶冶、業務管理能力、部隊指

揮・統率力等、管理監督者として必要

な能力の伸張を図るための教育訓練を

行っています。 

⑶ 専科研修 

救急救命士の養成をはじめ、救助、

機関運用、化学災害などの業務に従事 

する職員に対し、それぞれ専門的な知

識、技術を修得させるための教育訓練

を行っています。 

⑷ 特別研修 

特定の業務に従事している職員に対

し、当該業務についての知識・技術を

修得させるために実務的訓練を行って

います。 

 

３ 委託教育 

 学校教育のほかに、外部の機関に委託

して行う教育があります。これは、東京

消防庁以外の教育機関に職員を派遣し、

必要な技術を修得させるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防学校での訓練 写真 89 

教 育 ７－５ 



 
 

※同等職の主事を含む 

教    育    種    別 
実施 

回数 
人員 

初 任 

教 育 

消防吏員 16 854

主事 1 12

管 理 者

研 修 

部長研修 1 20

参事等・署長・副本部長研修 1 101

署長任命予定者研修 2 24

本庁課長・副参事等・副署長等研修 2 144

副署長任命予定者研修 2 31

警防課長研修 1 93

予防課長研修 1 83

幹 部 

研 修 

上級幹部研修（消防司令長新任課程）※ 1 63

中級幹部研修（消防司令新任課程） ※ 3 199

初級幹部研修（消防司令補新任課程）※ 8 470

初級幹部研修（消防士長新任課程） ※ 5 721

専 科 

研 修 

特別救助技術研修 2 99

特別操作機関技術研修 4 80

ポンプ機関技術研修 7 244

機動二輪活動技術研修 1 10

救急救命士養成課程研修 1 50

救急救命士就業前研修 4 159

救急標準課程研修 4 238

特 別 

研 修 

経理関係事務特別研修（基礎課程） 1 33

経理関係事務特別研修（実務課程） 1 16

経理関係事務特別研修（管理課程） 1 16

情報通信システム指導者特別研修（情報課程） 1 81

情報通信システム指導者特別研修（通信課程） 1 80

特別消火中隊隊長特別研修 1 54

実火災体験型訓練指導者養成特別研修 2 22

ＮＢＣ災害基礎特別研修 2 98

救急救命士実務特別研修 2 91

救急隊長特別研修 3 180

救急救命士処置拡大(低血糖・ショック)特別研修 4 207

予防実務特別研修（基礎課程） 1 57

予防実務特別研修(査察、予防、防火管理、危険物)（専門課程） 6 243

予防実務特別研修(実務入門、技術向上）（火災調査課程） 2 120

予防実務特別研修(査察、予防、防火管理、危険物、調査)

（管理課程） 
5 205

機関員指導者養成特別研修 2 44

消防団教育訓練指導者特別研修 2 115

現任士長スキルアップ研修 1 98

現任副士長スキルアップ研修 1 98

合           計 106  5,553

学校教育の実施状況（平成２８年度中） 第 7-2 表 



 

 

区分 

委託機関 
教   育   内   容 

大 学 等 
消防防災科学、都市システム科学、防災・復興・危機管理、 

地域政策、情報システム学、リスク工学、経営学、国際火災科学等

消 防 大 学 校 
上級幹部科、幹部科、警防科、予防科、救急科、救助科、火災調査

科、危険物科、新任教官科等 

独立行政法人日本ス 

ポーツ振興センター 

国 立 登 山 研 修 所 

山岳遭難救助指導員養成研修 

労働局長登録教習機関 玉掛技能講習修了者養成研修、車両系建設機械運転士養成研修  

海 上 自 衛 隊 潜水指導員養成研修 

海技従事者養成機関 海技従事者養成委託研修、小型船舶操縦者養成委託研修 

航空従事者養成機関 
回転翼航空機計器飛行研修、回転翼航空機不時着水脱出訓練研修、

回転翼航空機操縦士養成研修、回転翼航空機整備士養成研修等 

大学医学部付属病院等 救命救急センター研修等 

そ の 他 
大型自動車免許取得研修、支援デブリーファー養成研修、英語対応

救急隊員育成英会話研修等 

 

 

消防職員待機宿舎は、震災等大規模災害

が発生した場合、指揮活動に必要不可欠な

職員や専門的知識・技術を有する職員、そ

の他初動態勢の確立に必要な職員等の人的

消防力を24時間体制で確保することを目的

に設けられた施設です。 

「指定待機宿舎」は災害時に最高作戦指

揮等に不可欠で、その職務上管轄区域内又

は一定の場所へ、強制的に入居を義務付け

られている職員が居住するためのものです。

平成29年4月1日現在、消防署長宿舎等

135ヵ所が整備されています。 

「単身待機宿舎」「家族待機宿舎」は消防

署等に早期に参集し、初動態勢を確立する

ために必要な職員が居住するためのもので

す。平成 29 年 4 月 1 日現在、241 ヵ所が整

備されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委託教育の現況（平成 28 年度中） 第 7-3 表 

消防署の上に設置された待機
宿舎

写真 90

消防職員待機宿舎 ７－６ 



 

 

東京消防庁では、在住･在勤、来訪外国人

に対する防火防災教育を行うとともに、消

防部隊や消防職員を海外に派遣しています。 

また、海外の消防事情調査も行い最新情

報を収集して各種施策に反映しています。 

 

１ 国際協力 

当庁では、海外で起きた地震などの大

規模災害に国際消防救助隊を派遣するほ

か、消防技術の教育支援を目的に職員を

専門家として海外に派遣しています。 

平成 20 年度からは、東京都が提唱した

国際的な都市間連携であるアジア大都市

ネットワーク 21 事業の一環として、アジ

ア地域の人材育成事業を推進するため、

研修生の受入れ及び職員の海外派遣の二

段階で構成される救助技術研修を実施し

ており、平成 27 年度はインドネシア共和

国ジャカルタ救助消防局、平成 28 年度は

台湾台北市政府消防局に対して研修を実

施しました。当事業においてこれまで受

入れた研修生は 45 名、海外派遣した当庁

職員は 30 名にのぼります。 

なお、アジア大都市ネットワーク 21 は

平成 26年度をもって休止となり、平成 26

年 12 月に策定された「東京都都市外交基

本戦略」に基づく事業へ移行することと

なりましたが、この基本戦略に基づく新

たな多都市間の実務的協力事業として救

助技術研修は継続していく予定です。 

前述の事業を含め、平成 28 年度中に視察、

研修のため当庁を公式に訪れた外国人消

防関係者は 60 か国 2 地域 618 名で、関係

施設の視察や消防活動技術、救助技術、

救急技術などの研修を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 在住・在勤、来訪外国人に対する防火 

防災指導の推進 

住民基本台帳に基づく東京都の外国人

人口は約49万人で、総人口の約4％を占め

ています（平成29年1月1日現在）。当庁

では、外国人が災害に遭遇した時でも適

切な行動がとれるよう、火災、救助、救

急事故等の緊急時における119番通報要

領をはじめ、消火器の取扱い要領、応急

救護、地震発生時の行動等についての指

導を行っています。 

 

３ 外国語への対応 

119番通報を受ける災害救急情報セン

ターや、外国人が多数居住している地域

を管轄する消防署に外国語の堪能な職

員を配置しています。 

また、各種パンフレット等の外国語対

応を推進しています。

第８節 国際化への対応 

平成 28 年度東京都総合防災
訓練への海外からの参加都市

写真 91



 

 

 

 

 

 

区分 

年度 

海外研修生の受入れ 海外からの視察の受入れ 職員の海外派遣 

国等数 人数 国等数 人数 国等数 人数 

26 9 か国 118 人 47 か国 462 人 10 か国 42 人

27 35 か国 298 人 36 か国 303 人 11 か国 49 人

28 42 か国 182 人 30 か国 436 人 10 か国 35 人

パンフレット等題名 内 容 対 応 言 語 

東京の消防 東京消防庁の業務紹介 英語、日本語 

東京の救急 東京消防庁の救急業務紹介 英語、日本語 

消防行政の概要・英文抄

訳版 
東京消防庁行政広報誌 英語 

消防１１９ 
防火防災知識 

緊急時の対応要領 

英語、中国語、韓国語、タ

イ語、フィリピン語、日本

語 

消防救助機動部隊 消防救助機動部隊の概要紹介 英語、日本語 

災害救急情報センター 災害救急情報センターの業務紹介 英語、日本語 

東京消防庁消防学校 消防学校の概要紹介 英語、日本語 

消防技術安全所 消防技術安全所の業務紹介 英語、日本語 

東京消防庁の震災対策 東京消防庁の震災対策紹介 英語、日本語 

防災館 
各防災館（池袋、本所、立川）の

施設紹介 
英語、日本語 

空の消防 航空隊の業務紹介 英語、日本語 

海外からの視察、研修受入れ、職員の海外派遣状況 第 8-1 表 

主なパンフレット等の外国語状況 第 8-2 表 
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